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資産運用の概況 
1 . 投資法人の運用状況等の推 移 

期 別 
第13期

自 2 0 2 0 年11月 1 日 
至 2 0 2 1 年 4 月30日

第14期
自 2 0 2 1 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 1 年10月3 1 日 

第15期
自 2 0 2 1 年11月 1 日 
至 2 0 2 2 年 4 月30日

第16期
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年10月3 1 日 

第17期
自 2 0 2 2 年11月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月30日

営業収益 百万円 1 5 , 0 5 5 1 7 , 2 9 1 1 4 , 7 5 6 1 5 , 7 9 7 1 5 , 3 6 5 
（ うち不動産賃貸事業収益 ） 百万円 ( 1 4 , 9 2 5 ） ( 1 4 , 4 7 4 ) ( 1 4 , 7 5 6 ) ( 1 5 , 0 8 2 ) ( 1 5 , 3 5 8 ) 
営業費用 百万円 7 , 0 6 6 7 , 8 7 7 7 , 1 3 0 7 , 7 1 8 7 , 8 5 7 
（ うち不動産賃貸事業費用 ） 百万円 ( 5 , 7 0 6 ） ( 5 , 7 6 9 ) ( 5 , 8 9 2 ) ( 6 , 2 7 5 ) ( 6 , 5 4 3 ) 
営業利益 百万円 7 , 9 8 9 9 , 4 1 3 7 , 6 2 5 8 , 0 7 8 7 , 5 0 8 
経常利益 百万円 7 , 1 0 3 8 , 5 2 0 6 , 7 4 6 7 , 2 0 5 6 , 6 3 7 
当期純利益 ( a ) 百万円 7 , 1 0 3 8 , 5 2 0 6 , 7 4 5 7 , 2 0 4 6 , 6 3 7 
総資産額 ( b ) 百万円 5 5 6 , 5 6 9 5 5 5 , 6 4 4 5 7 9 , 9 3 1 5 7 0 , 9 9 9 5 6 9 , 2 0 5 
（ 対前期比 ） ％ ( 0 . 5 ） （ △ 0 . 2 ） ( 4 . 4 ) ( △ 1 . 5 ) ( △ 0 . 3 ) 
純資産額 ( c ) 百万円 2 8 6 , 2 2 0 2 8 7 , 6 4 2 2 9 8 , 7 8 2 2 9 4 , 4 8 4 2 9 3 , 6 1 7 
（ 対前期比 ） ％ ( △ 0 . 0 ） （ 0 . 5 ） ( 3 . 9 ) ( △ 1 . 4 ) ( △ 0 . 3 ) 
有利子負債総額 ( d ) 百万円 2 5 2 , 9 4 2 2 4 9 , 9 4 2 2 6 3 , 6 4 2 2 5 8 , 2 4 2 2 5 8 , 2 4 2 
出資総額 百万円 1 4 9 , 2 1 0 1 4 9 , 2 1 0 1 6 1 , 2 8 3 1 6 1 , 2 8 3 1 6 1 , 2 8 3 
発行済投資口の総口数 ( e ) 口 4 , 2 8 8 , 6 6 6 4 , 2 8 8 , 6 6 6 4 , 4 3 1 , 1 3 3 4 , 3 8 1 , 4 8 2 4 , 3 8 1 , 4 8 2 
1 口当たり純資産額 ( c ) / ( e ) 円 6 6 , 7 3 8 6 7 , 0 7 0 6 7 , 4 2 8 6 7 , 2 1 1 6 7 , 0 1 3 
分配金総額 ( f ) 百万円 7 , 1 8 3 7 , 7 3 2 7 , 5 2 4 7 , 5 0 9 7 , 8 0 3 
1 口当たり分配金 ( f ) / ( e ) 円 1 , 6 7 5 1 , 8 0 3 1 , 6 9 8 1 , 7 1 4 1 , 7 8 1 
（ うち1口当たり利益分配金 ） 円 ( 1 , 6 7 5 ） ( 1 , 8 0 3 ) ( 1 , 6 9 8 ) ( 1 , 7 1 4 ) ( 1 , 7 6 5 ) 
（ うち1口当たり利益超過分配金 ） 円 ( － ） ( － ） （ － ） （ － ） ( 1 6 ) 
総資産経常利益率 （ 注 3 ） ％ 1 . 3 1 . 5 1 . 2 1 . 3 1 . 2 
（ 年換算値 ） ％ 2 . 6 3 . 0 2 . 4 2 . 5 2 . 3 
自己資本利益率 （ 注 3 ） ％ 2 . 5 3 . 0 2 . 3 2 . 4 2 . 3 
（ 年換算値 ） ％ 5 . 0 5 . 9 4 . 6 4 . 8 4 . 6 
期末自己資本比率 （ 注 3 ） ( c ) / ( b ) ％ 5 1 . 4 5 1 . 8 5 1 . 5 5 1 . 6 5 1 . 6 
（ 対前期増減 ） ％ ( △ 0 . 3 ） ( 0 . 4 ) ( △ 0 . 3 ) ( 0 . 1 ) ( 0 . 0 ) 
配当性向 （ 注 3 ） ( f ) / ( a ) ％ 1 0 1 . 1 9 0 . 8 1 1 1 . 5 1 0 4 . 2 1 1 6 . 5 
【 その他参考情報 】 
当期運用日数 日 1 8 1 1 8 4 1 8 1 1 8 4 1 8 1 
期末投資物件数 件 1 2 3 1 1 7 1 1 9 1 2 0 1 2 0 
期末稼働率 ％ 9 7 . 3 9 7 . 2 9 7 . 0 9 6 . 4 9 6 . 5 
当期減価償却費 百万円 2 , 4 6 8 2 , 4 5 5 2 , 4 8 9 2 , 5 7 3 2 , 6 2 7 
当期資本的支出額 百万円 6 5 4 7 2 7 7 0 0 7 2 2 8 9 6 
賃貸NOI （ N e t O p e r a t i n g I n c o m e ） （ 注 3 ） 百万円 1 1 , 6 8 7 1 1 , 1 6 0 1 1 , 3 5 4 1 1 , 3 8 0 1 1 , 4 4 2 
F F O （ F u n d s f r o m O p e r a t i o n ） （ 注 3 ） 百万円 9 , 4 4 1 8 , 5 2 3 9 , 2 3 6 9 , 0 6 8 9 , 2 6 6 
1 口当たりFFO （ 注 3 ） 円 2 , 2 0 1 1 , 9 8 7 2 , 0 8 4 2 , 0 6 9 2 , 1 1 4 
期末総資産有利子負債比率 （ L T V ） （ 注 3 ） ( d ) / ( b ) % 4 5 . 4 4 5 . 0 4 5 . 5 4 5 . 2 4 5 . 4 

（ 注 1 ） 積水ハウス・ リート投資法人 （ 以 下 「 本投資法人 」 といいます 。 ） の営業期間は 、 毎年5月1日から1 0 月末日まで及び1 1 月1日から翌年4月末日までの
各6か月間です 。 

（ 注 2 ） 特に記載のない限り 、 記載未満の数値については切り捨てて 、 比率は小数第2位を四捨五入して記載しています 。 以下同じです 。 
（ 注 3 ） 以下の算定式により算出しています 。 

総資産経常利益率 経常利益÷ ｛ （ 期首総資産額 ＋ 期末総資産額 ） ÷ 2 ｝ × 1 0 0 
自己資本利益率 当期純利益÷ ｛ （ 期首純資産額 ＋ 期末純資産額 ） ÷ 2 ｝ × 1 0 0 
期末自己資本比率 期末純資産額÷ 期末総資産額× 1 0 0 
配当性向 分配金総額 （ 利益超過分配金を含みませ ん 。 ） ÷ 当期純利益× 1 0 0 
賃貸NOI （ N e t O p e r a t i n g I n c o m e ） 不動産賃貸事業収益 － 不動産賃貸事業費用 （ 減価償却費を除きます 。 ） 
F F O （ F u n d s f r o m O p e r a t i o n ） 当期純利益 ＋ 当期減価償却費± 不動産等売却損益± 特別損益 
1 口当たりFFO F F O ÷ 発行済投資口の総口数 （ 円未満を切り捨てています 。 ） 
期末総資産有利子負債比率 （ L T V ） 有利子負債総額÷ 総資産額× 1 0 0 
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2 . 当期の資産の運用の経過 
（ 1 ） 投資法人の主な推移 

本投資法人は 、 日本を代表するハウスメーカーであり 、 ディベロッパー事業でも豊富な開発・ 運用実績を有する積水ハウス
株式会社 （ 以 下 「 積水ハウス 」 といいます 。 ） をスポンサーと し 、 オフィスビル 、 ホテル及び商業施設等の商業用不動産を中心
的な投資対象とする投資法人として 、 2 0 1 4 年9月8日に設立され 、 2 0 1 4 年 1 2 月 3 日に株式会社東京証券取引 所 （ 以 下 「 東京証
券取引所 」 といいます 。 ） 不動産投資信託証券市場に上場 （ 銘柄コード ： 3 3 0 9 ） しました 。 

積水ハウス・ レジデンシャル投資法人 （ 以 下 「 S H I 」 といい 、 本投資法人と併せて 「 両投資法人 」 といいます 。 ） は 、 住居及
び商業施設を中心的な投資対象とする投資法人とし て 、 「 ジョイント・ リート投資法人 」 との商号で 2 0 0 5 年4月2 0 日に設立さ
れ 、 2 0 0 5 年7月2 8 日に東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場しました 。 2 0 1 0 年3月にはメインスポンサーを積水ハ
ウ ス 、 共同スポンサーを株式会社スプリング・ インベストメントとする協働体制を敷 き 、 2 0 1 0 年6月には 「 ジョイント・ リー
ト投資法人 」 か ら 「 積水ハウス・ S I 投資法人 」 へと商号を変更した後 、 2 0 1 4 年6月には住居のみを投資対象とする規約変更を
行 い 、 「 積 水ハウス・ S I レジデンシャル投資法人 」 へと商号を変更しました 。 その後 、 2 0 1 7 年3月に積水ハウスによる単独ス
ポンサー体制へ移行したことに伴い 、 2 0 1 7 年6月にSHIは 「 積水ハウス・ レジデンシャル投資法人 」 へと商号を変更しました 。 

両投資法人は 、 いずれも積水ハウスグループ( 注 1 ) のサポートのもと 、 それぞれの特徴を生かし継続的な投資主価値の向上を目
指して資産規模の拡大とともに安定収益の確保に努めた運用を行ってきましたが 、 更に資産規模を拡大してマーケットプレゼ
ンスを向上させること 、 及び積水ハウスグループの総合力を活用して多様な成長機会を拡大することで 、 運用資産の着実な成
長を通じた収益の確保及び分配金の安定・ 向上を図り 、 投資主価値の最大化を目指すことを目的として 、 2 0 1 8 年5月1日を効
力発生日とし 、 本投資法人を吸収合併存続法人 、 S H I を吸収合併消滅法人とする吸収合併 （ 以 下 「 本投資法人合併 」 といいま
す 。 ） を行いました( 注2) 。 

本投資法人は 、 居住用不動産( 注 3 ) 及び商業用不動産等( 注 4 ) を主な投資対象とし 、 中長期にわたる安定した収益の確保と運用資産
の着実な成長を目指して資産の運用を行うことを投資方針としています 。 
( 注1) 「 積水ハウスグループ 」 と は 、 積水ハウスとその連結子会社及び持分法適用会社で構成される企業集団をいいます 。 以下同じです 。 
( 注 2 ) 本投資法人合併に伴い 、 S H I の資産運用会社であった 「 積水ハウス・ アセットマネジメント株式会社 」 （ 以 下 「 旧 S H A M 」 といいます 。 ） と本投資法人の

資産運用会社である 「 積水ハウス・ アセットマネジメント株式会社 」 （ 旧商号 ： 積水ハウス投資顧問株式会社 ） （ 以 下 「 本資産運用会社 」 といいます 。 ） 
は 、 本投資法人合併の効力発生日と同日付で本資産運用会社を吸収合併存続会社 、 旧 S H A M を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行い 、 商号を変更し
ました 。 

( 注 3 ) 「 居住用不動産 」 と は 、 主たる用途が住居 （ 学生寮 、 社 宅 、 サービスアパートメント( * 1 ) ( * 2 ) に該当しない家具家電付住居を含みます 。 ） に用いられる不
動産をいいます 。 以下同じです 。 

( * 1 ) 「 サービスアパートメント 」 と は 、 専門のオペレーターが利用者に対して一定のサービスを提供する家具家電付住居をいいます 。 以下同じです 。 
( * 2 ) サービスアパートメントに は 、 建築基準法 （ 昭和25年法律第201号 。 その後の改正を含みます 。 ） （ 以 下 「 建築基準法 」 といいます 。 ） 上の共同住

宅に該当するものを含む場合があります 。 以下同じです 。 
( 注 4 ) 「 商業用不動産等 」 と は 、 主たる用途がオフィスビル 、 ホテル及び商業施設等 （ サービスアパートメント 、 サービス付高齢者向け住 宅 、 有料老人ホーム

及びデイケアセンター(* ) を含みます 。 以下同じです 。 ） の住居以外の事業的用途に用いられる不動産をいいます 。 以下同じです 。 
( * ) サービス付高齢者向け住宅 、 有料老人ホーム及びデイケアセンターには 、 建築基準法上の共同住宅に該当するものを含む場合がありま す 。 以下

同じです 。 

（ 2 ） 運用環境と運用実績 
a . 運用環境 

当期における日本経済は 、 一部に弱さがみられるもの の 、 緩やかに持ち直しています 。 
このような環境の下 、 不動産賃貸市場においては 、 本投資法人がポートフォリオの中核資産として位置付け 、 2 0 2 3 年4月3 0 

日現在 （ 以 下 「 当期末現在 」 といいます 。 ） ポートフォリオの約9 7 ％ （ 取得価格ベース ） を構成する住居及びオフィスビルに 
ついて 、 住居は 、 首都圏を中心とした雇用環境の改善が加速していることから需給はひっ迫しており 、 賃料は上昇傾向で住居
全体の稼働率が前年対比で大幅に上昇する等 、 安定的に推移しました 。 ま た 、 オフィスビルは 、 賃貸オフィス市場には動きは
出てきているものの活発化までには至らず 、 オフィス面積は依然として縮小傾向にあり空室率は横ばい又は上昇したことから 、 
賃料水準は小幅に低下しました 。 本投資法人のポートフォリオの約3 ％ （ 取得価格ベース ） を構成するホテルについては 、 訪日
外客数推計値 （ 日本政府観光局2 0 2 3 年4月推計値 ） をみると 、 訪日外客数は1 9 4 万人と日本政府が個人旅行の受入れや査証免
除措置の再開等を実施した 2 0 2 2 年 1 0 月以降で最高を更新し 、 2 0 0 万人に迫る勢いとなりました 。 新型コロナウイルス感染症 
拡大以前である2019年同月との比較において 、 回復途上にあります 。 

ま た 、 不動産売買市場においては 、 国際情勢に係る不確実性は残るものの 、 日銀の緩和的な金融政策の 下 、 国内の優良物件
に対する不動産投資家の積極的な投資姿勢は維持されたことから 、 期待利回りは継続して低位で推移しました 。 

b . 運用実績 
当期末現在において本投資法人が保有する物件は1 2 0 物 件 （ 居住用不動産 ： 1 1 3 物 件 、 商業用不動産等 ： 7 物 件 ） 、 取得価格

( 注)の合計は554,46 6 百万円 （ 居住用不動産 ： 2 7 0 , 4 6 6 百万円 、 商業用不動産等 ： 2 8 4 , 0 0 0 百万円 ） となっています 。 
ま た 、 前述の不動産賃貸市場を背景に 、 本投資法人の運用物件における当期末現在の稼働率 は 、 居住用不動産については

9 7 . 2 ％ 、 商業用不動産等については94.3 ％ 、 ポートフォリオ全体の稼働率については96.5 ％ となりました 。 
（ 注 ） 「 取得価格 」 は 、 各物件に係る売買契約書に記載された売買代金額 （ 消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まず 、 百万円未満を切り捨

てています 。 ） をそれぞれ記載しています 。 ただし 、 本投資法人合併によりS H I から承継した物件について は 、 本投資法人を取得企業 、 S H I を被取得企業
とするパーチェス法により会計処理されることにより本投資法人が取得した鑑定評価額が受入価格となることから 、 2 0 1 8 年4月3 0 日を価格時点とする
不動産鑑定士による鑑定評価に基づく評価額を取得価格としています 。 以下同じです 。 
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（ 3 ） 資金調達の概要 
a ． 資金の借入れについて 

本投資法人は 、 当期中に返済期日が到来した借入金総額1 8 , 8 0 0 百万円のリファイナンスを行いました 。 当該リファイナンス
のうち1 5 , 8 0 0 百万円は 、 本投資法人が2 0 2 2 年 1 2 月に策定したグリーンファイナンス ・ フレームワークにおけるグリーン適格
負債額の範囲において 、 グリーンローンにて実行しています 。 

この結果 、 当期末現在の有利子負債残高は2 5 8 , 2 4 2 百万円となり 、 資産総額のうち有利子負債総額の占める割合 （ 以 下 「 総 
資産LTV 」 といいます 。 ） は45.4 ％ となっています 。 

b ． 格付について 
本投資法人の当期末現在における格付状況は 、 以下のとおりです 。 

信用格付業者 格付の内容
株式会社日本格付研究所 

（ J C R ） 
長期発行体格付 
Ａ Ａ （ 安定的 ） 

株式会社日本格付研究所 
（ J C R ） 

債券格付 
Ａ Ａ 

株式会社格付投資情報センター 
（ R & I ） 

発行体格付 
Ａ Ａ － （ 安定的 ） 

（ 4 ） E S G への取組み 
本投資法人は 「 資産運用を通じて人・ 社会・ 未来を豊かにする 」 というビジョンのもと 、 持続可能な社会を見据えた課題解

決に向け 、 取組みを推進するためマテリアリテ ィ （ 重要課題 ） の特定及び目標 （ K P I ） の設定を行い 、 E S G （ 環境・ 社会・ ガ 
バナンス ） に配慮した資産運用を行っています 。 

当期は 、 温室効果ガス （ 以 下 「 G H G 」 といいます 。 ） 排出削減の長期目標として 、 2 0 5 0 年度までにG H G 総排出量をネット
ゼロとすることを新たに設定し 、 中期目標については 、 2 0 3 0 年度までにS c o p e 1 、 S c o p e 2 についてG H G 総排出量を 4 2 ％ 削 
減 （ 2 0 2 1 年度比 ） する目標へと変更するとともに 、 当該中期目標について 、 S B T （ S c i e n c e B a s e d T a r g e t s ） 認定を取得し
ました 。 

ま た 、 本投資法人は 、 保有物件においてグリーン認証の取得を推進してお り 、 当期末現在 、 グリーン認証取得割合 （ 延床面
積ベース ） は 7 8 . 9 ％ となり 、 2 0 2 2 年度内にグリーン認証取得割合を7 0 ％ 以上にするとの目標を達成しました 。 社会面ではガ
ーデンシティ品川御殿山において 、 本投資法人として初めてC A S B E E ウェルネスオフィス評価認証を取得し 、 最上位の 「 S ラ 
ン ク 」 に認定されました 。 

こうしたE S G への取組みは社外からも高く評価され 、 本投資法人は 、 M S C I ジャパンE S G セレクト・ リーダーズ指数の構成銘
柄に継続して選定されている他 、 当期はF T S E R u s s e l l 社が提供するF T S E 4 G o o d I n d e x S e r i e s の構成銘柄にも選定されまし
た 。 

（ 5 ） 業績及び分配金の概要 
当期の実績は 、 営業収益1 5 , 3 6 5 百万円 、 営業利益7 , 5 0 8 百万円 、 経常利益6 , 6 3 7 百万円となり 、 当期純利益は6 , 6 3 7 百 万円

となりました 。 また分配金については 、 投資法人の税制の特例 （ 租税特別措置法 （ 昭和3 2 年法律第2 6 号 。 その後の改正を含み
ま す 。 ） （ 以 下 「 租税特別措置法 」 といいます 。 ） 第 6 7 条の1 5 ） を適用し 、 当期未処分利益にR T A 取崩額1 9 4 百万円及び圧縮積
立金取崩額9 1 1 百万円を加算した金額のうち7 , 7 3 3 百万円を利益分配金として 、 ま た 、 本投資法人の規約第4 6 条第2項に定め
る利益を超えた金銭の分配の方針に基づき 、 所得超過税会不一致が分配金に与える影響を考慮し て 、 A T A 7 0 百 万円を利益超過
分配金として分配することとしました 。 これにより 、 分配金総額は7,803百万円となりました 。 

3 . 増資等の状況 
当期末から最近5年間における出資総額及び発行済投資口の総口数の増減は 、 以下のとおりです 。 

年月日 摘要 出資総額 （ 百万円 ） 発行済投資口の総口数 （ 口 ） 備考増減額 残高 増減口数 残高
2 0 1 8 年5月1日 投資口の分割 － 1 1 0 , 1 8 9 9 6 9 , 0 0 0 1 , 9 3 8 , 0 0 0 （ 注 1 ） 
2 0 1 8 年5月1日 合併による割当交付 － 1 1 0 , 1 8 9 1 , 8 2 4 , 0 9 1 3 , 7 6 2 , 0 9 1 （ 注 2 ） 
2 0 1 9 年6月10日 公募増資 3 7 , 1 6 2 1 4 7 , 3 5 1 5 0 1 , 5 0 0 4 , 2 6 3 , 5 9 1 （ 注 3 ） 
2 0 1 9 年7月9日 第三者割当増資 1 , 8 5 8 1 4 9 , 2 1 0 2 5 , 0 7 5 4 , 2 8 8 , 6 6 6 （ 注 4 ） 
2 0 2 1 年11月1日 公募増資 1 1 , 6 5 2 1 6 0 , 8 6 2 1 3 7 , 5 0 0 4 , 4 2 6 , 1 6 6 （ 注 5 ） 
2 0 2 1 年11月29日 第三者割当増資 4 2 0 1 6 1 , 2 8 3 4 , 9 6 7 4 , 4 3 1 , 1 3 3 （ 注 6 ） 
2 0 2 2 年10月17日 消却 － 1 6 1 , 2 8 3 △ 4 9 , 6 5 1 4 , 3 8 1 , 4 8 2 （ 注 7 ） 

（ 注 1 ） 2 0 1 8 年4月30日を分割の基準日とし 、 2 0 1 8 年5月1日を効力発生日として 、 投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました 。 
（ 注 2 ） 本投資法人合併に当たって 、 2 0 1 8 年5月1日付でS H I の投資口1口に対し本投資法人の分割後の投資口1 . 6 5 口を割当交付し 、 1 , 8 2 4 , 0 9 1 口の新投資口

を発行しました 。 
（ 注 3 ） 1 口当たり発行価格76,5 3 7 円 （ 発行価額74,103円 ） に て 、 新規物件の取得資金の調達を目的として 、 公募により新投資口を発行しました 。 
（ 注 4 ） 1 口当たり発行価額7 4 , 1 0 3 円にて 、 新規物件の取得に伴う短期借入金の一部の返済資金に充当することを目的として 、 第三者割当により新投資口を

発行しました 。 
（ 注 5 ） 1 口当たり発行価格87,5 7 4 円 （ 発行価額84,744円 ） に て 、 新規物件の取得資金の調達を目的として 、 公募により新投資口を発行しました 。 
（ 注 6 ） 1 口当たり発行価額84,7 4 4 円にて 、 新規物件の取得資金の調達を目的として 、 第三者割当により新投資口を発行しました 。 
（ 注 7 ） 2 0 2 2 年6月1 6 日から2 0 2 2 年9月7日にかけて 、 証券会社との自己投資口取得に係る取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付けによ

り 、 自己投資口の取得を行いました 。 取得した自己投資口については 、 2 0 2 2 年9月3 0 日に開催された本投資法人の役員会における決議に基づき 、 
その全てを2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 日に消却しまし た 。 ま た 、 自己投資口取得に係る取得資金については出資剰余金から控除した結果 、 出資総額に変更はあ
りません 。 
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【 投資証券の取引所価格の推 移 】 
本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・ 最低価格 （ 終 値 ） は以下の

とおりです 。 

期 別 
第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

自 2 0 2 0 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 1 年 4 月 3 0 日 

自 2 0 2 1 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 1 年 1 0 月 3 1 日 

自 2 0 2 1 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 4 月 3 0 日 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

最 高 （ 円 ） 9 3 , 1 0 0 9 8 , 6 0 0 8 6 , 7 0 0 8 5 , 6 0 0 8 1 , 5 0 0 
最 低 （ 円 ） 7 2 , 7 0 0 8 6 , 2 0 0 7 3 , 6 0 0 7 5 , 5 0 0 6 8 , 6 0 0 

4 . 分配金等の実績 
当 期 （ 第 1 7 期 ） の分配金は 、 1 口当たり 1 , 7 8 1 円であり 、 投資法人の課税所得から利益分配金相当額を損金として控除する

法人税課税の特例 （ 租税特別措置法第67 条の1 5 ） を適用し 、 当期未処分利益に一時差異等調整積立金取崩額1 9 4 百万円及び圧
縮積立金取崩額9 1 1 百万円を加算した金額のうち7 , 7 3 3 百万円を利益分配金として 、 ま た 、 本 投資法人の規約第4 6 条第2項に
定める利益を超えた金銭の分配の方針に基づき 、 所得超過税会不一致が分配金に与える影響を考慮し て 、 A T A 7 0 百万円を利益
超過分配金として分配することとしました 。 これにより 、 分配金総額は7,803百万円となりました 。 

期 別 
第13期

自 2 0 2 0 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 1 年 4 月 3 0 日 

第14期
自 2 0 2 1 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 1 年 1 0 月 3 1 日 

第15期
自 2 0 2 1 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 4 月 3 0 日 

第16期
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

第17期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

当期未処分利益総額 （ 千 円 ） 7 , 1 0 3 , 0 0 9 8 , 5 2 0 , 0 2 0 6 , 7 4 5 , 6 4 3 7 , 2 0 4 , 5 1 0 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
利益留保額 （ 千 円 ） 1 0 3 , 7 0 8 1 , 1 9 5 , 8 4 8 － － 9 , 3 3 4 
金銭の分配金総額 （ 千 円 ） 7 , 1 8 3 , 5 1 5 7 , 7 3 2 , 4 6 4 7 , 5 2 4 , 0 6 3 7 , 5 0 9 , 8 6 0 7 , 8 0 3 , 4 1 9 

（ 1 口当たり分配金 ） （ 円 ） （ 1 , 6 7 5 ） （ 1 , 8 0 3 ） （ 1 , 6 9 8 ） （ 1 , 7 1 4 ） ( 1 , 7 8 1 ) 
うち利益分配金総額 （ 千 円 ） 7 , 1 8 3 , 5 1 5 7 , 7 3 2 , 4 6 4 7 , 5 2 4 , 0 6 3 7 , 5 0 9 , 8 6 0 7 , 7 3 3 , 3 1 5 

（ 1 口当たり利益分配金 ） （ 円 ） ( 1 , 6 7 5 ） （ 1 , 8 0 3 ） （ 1 , 6 9 8 ） （ 1 , 7 1 4 ） （ 1 , 7 6 5 ） 
うち出資払戻総額 （ 千 円 ） － － － － 7 0 , 1 0 3 

（ 1 口当たり出資払戻額 ） （ 円 ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ 1 6 ） 
出資払戻総額のうち一時差異等 
調整引当額からの分配金総 額 （ 千 円 ） － － － － 7 0 , 1 0 3 

（ 1 口当たり出資払戻額のうち1口当 
たり一時差異等調整引当額分配金 ） （ 円 ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ 1 6 ） 

出資払戻総額のうち税法上 の 
出資等減少分配からの分配金総額 （ 千 円 ） － － － － － 

（ 1 口当たり出資払戻額のうち税法 
上の出資等減少分配からの分配金 ） （ 円 ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） 

5 . 今後の運用方針 
（ 1 ） 想定される将来動向 

今後の日本経済は 、 ウィズコロナのもとで各種政策の効果もあって 、 景気が持ち直していくことが期待されます 。 ただし 、 
世界的な金融引締め等が続く中 、 海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっています 。 ま た 、 物価上昇 、 供 
給面での制約 、 金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります 。 

このような環境の 下 、 不動産賃貸市場のうち生活拠点である住居について は 、 雇用環境は改善しており 、 都心回帰の傾向や
世帯分離が引き続き継続するものと考えられ 、 好調を維持するとみていま す 。 事業活動拠点であるオフィスについては 、 テレ
ワークの拡大を受けたテナントニーズの変化による契約面積の縮小傾向や拠点の集約 、 新規供給の影響から需給は緩むものと
予測され 、 賃料は弱含みで推移すると考えています 。 ホテルについては 、 日本政府による政策支援や入国規制の緩和の動きに 
加 え 、 全世界的に蓄積された観光需要の高まりから 、 今後の回復が期待されます 。 ただし 、 国際情勢等には引き続き注視する
必要があります 。 

不動産売買市場に関しては 、 大規模な金融緩和が維持される金融環境の下 、 期待利回りが低位で推移する状況は当面の間継
続していくものと考えています 。 
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（ 2 ） 今後の運用方針及び対処すべき課題 
本投資法人は 、 主な投資対象の中でも 、 戦略的立地に所在する高品質な居住用不動産及び商業用不動産等であるプライム・ 

プロパティを投資対象の中核とし 、 これまでに居住用不動産及び商業用不動産等を開発し 、 運営してきた豊富な実績を有する
積水ハウスグループの不動産開発力及び運営力等を最大限に活用する成長戦略を推進することで 、 中長期にわたる安定した収 
益の確保と運用資産の着実な成長を実現し 、 投資主価値を最大化することを目指します 。 

一 方 、 本資産運用会社独自の取組みによる投資機会も探索することで 、 資産規模の拡大に努めていきます 。 
居住用不動産に係る国内における主たる投資対象地域については 、 東京圏 （ 注 1 ） を重点投資エリアと位置付 け 、 その中でも 、 

入居者のニーズに適した立地及び快適性や安全性などの住居としての高い基本性能等を備えたプライム・ プロパティが数多く
存在すると考えられ 、 豊富な賃貸需要と優良な物件供給が期待できると考える東京2 3 区を中心に投資することと し 、 ま た 、 積 
水ハウス及び積水ハウス不動産各社 （ 6 社 ） （ 注 2 ） の ネットワークを最大限活用できる政令指定都市をはじめとする東京圏以外の 
全国主要都市及びその周辺通勤圏にも投資を行いま す 。 

商業用不動産等に係る国内における主たる投資対象地域については 、 積水ハウスの開発実績に基づき知見がある東京2 3 区 、 
大阪市及び名古屋市の三大都市を中核とする三大都市圏 （ 注 1 ） を重点投資エリアと位置付 け 、 その中でも 、 テナント企業の事業
活動の拠点としての需要の厚みを背景として安定的な運用が期待できると考える三大都市を中心に投資することとしま す 。 ま 
た 、 三大都市圏以外の全国主要都市も投資対象地域としています 。 

本投資法人は 、 積水ハウスとの間でスポンサー・ サポート契約を締結し 、 積水ハウスの有する都市再開発事業に関する実績
やノウハウを活用して 、 （ a ） 積水ハウスが保有又は開発する国内不動産等の売却に関する優先交渉権の付与 、 （ b ） 第三者が国
内において保有又は開発する不動産等に関する情報提供 、 （ c ） ウェアハウジング機能の提供及び （ d ） 保有資産の再開発サポ
ートといった 、 外部成長のための物件取得に向けたサポート （ パイプラインサポート ） を積水ハウスより受けることができま
す 。 

ま た 、 積水ハウス不動産各社 （ 6 社 ） との間で優先交渉権 （ 等 ） に関する契約を締結し 、 特に居住用不動産について 、 積水ハ
ウス不動産各社 （ 6 社 ） が保有又は開発する国内不動産等の売却に関する優先交渉権の付与といった 、 外部成長のための物件取
得に向けたサポートを積水ハウス不動産各社 （ 6 社 ） から受けることができます 。 

積水ハウス及び積水ハウス不動産グルー プ （ 注 3 ） は 、 （ a ） テナントリレーションに基づくプロパティ・ マネジメント力 、 （ b ） 
不動産開発事業者としての大規模修繕 、 リニューアル・ バリューアップ及び再開発等による不動産価値の維持・ 向上を図るノ
ウハウ 、 並びに （ c ） 様 々  なタイプのマスターリース事業を展開するノウハウを有しています 。 本投資法人と本資産運用会社
は 、 積水ハウスとの間でスポンサー・ サポート契約を締結することにより 、 保有資産の運用に関わる （ i ） テナント満足度の向
上又は省エネルギー・ 環境配慮等をはじめとするリニューアル・ バリューアップ等に資する技術及びノウハウの提供 、 （ i i ） 本 
投資法人の運営に必要なノウハウの提供を含む人的サポート 、 並びに （ i i i ） 商業用不動産等に関するマスターリース契約の締
結協議等のサポートを受けることができます 。 
（ 注 1 ） 「 三大都市圏 」 と は 、 「 東京圏 」 、 「 大阪圏 」 及 び 「 名古屋圏 」 をいいます 。 な お 、 「 東京圏 」 と は 、 東京都 、 神奈川県 、 千葉県及び埼玉県を 、 「 大阪圏 」 

と は 、 大阪府 、 京都府 、 兵庫県及び奈良県を 、 「 名古屋圏 」 と は 、 愛知県をいいます 。 以下同じです 。 
（ 注 2 ） 「 積水ハウス不動産各社 （ 6 社 ） 」 と は 、 積水ハウスが1 0 0 % 出資する積水ハウス不動産ホールディングス株式会社が 1 0 0 % 出資し 、 全国に展開する積

水ハウスグループの不動産部門の中核企業である積水ハウス不動産東北株式会社 、 積水ハウス不動産東京株式会社 、 積水ハウス不動産中部株式会社 、 
積水ハウス不動産関西株式会社 、 積水ハウス不動産中国四国株式会社及び積水ハウス不動産九州株式会社の総称です 。 以下同じです 。 

（ 注 3 ） 「 積水ハウス不動産グループ 」 とは積水ハウス不動産各社 （ 6 社 ） が中核となり 、 その子会社及び関連会社で構成される企業集団をいいます 。 

（ 3 ） 財務戦略
本投資法人は 、 中長期的に安定収益の確保及び投資主価値の向上のために安定的かつ健全な財務運営を行っていく方針です 。 

具体的には 、 スポンサーである積水ハウスの信用力を背景にメガバンク中心の国内有力金融機関との強固かつ安定的な取引関
係を築くとともに 、 固定金利及び変動金利の最 適なバランスを図りつつ 、 借入期間の長期化を検討し 、 返済期限の分散化等を
図ることで 、 リファイナンスリスクや金利変動リスクを低減していく方針です 。 

ま た 、 総資産L T V については 、 6 0 ％ を上限の目処としています が 、 当面は5 0 ％ 程度を上限の目処とした保守的な運営方針と
し 、 巡航水準を40 ％ 台半ばとして資金余力の確保に留意しながら運営する方針です 。 

な お 、 本投資法人は 、 引き続き安定的かつ健全な財務運営に努めるとともに 、 マーケット環境及び本投資法人の財務状況等
を総合的に勘案し 、 投資法人債の発行等を含む 、 直接金融・ 間接金融等の手法の多様化を図ります 。 

6 . 決算後に生じた重要な事実 
該当事項はありません 。 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 7 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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（ 参考情報 ） 

（ 1 ） 資産の譲渡 
本投資法人は 、 以下のとおり 、 不動産信託受益権を譲渡することを決定し 、 売買契約を締結しました 。 以下の資産譲渡に係

る信託受益権の準共有持分の譲渡は 、 1 0 回に均等分割して実施される予定であり 、 各譲渡予定日において持分割合1 0 0 分の1 0 
ずつを譲渡する予定です 。 

当該譲渡により 、 以下のとおり各計算期間において 、 不動産等売却益を計上する見込みです 。 

物件名称 ： 御殿山 Ｓ Ｈ ビ ル 
用 途 ： オフィスビル 
所在地 ： 東京都品川区 
譲渡予定価格 ： 7 0 , 0 0 0 百万円 （ 注 1 ） 
契約締結日 ： 2 0 2 3 年3月29日 
譲渡先 ： T I S 株式会社 

（ 単 位 ： 百万円 ） 
譲渡予定日 （ 注 2 ） 譲渡予定価格( 注1) 譲渡益 （ 見 込 ） （ 注 3 ） 計算期間

第 1 回 2 0 2 3 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 1 , 0 1 7 2 0 2 3 年 1 0 月 期 （ 第 1 8 期 ） 
第 2 回 2 0 2 4 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 0 8 0 2 0 2 4 年 4 月 期 （ 第 1 9 期 ） 
第 3 回 2 0 2 4 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 0 9 3 2 0 2 4 年 1 0 月 期 （ 第 2 0 期 ） 
第 4 回 2 0 2 5 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 0 7 2 0 2 5 年 4 月 期 （ 第 2 1 期 ） 
第 5 回 2 0 2 5 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 2 1 2 0 2 5 年 1 0 月 期 （ 第 2 2 期 ） 
第 6 回 2 0 2 6 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 3 5 2 0 2 6 年 4 月 期 （ 第 2 3 期 ） 
第 7 回 2 0 2 6 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 4 9 2 0 2 6 年 1 0 月 期 （ 第 2 4 期 ） 
第 8 回 2 0 2 7 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 6 3 2 0 2 7 年 4 月 期 （ 第 2 5 期 ） 
第 9 回 2 0 2 7 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 7 7 2 0 2 7 年 1 0 月 期 （ 第 2 6 期 ） 
第 1 0 回 2 0 2 8 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 9 1 2 0 2 8 年 4 月 期 （ 第 2 7 期 ） 

（ 注 1 ） 「 譲渡予定価格 」 は 、 売買契約書に記載された売買代金額 （ 消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まず 、 百万円未満を切り捨ててい 
ま す 。 ） を記載しています 。 

（ 注 2 ） 「 譲渡予定日 」 は 、 当該日が営業日でない場合 は 、 直前の営業日とします 。 以下同じです 。 
（ 注 3 ） 「 譲渡益 （ 見 込 ） 」 は 、 本書の日付現在における各譲渡予定日に計上される概算額を示したものであ り 、 変更となる可能性がありま す 。 以下同じです 。 

（ 2 ） 資金の借入れ 
本投資法人は 、 2 0 2 3 年5月3 1 日付で 、 同日に返済期日が到来した総額 9 , 7 0 0 百万円の長期借入金の返済資金に充当するため

に 、 以下のとおり資金の借入れ （ 以 下 「 本借入れ 」 といいます 。 ） を行いました 。 な お 、 本借入れのうち 、 一部の借入れについ
て は 、 本投資法人が2 0 2 2 年 1 2 月に策定したグリーンファイナンス・ フレームワークに基づき実行されるグリーンローンによ
る資金調達となります 。 

a . 固定金利借入れ （ グリーンローン ） 

区分 借入先
（ 注 1 ） 

借入金額
（ 百万円 ） 

利率
( 注2)(注3)

借入
実行日 借入方法 返済期日

（ 注 4 ） 

返済
方法

（ 注 5 ） 
担保

長期

株式会社みずほ銀行 5 7 0 

0 . 8 7 5 % 

2 0 2 3 年 
5 月31日

左記借入先を
貸付人とする
2 0 2 3 年5月

2 6 日付の個別
ローン契約に
基づく借入れ

2 0 3 0 年 
5 月31日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

三井住友信託銀行株式会社 1 , 2 4 0 

みずほ信託銀行株式会社 4 7 0 

株式会社りそな銀行 1 , 1 5 0 

農林中央金庫 8 5 0 

株式会社日本政策投資銀行 5 5 0 

株式会社三井住友銀行 2 0 0 0 . 8 2 5 % 

株式会社三菱UFJ銀行
( 注6) 6 7 0 0 . 8 7 5 % 

合計 5 , 7 0 0 － － － － － － 

（ 注 1 ） 本借入れのアレンジャーは株式会社三菱UFJ銀行 、 株式会社みずほ銀行及び株式会社三井住友銀行です 。 
（ 注 2 ） 借入先に支払われる融資手数料等は含まれていませ ん 。 
（ 注 3 ） 利払日は 、 2 0 2 3 年11月末日を初回とし 、 以降6か月毎の末日及び元本返済日です 。 ただし 、 当該日が営業日でない場合は翌営業日とし 、 翌営業日が

翌月となる場合には直前の営業日を利払日とします 。 
（ 注 4 ） 返済期日が営業日でない場合は翌営業日とし 、 当該日が翌月となる場合には直前の営業日を返済期日とします 。 
（ 注 5 ） 本借入れの実行後返済期日までの間に本投資法人が事前に書面で通知する等 、 一定の条件が成就した場合 、 本投資法人は 、 借入金の一部又は全部を

期限前返済することができます 。 
（ 注 6 ） 株式会社三菱UFJ銀行からの借入れは 、 J - R E I T 向けESG評価ローンです 。 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 8 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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b . 変動金利借入れ 

区分 借入先
（ 注 1 ） 

借入金額
（ 百万円 ） 

利率
( 注2)(注3)(注4 ） 

借 入 
実行日 借入方法 返済期日

（ 注 5 ） 

返済
方法

（ 注 6 ） 
担保

短期

株式会社三菱UFJ銀行
（ 注 7 ） 1 , 2 3 0 

基準金利 （ 全銀協
1 か 月日本円T I B O R ） 
に 0 . 1 7 0 % を加えた
利率

2 0 2 3 年 
5 月31日

左記借入先を
貸付人とする
2 0 2 3 年5月

2 6 日付の個別
ローン契約に
基づく借入れ

2 0 2 4 年 
5 月31日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行 9 8 0 

株式会社三井住友銀行 9 0 0 

三井住友信託銀行株式会社 5 1 0 

みずほ信託銀行株式会社 3 8 0 

合計 4 , 0 0 0 － － － － － － 

（ 注 1 ） 上記借入れのアレンジャーは株式会社三菱UFJ銀 行 、 株式会社みずほ銀行及び株式会社三井住友銀行です 。 
（ 注 2 ） 借入先に支払われる融資手数料等は含まれていませ ん 。 
（ 注 3 ） 利払日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利 は 、 一般社団法人全銀協T I B O R 運営機関が公表する 、 各利払日の直前の利払日の2営業日前の時

点における利息計算期間に対応した日本円T I B O R ( T o k y o I n t e r B a n k O f f e r e d R a t e ) となります 。 かかる基準金利は 、 利払日毎に見直されます 。 た 
だ し 、 利息計算期間に対応するレートが存在しない場合は 、 個別ローン契約に定められた方法に基づき算定される当該期間に対応する基準金利とな
り ま す 。 基 準 金 利 で あ る 全 銀 協 日 本 円 T I B O R の 変 動 に つ い て は 、 一 般 社 団 法 人 全 銀 協 T I B O R 運 営 機 関 の ウ ェ ブ サ イ ト

（ h t t p s : / / w w w . j b a t i b o r . o r . j p / r a t e / ） でご確認ください 。 
（ 注 4 ） 利払日は 、 2 0 2 3 年6月末日を初回とし 、 以降毎月末日及び元本返済期日です 。 ただし 、 当該日が営業日でない場合は翌営業日とし 、 翌営業日が翌月

となる場合には直前の営業日を利払日とします 。 
（ 注 5 ） 返済期日が営業日でない場合は翌営業日とし 、 当該日が翌月となる場合には直前の営業日を返済期日とします 。 
（ 注 6 ） 上記借入れの実行後返済期日までの間に本投資法人が事前に書面で通知する 等 、 一 定の条件が成就した場合 、 本投資法人は 、 借入金の一部又は全部

を期限前返済することができます 。 
（ 注 7 ） 株式会社三菱UFJ銀行からの借入れは 、 J - R E I T 向けESG評価ローンです 。 

（ 3 ） 資金の借入れ
本投資法人は 、 2 0 2 3 年5月31日付で 、 期限前返済を行う長期借入金4,000百万円の返済資金に充当するために 、 以下の 

とおりグリーンローンによる資金の借入れを行いました 。 
（ 固定金利借入れ ） 

区分 借入先 借入金額
（ 百万円 ） 

利率
( 注1)(注2)

借入
実行日 借入方法 返済期日

（ 注 3 ） 

返済
方法
( 注4)

担保

長期 日本生命保険相互会社

2 , 0 0 0 1 . 0 4 0 ％ 
2 0 2 3 年 
5 月31日

左記借入先を貸付
人とする2 0 2 3 年 
5 月 1 8 日付の個別
ローン契約に基づ
く借入れ

2 0 3 2 年 
1 月30日 期限

一括
弁済

無担保
無保証

2 , 0 0 0 1 . 1 2 0 ％ 2 0 3 2 年 
1 1 月30日

合計 4 , 0 0 0 － － － － － － 

（ 注 1 ） 借入先に支払われる融資手数料等は含まれていませ ん 。 
（ 注 2 ） 利払日は 、 2 0 2 3 年11月末日を初回とし 、 以降6か月毎の末日及び元本返済日です 。 ただし 、 当該日が営業日でない場合は翌営業日とし 、 翌営業日が

翌月となる場合には直前の営業日を利払日とします 。 
（ 注 3 ） 返済期日が営業日でない場合は翌営業日とし 、 当該日が翌月となる場合には直前の営業日を返済期日とします 。 
（ 注 4 ） 上記借入れの実行後返済期日までの間に本投資法人が事前に書面で通知する 等 、 一 定の条件が成就した場合 、 本投資法人は 、 借入金の一部又は全部

を期限前返済することができます 。 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 9 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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投資法人の概況 
1 . 出資の状況 

期 別 第13期
2 0 2 1 年4月30日現在

第14期
2 0 2 1 年10月31日現在

第15期
2 0 2 2 年4月30日現在

第16期
2 0 2 2 年10月31日現在

第17期
2 0 2 3 年4月30日現在

発行可能投資口総口数 （ 口 ） 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 
発行済投資口の総口数 （ 口 ） 4 , 2 8 8 , 6 6 6 4 , 2 8 8 , 6 6 6 4 , 4 3 1 , 1 3 3 4 , 3 8 1 , 4 8 2 4 , 3 8 1 , 4 8 2 
出資総額 （ 百万円 ） 1 4 9 , 2 1 0 1 4 9 , 2 1 0 1 6 1 , 2 8 3 1 6 1 , 2 8 3 1 6 1 , 2 8 3 
投資主数 （ 人 ） 1 8 , 9 4 2 1 8 , 6 3 7 2 0 , 8 7 6 2 1 , 1 5 4 2 3 , 2 7 0 

2 . 投資口に関する事項 
当期末現在の投資主のうち 、 保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです 。 

氏名又は名称 所有投資口数 （ 口 ） 発行済投資口の総口数に対する
所有投資口数の割合 （ ％ ） 

株式会社日本カストディ銀 行 （ 信託口 ） 1 , 1 6 0 , 0 5 0 2 6 . 4 8 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 （ 信託口 ） 6 9 4 , 4 6 7 1 5 . 8 5 
積水ハウス株式会社 2 0 0 , 7 5 0 4 . 5 8 
野村信託銀行株式会社 （ 投信口 ） 1 9 4 , 9 4 3 4 . 4 5 
S M B C 日興証券株式会社 1 0 0 , 1 0 8 2 . 2 8 
S T A T E S T R E E T B A N K W E S T C L I E N T - T R E A T Y 5 0 5 2 3 4 6 5 , 5 3 4 1 . 5 0 
S T A T E S T R E E T B A N K A N D T R U S T C O M P A N Y 5 0 5 1 0 3 5 9 , 0 3 8 1 . 3 5 
S S B T C C L I E N T O M N I B U S A C C O U N T 5 0 , 8 3 0 1 . 1 6 
全国信用協同組合連合会 4 5 , 7 2 6 1 . 0 4 
J P M O R G A N C H A S E B A N K 3 8 5 7 7 0 4 5 , 2 6 6 1 . 0 3 

合 計 2 , 6 1 6 , 7 1 2 5 9 . 7 2 
（ 注 ） 発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合 は 、 小数第3位を四捨五入して記載しています 。 

3 . 役員等に関する事項 
（ 1 ） 役員等の氏名又は名称等 

役員等の氏名又は名称等は以下のとおりです 。 

役職名 氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間に 
おける役職毎
の報酬の総額

（ 千 円 ） 
執行役員 木 田 敦 宏 積水ハウス・ アセットマネジメント株式会社 取締役 － 

監督役員 矢 田 悠 ひふみ総合法律事務所 弁護士 1 , 8 0 0 
山 下 玲 山下玲公認会計士事務所 公認会計士 1 , 8 0 0 

会計監査人 E Y 新日本有限責任監査法人 － 1 7 , 4 0 0 
（ 注 2 ） 

（ 注 1 ） 執行役員及び監督役員は 、 いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません 。 ま た 、 監督役員は 、 上記記載以外の他の法人の役
員である場合がありますが 、 上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません 。 

（ 注 2 ） 上記記載の報酬の総額は概算額であり 、 英文財務諸表監査業務に係る報酬が含まれています 。 

（ 2 ） 会計監査人の解任及び不再任の決定の方針 
会計監査人の解任については 、 投資信託及び投資法人に関する法律 （ 昭和2 6 年法律第1 9 8 号 。 その後の改正を含みます 。 ） 

（ 以 下 「 投信法 」 といいます 。 ） の定めに従い 、 ま た 、 不再任については 、 監査の品質 、 監査報酬額等その他諸般の事情を総合
的に勘案して 、 本投資法人の役員会において検討します 。 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 1 0 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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4 . 役員等賠償責任保険契約に関する事項 
本投資法人が締結する役員等賠償責任保険契約は 、 以下のとおりです 。 

被保険者の範囲 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

本投資法人の全ての執行役員及び監督役員 

（ 填補の対象とされる保険事故の概要 ） 
本投資法人は投信法第1 1 6 条の3第1 項に規定する役員等賠償責任保険契約を保
険会社との間で締結し 、 当該保険により被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの
ある損害を填補することとしています 。 

（ 保険料の負担割合 ） 
全ての被保険者について 、 その保険料を全額本投資法人が負担しています 。 

（ 役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置 ） 
被保険者1名につき 、 最大1 0 0 千 円 、 一連の損害賠償責任につき最大1 , 0 0 0 千 
円が免責金額として定められています 。 

5 . 資産運用会社 、 資産保管会社及び一般事務受託者 
本書の日付現在における資産運用会社 、 資産保管会社及び一般事務受託者は 、 以下のとおりです 。 

委託区分 名 称 
資産運用会社 積水ハウス・ アセットマネジメント株式会社 
資産保管会社 三菱UFJ信託銀行株式会 社 
一般事務受託者 （ 投資主名簿等管理人 ） みずほ信託銀行株式会社 
一般事務受託者 （ 機関運営事務等受託者 ） 三菱UFJ信託銀行株式会 社 
一般事務受託者 （ 投資法人債に関する一般事務受託者 ） 株式会社三菱UFJ銀行 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 1 1 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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投資法人の運用資産の状況 
1 . 投資法人の資産の構成 

当期末現在における本投資法人の資産の構成は 、 以下のとおりです 。 

資産の種類 アセット 
カテゴリー 地域等

第16期
2 0 2 2 年10月31日現在

第17期
2 0 2 3 年4月30日現在

保有総額 
（ 百万円 ） （ 注 1 ） 

対総資産比率 
（ ％ ） （ 注 2 ） 

保有総額 
（ 百万円 ） （ 注 1 ） 

対総資産比率 
（ ％ ） （ 注 2 ） 

信託不動産
居住用不動産 東京圏 2 0 9 , 5 1 7 3 6 . 7 2 0 8 , 8 4 8 3 6 . 7 

その他地域 5 5 , 8 9 6 9 . 8 5 5 , 6 4 2 9 . 8 

商業用不動産等 三大都市圏 2 7 4 , 3 1 2 4 8 . 0 2 7 3 , 4 9 8 4 8 . 0 
その他地域 － － － － 

信託不動産 合計 5 3 9 , 7 2 6 9 4 . 5 5 3 7 , 9 8 9 9 4 . 5 
匿名組合出資持分 （ 注 4 ） 4 8 6 0 . 1 6 8 4 0 . 1 
預金・ その他の資産 3 0 , 7 8 6 5 . 4 3 0 , 5 3 1 5 . 4 

資産総額計 5 7 0 , 9 9 9 1 0 0 . 0 5 6 9 , 2 0 5 1 0 0 . 0 
（ 注 1 ） 「 保有総額 」 は 、 各期末時点の貸借対照表計上額 （ 「 信託不動産 」 については 、 減価償却後の帳簿価額 ） を 、 百万円未満を切り捨てて記載しています 。 
（ 注 2 ） 「 対総資産比率 」 は 、 小数第2位を四捨五入して記載しています 。 
（ 注 3 ） 当期末現在 、 本投資法人が保有する海外不動産等はありません 。 
（ 注 4 ） 合同会社Gemini1及び合同会社Gemini 2 を営業者とする匿名組合出資持分です 。 

2 . 主要な保有資産 
当期末現在における本投資法人の主要な保有物件 （ 期末帳簿価額上位10位 ） の概要は以下のとおりです 。 

不動産等の名称
期末

帳簿価額
（ 百万円 ） 

（ 注 1 ） 

賃貸可能面積
（ ㎡ ） 

（ 注 2 ） 

賃貸面積
（ ㎡ ） 

（ 注 3 ） 

稼働率
（ ％ ） 

（ 注 4 ） 

対総不動産賃貸
事業収益比率

（ ％ ） 
（ 注 5 ） 

用途

ガーデンシティ品川御殿山 6 9 , 5 7 0 3 8 , 5 7 7 . 9 9 3 2 , 6 1 1 . 7 7 8 4 . 5 1 0 . 6 オフィスビル
赤坂ガーデンシティ （ 注 6 ） 4 9 , 9 8 5 2 1 , 7 3 5 . 4 3 1 8 , 9 9 5 . 1 7 8 7 . 4 6 . 5 オフィスビル
御殿山 Ｓ Ｈ ビ ル （ 注 7 ） 4 9 , 1 8 7 1 9 , 9 9 9 . 9 7 1 9 , 9 9 9 . 9 7 1 0 0 . 0 7 . 1 オフィスビル
本町南ガーデンシティ 4 1 , 9 3 1 2 9 , 6 5 7 . 5 3 2 9 , 6 5 7 . 5 3 1 0 0 . 0 8 . 5 オフィスビル
本 町 ガ ー デ ン シ テ ィ （ オ フ ィ ス ビ ル 部 分 ） （ 注 8 ） 3 5 , 8 8 5 1 7 , 0 0 6 . 9 4 1 7 , 0 0 6 . 9 4 1 0 0 . 0 5 . 9 オフィスビル
本町ガーデンシティ （ ホテル部分 ） （ 注 8 ） 1 6 , 6 3 6 1 8 , 0 9 2 . 9 8 1 8 , 0 9 2 . 9 8 1 0 0 . 0 2 . 6 ホテル
プライムメゾン江古田の杜 1 1 , 0 5 6 2 9 , 0 4 8 . 9 5 2 8 , 2 5 8 . 0 0 9 7 . 3 4 . 0 住居
プライムメゾン中目黒 1 0 , 1 8 3 6 , 0 3 3 . 9 8 5 , 8 5 5 . 7 6 9 7 . 0 1 . 4 住居
エスティメゾン大島 8 , 2 2 0 9 , 9 0 5 . 9 7 9 , 7 7 2 . 7 7 9 8 . 7 1 . 7 住居
プライムメゾン白金台タワ ー 7 , 8 7 0 6 , 7 7 2 . 8 9 6 , 4 1 5 . 6 8 9 4 . 7 1 . 5 住居

合 計 3 0 0 , 5 2 7 1 9 6 , 8 3 2 . 6 3 1 8 6 , 6 6 6 . 5 7 9 4 . 8 4 9 . 9 － 
（ 注 1 ） 「 期末帳簿価額 」 は 、 当期末現在における各物件に係る減価償却後の帳簿価額を 、 百万円未満を切り捨てて記載しています 。 以下同じです 。 
（ 注 2 ） 「 賃貸可能面積 」 は 、 当期末現在において有効な各物件に係る各賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能であると考えられる面積を 、 小数第3

位を切り捨てて記載しています 。 な お 、 本投資法人が保有する物件が所有権の共有持分又は信託受益権の準共有持分である場合には 、 不動産又は信託
不動産の賃貸可能面積 （ 区分所有建物の場合 、 専有部分の賃貸可能面積 ） に本投資法人又は信託受託者が保有する持分の割合を乗じた数値を記載して 
います 。 以下同じです 。 

（ 注 3 ） 「 賃貸面積 」 は 、 当期末現在において有効な各物件に係るエンドテナントとの各賃貸借契約書に表示された賃貸面積又は建物図面等に基づく賃貸面積
の合計 （ ただし 、 マスターリース会社との間で賃料固定型マスターリース契約が締結されている場合には 、 エンドテナントとの賃貸借契約の有無にか
かわらず 、 それぞれの賃貸可能面積 ） を記載しています 。 ま た 、 「 赤坂ガーデンシティ 」 については 、 本投資法人が保有する部分に対応する面積を記
載しています 。 以下同じです 。 

（ 注 4 ） 「 稼働率 」 は 、 当期末現在における各物件に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を 、 小数第2位を四捨五入して記載しています 。 な お 、 
「 合 計 」 欄については各物件に係る賃貸可能面積の合計に対して各物件に係る賃貸面積の合計が占める割合を 、 小数第2位を四捨五入して記載してい
ま す 。 

（ 注 5 ） 「 対総不動産賃貸事業収益比 率 」 は 、 本投資法人のポートフォリオ全体における各物件の当期における不動産賃貸事業収益の合計に対する各物件の当
期における不動産賃貸事業収益の割合を 、 小数第2位を四捨五入して記載しています 。 

（ 注 6 ） 本投資法人は 、 「 赤坂ガーデンシティ 」 について 、 2 0 1 9 年6月1 0 日付で 、 建物のうち地下1階から4 階まで及び1 1 階から1 9 階までの専有部分の全て
に係る区分所有権とそれに伴う敷地権 （ 敷地権割合 ： 1 , 0 0 0 , 0 0 0 分の6 6 2 , 7 6 8 （ 約 6 6 . 3 ％ ） ） に係る不動産信託受益権の準共有持分6 5 . 4 5 ％ を 、 
2 0 2 1 年 1 1 月1日付で 、 建物のうち5階から9階までの専有部分の全てに係る区分所有権とそれに伴う敷地権 （ 敷地権割合 ： 1 , 0 0 0 , 0 0 0 分の2 7 3 , 4 9 0 

（ 約 2 7 . 3 ％ ） ） 及び1 0 階の専有部分の全てに係る区分所有権とそれに伴う敷地権 （ 敷地権割合 ： 1 , 0 0 0 , 0 0 0 分の5 4 , 6 9 8 （ 約 5 . 5 ％ ） ） に係る共有持分
9 6 . 0 5 ％ に係る不動産信託受益権をそれぞれ取得しており 、 本投資法人が保有する部分に対応する金額等を記載しています 。 以下同じです 。 

（ 注 7 ） 本投資法人は 、 「 御殿山 Ｓ Ｈ ビ ル 」 について 、 前 記 「 資産運用の概況 6 . 決算後に生じた重要な事実 （ 参考情報 ） 」 に 記載のとおり 、 2 0 2 3 年3月2 9 
日付で 、 不動産信託受益権を譲渡することを決定し 、 売買契約を締結しています 。 以下同じです 。 

（ 注 8 ） 「 本町ガーデンシティ 」 は 、 オフィスビル及び商業施設の用途に用いられる部分 （ 以 下 「 本町ガーデンシティ （ オフィスビル部分 ） 」 といいます 。 ） と 
ホテルの用途に用いられる部分 （ 以 下 「 本町ガーデンシティ （ ホテル部分 ） 」 といいます 。 ） から構成されており 、 本書において当該物件の概要等につ
いては 「 オフィスビル部分 」 と 「 ホテル部分 」 とに分けて記載する場合があります 。 以下同じです 。 
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3 . 不動産等組入資産明細 
当期末現在における本投資法人が保有する物件の概要は以下のとおりです 。 

用途
物件
番号
（ 注 1 ） 

不動産等の名称 所在地
（ 注 2 ） 所有形態

期末帳簿 
価 額 

（ 百万円 ） 

期末算定
価額

（ 百万円 ） 
（ 注 3 ） 

住 

居 

R - 0 0 1 エスティメゾン銀座 東京都中央区銀座 不動産 
信託受益権 6 , 5 8 6 7 , 9 8 0 

R - 0 0 2 エスティメゾン麻布永坂 東京都港区六本木 不動産 
信託受益権 1 , 7 6 5 2 , 0 3 0 

R - 0 0 3 エスティメゾン恵比寿Ⅱ 東京都渋谷区東 不動産 
信託受益権 2 , 0 2 4 2 , 4 9 0 

R - 0 0 4 エスティメゾン恵比寿 東京都渋谷区広尾 不動産 
信託受益権 9 1 1 9 4 0 

R - 0 0 5 エスティメゾン神田 東京都千代田区神田多町 不動産 
信託受益権 1 , 5 3 8 1 , 9 8 0 

R - 0 0 6 エスティメゾン北新宿 東京都新宿区北新宿 不動産 
信託受益権 1 , 5 2 1 1 , 9 1 0 

R - 0 0 7 エスティメゾン浅草駒形 東京都台東区駒形 不動産 
信託受益権 2 , 0 6 2 2 , 6 1 0 

R - 0 0 8 エスティメゾン川崎 神奈川県川崎市川崎区小川 町 不動産 
信託受益権 2 , 3 5 0 2 , 9 1 0 

R - 0 1 0 エスティメゾン亀戸 東京都江東区亀戸 不動産 
信託受益権 1 , 4 6 5 1 , 9 3 0 

R - 0 1 1 エスティメゾン目黒 東京都目黒区三田 不動産 
信託受益権 1 , 0 6 3 1 , 4 4 0 

R - 0 1 2 エスティメゾン巣鴨 東京都豊島区巣鴨 不動産 
信託受益権 1 , 5 8 5 1 , 8 8 0 

R - 0 1 3 エスティメゾン京橋 大阪府大阪市都島区東野田 町 不動産 
信託受益権 2 , 8 8 5 3 , 2 0 0 

R - 0 1 4 エスティメゾン白楽 神奈川県横浜市神奈川区六角橋 不動産 
信託受益権 8 7 7 9 9 3 

R - 0 1 5 エスティメゾン南堀江 大阪府大阪市西区南堀江 不動産 
信託受益権 1 , 1 1 1 1 , 1 7 0 

R - 0 1 6 エスティメゾン五反田 （ 注 4 ） 東京都品川区西五反田 不動産 
信託受益権 3 , 0 1 8 3 , 6 8 0 

R - 0 1 7 エスティメゾン大井仙台坂 東京都品川区東大井 不動産 
信託受益権 2 , 6 8 1 3 , 1 3 0 

R - 0 1 8 エスティメゾン品川シーサイド 東京都品川区東品川 不動産 
信託受益権 2 , 1 0 7 2 , 5 4 0 

R - 0 1 9 エスティメゾン南麻布 東京都港区南麻布 不動産 
信託受益権 1 , 2 8 6 1 , 4 2 0 

R - 0 2 1 エスティメゾン川崎Ⅱ 神奈川県川崎市川崎区小川 町 不動産 
信託受益権 1 , 8 6 3 2 , 4 7 0 

R - 0 2 2 エスティメゾン麻布十番 東京都港区麻布十番 不動産 
信託受益権 2 , 7 0 2 3 , 0 5 0 

R - 0 2 3 エスティメゾン板橋本町 東京都板橋区大和町 不動産 
信託受益権 9 6 7 1 , 0 5 0 

R - 0 2 7 エスティメゾン武蔵小山 （ 注 5 ） 東京都品川区荏原 不動産 
信託受益権 9 9 9 1 , 2 2 0 

R - 0 2 8 エスティメゾン千駄木 （ 注 6 ） 東京都文京区千駄木 不動産 
信託受益権 6 7 1 8 2 1 

R - 0 3 0 エスティメゾン博多東 福岡県福岡市博多区吉塚 不動産 
信託受益権 2 , 1 6 7 2 , 7 3 0 

R - 0 3 3 プライムメゾン武蔵野の杜 東京都小平市上水本町 不動産 
信託受益権 1 , 7 6 2 2 , 3 2 0 

R - 0 3 4 プライムメゾン東桜 愛知県名古屋市東区東桜 不動産 
信託受益権 1 , 5 3 0 1 , 7 5 0 

R - 0 3 5 プライムメゾン萱場公園 愛知県名古屋市千種区萱場 不動産 
信託受益権 8 0 8 9 7 1 

R - 0 3 6 エスティメゾン三軒茶屋Ⅱ 東京都世田谷区下馬 不動産 
信託受益権 7 5 5 9 5 7 

R - 0 3 7 エスティメゾン板橋 Ｃ ６ 東京都板橋区大山東町 不動産 
信託受益権 2 , 4 3 5 2 , 9 6 0 

R - 0 3 8 シャーメゾンステージ博多 （ 注 7 ） 福岡県福岡市博多区博多駅 前 不動産 
信託受益権 2 , 2 9 6 2 , 9 1 0 

R - 0 3 9 エスティメゾン錦糸町 東京都墨田区錦糸 不動産 
信託受益権 1 , 1 8 2 1 , 5 0 0 

R - 0 4 0 エスティメゾン武蔵小金井 東京都小金井市本町 不動産 
信託受益権 1 , 7 3 3 2 , 1 6 0 

R - 0 4 1 プライムメゾン御器所 愛知県名古屋市昭和区阿由知通 不動産 
信託受益権 1 , 9 1 8 2 , 2 1 0 
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用途
物件
番号
（ 注 1 ） 

不動産等の名称 所在地
（ 注 2 ） 所有形態

期末帳簿 
価 額 

（ 百万円 ） 

期末算定
価額

（ 百万円 ） 
（ 注 3 ） 

住 

居 

R - 0 4 2 プライムメゾン夕陽ヶ丘 大阪府大阪市天王寺区上汐 不動産 
信託受益権 9 0 9 1 , 1 8 0 

R - 0 4 3 プライムメゾン北田辺 大阪府大阪市東住吉区北田 辺 不動産 
信託受益権 6 0 8 7 6 7 

R - 0 4 4 プライムメゾン百道浜 福岡県福岡市早良区百道浜 不動産 
信託受益権 1 , 9 0 2 2 , 2 4 0 

R - 0 4 5 エスティメゾン秋葉原 東京都台東区上野 不動産 
信託受益権 1 , 8 8 1 2 , 2 3 0 

R - 0 4 6 エスティメゾン笹塚 東京都渋谷区笹塚 不動産 
信託受益権 3 , 3 6 1 3 , 8 2 0 

R - 0 4 7 プライムメゾン銀座イース ト 東京都中央区築地 不動産 
信託受益権 6 , 1 5 0 7 , 3 7 0 

R - 0 4 8 プライムメゾン高見 愛知県名古屋市千種区高見 不動産 
信託受益権 1 , 0 4 3 1 , 1 6 0 

R - 0 4 9 プライムメゾン矢田南 愛知県名古屋市東区矢田南 不動産 
信託受益権 8 3 0 9 3 9 

R - 0 5 0 プライムメゾン照葉 福岡県福岡市東区香椎照葉 不動産 
信託受益権 1 , 1 5 0 1 , 3 6 0 

R - 0 5 1 エスティメゾン東白壁 愛知県名古屋市東区芳野 不動産 
信託受益権 1 , 6 1 2 1 , 7 9 0 

R - 0 5 2 エスティメゾン千石 東京都文京区千石 不動産 
信託受益権 1 , 3 2 4 1 , 5 2 0 

R - 0 5 3 エスティメゾン代沢 東京都世田谷区代沢 不動産 
信託受益権 2 , 2 1 2 2 , 6 5 0 

R - 0 5 4 エスティメゾン戸越 東京都品川区戸越 不動産 
信託受益権 1 , 7 0 4 2 , 1 1 0 

R - 0 5 5 エスティメゾン西天満 大阪府大阪市北区西天満 不動産 
信託受益権 1 , 5 8 4 1 , 8 4 0 

R - 0 5 6 エスティメゾン白金台 東京都品川区上大崎 不動産 
信託受益権 2 , 3 6 7 3 , 1 8 0 

R - 0 5 7 エスティメゾン東新宿 東京都新宿区新宿 不動産 
信託受益権 1 , 5 8 7 2 , 0 8 0 

R - 0 5 8 エスティメゾン元麻布 東京都港区元麻布 不動産 
信託受益権 1 , 5 0 0 1 , 8 7 0 

R - 0 5 9 エスティメゾン都立大学 東京都目黒区平町 不動産 
信託受益権 8 3 5 1 , 0 4 0 

R - 0 6 0 エスティメゾン武蔵小山Ⅱ 東京都品川区小山 不動産 
信託受益権 9 8 4 1 , 1 9 0 

R - 0 6 1 エスティメゾン中野 東京都中野区中央 不動産 
信託受益権 1 , 7 9 8 2 , 1 1 0 

R - 0 6 2 エスティメゾン新中野 東京都中野区本町 不動産 
信託受益権 9 7 1 1 , 1 2 0 

R - 0 6 3 エスティメゾン中野富士見 町 東京都中野区弥生町 不動産 
信託受益権 9 4 8 1 , 1 2 0 

R - 0 6 4 エスティメゾン哲学堂 東京都中野区松が丘 不動産 
信託受益権 1 , 0 9 6 1 , 2 9 0 

R - 0 6 5 エスティメゾン高円寺 東京都杉並区高円寺南 不動産 
信託受益権 1 , 1 2 2 1 , 3 8 0 

R - 0 6 6 エスティメゾン押上 東京都墨田区業平 不動産 
信託受益権 2 , 3 7 0 2 , 9 0 0 

R - 0 6 7 エスティメゾン赤羽 東京都北区赤羽 不動産 
信託受益権 3 , 2 0 8 3 , 7 0 0 

R - 0 6 8 エスティメゾン王子 東京都北区王子 不動産 
信託受益権 1 , 5 4 8 1 , 8 9 0 

R - 0 6 9 プライムメゾン早稲田 東京都新宿区早稲田鶴巻町 不動産 
信託受益権 1 , 4 8 3 2 , 0 4 0 

R - 0 7 0 プライムメゾン八丁堀 東京都中央区八丁堀 不動産 
信託受益権 1 , 3 6 0 1 , 7 4 0 

R - 0 7 1 プライムメゾン神保町 東京都千代田区神田神保町 不動産 
信託受益権 1 , 8 4 3 2 , 2 8 0 

R - 0 7 2 プライムメゾン御殿山イースト 東京都品川区北品川 不動産 
信託受益権 2 , 8 5 7 3 , 6 1 0 

R - 0 7 3 シャーメゾンステージ秋葉 原 東京都千代田区神田佐久間河岸 不動産 
信託受益権 5 8 5 6 3 6 

R - 0 7 4 エスティメゾン葵 愛知県名古屋市東区葵 不動産 
信託受益権 2 , 3 2 5 2 , 6 3 0 

R - 0 7 5 エスティメゾン薬院 福岡県福岡市中央区平尾 不動産 
信託受益権 2 , 5 3 4 2 , 7 8 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 1 4 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



1 3 

用途
物件
番号
（ 注 1 ） 

不動産等の名称 所在地
（ 注 2 ） 所有形態

期末帳簿 
価 額 

（ 百万円 ） 

期末算定
価額

（ 百万円 ） 
（ 注 3 ） 

住 

居 

R - 0 7 6 エスティメゾン錦糸町Ⅱ 東京都墨田区江東橋 不動産 
信託受益権 7 , 8 2 1 1 0 , 7 0 0 

R - 0 7 7 エスティメゾン大島 東京都江東区大島 不動産 
信託受益権 8 , 2 2 0 1 2 , 0 0 0 

R - 0 7 8 プライムメゾン富士見台 愛知県名古屋市千種区富士見台 不動産 
信託受益権 2 , 1 3 0 2 , 2 4 0 

R - 0 7 9 エスティメゾン鶴舞 愛知県名古屋市中区千代田 不動産 
信託受益権 4 , 4 8 7 5 , 0 8 0 

R - 0 8 0 プライムメゾン森下 東京都江東区森下 不動産 
信託受益権 1 , 8 0 5 2 , 2 6 0 

R - 0 8 1 プライムメゾン品川 東京都品川区北品川 不動産 
信託受益権 1 , 8 6 5 2 , 2 5 0 

R - 0 8 2 プライムメゾン大通公園 北海道札幌市中央区大通西 不動産 
信託受益権 3 , 0 0 0 3 , 2 8 0 

R - 0 8 3 プライムメゾン南 ２ 条 北海道札幌市中央区南二条 西 不動産 
信託受益権 1 , 7 8 3 2 , 0 7 0 

R - 0 8 4 プライムメゾン鴨 々  川 北海道札幌市中央区南七条 西 不動産 
信託受益権 1 , 1 5 9 1 , 2 9 0 

R - 0 8 5 プ ラ イ ム メ ゾ ン セ ン ト ラ ル パ ー ク （ 注 8 ） 福岡県福岡市東区香椎照葉 不動産 
信託受益権 2 , 1 0 5 2 , 4 9 5 

R - 0 8 6 シャーメゾンステージ八広 東京都墨田区八広 不動産 
信託受益権 1 , 7 9 8 2 , 1 2 0 

R - 0 8 7 プライムメゾン恵比寿 東京都渋谷区恵比寿 不動産 
信託受益権 4 , 2 2 4 5 , 9 3 0 

R - 0 8 8 シャーメゾンステージ金沢西泉 石川県金沢市西泉 不動産 
信託受益権 9 8 8 9 9 0 

R - 0 8 9 エスティメゾン鵜の森 三重県四日市市鵜の森 不動産 
信託受益権 7 4 8 8 3 6 

R - 0 9 1 シャーメゾンステージ日野 東京都日野市新町 不動産 
信託受益権 1 , 3 6 1 1 , 5 6 0 

R - 0 9 2 プライムメゾン横濱日本大 通 神奈川県横浜市中区本町 不動産 
信託受益権 4 , 5 4 6 5 , 1 8 0 

R - 0 9 3 神戸女子学生会館 兵庫県神戸市東灘区向洋町 中 不動産 
信託受益権 5 , 1 3 7 6 , 3 4 0 

R - 0 9 4 プライムメゾン渋谷 東京都渋谷区渋谷 不動産 
信託受益権 2 , 3 6 6 2 , 7 2 0 

R - 0 9 5 プライムメゾン初台 東京都渋谷区初台 不動産 
信託受益権 2 , 8 8 4 3 , 2 8 0 

R - 0 9 6 エスティメゾン上町台 大阪府大阪市中央区上本町 西 不動産 
信託受益権 1 , 0 4 6 1 , 2 6 0 

R - 0 9 8 プライムメゾン白金高輪 東京都港区三田 不動産 
信託受益権 4 , 7 5 1 5 , 3 8 0 

R - 0 9 9 プライムメゾン市谷山伏町 東京都新宿区市谷山伏町 不動産 
信託受益権 4 , 0 7 0 4 , 2 7 0 

R - 1 0 0 エスティメゾン森下 東京都墨田区菊川 不動産 
信託受益権 6 2 4 7 4 0 

R - 1 0 1 プライムメゾン白金台タワ ー 東京都品川区上大崎 不動産 
信託受益権 7 , 8 7 0 1 1 , 1 0 0 

R - 1 0 2 プライムメゾン大塚 東京都豊島区北大塚 不動産 
信託受益権 3 , 6 4 3 4 , 7 7 0 

R - 1 0 3 プライムメゾン浅草橋 東京都台東区柳橋 不動産 
信託受益権 1 , 6 6 1 2 , 1 5 0 

R - 1 0 4 プライムメゾン代官山 東京都目黒区青葉台 不動産 
信託受益権 2 , 4 9 9 3 , 3 8 0 

R - 1 0 5 プライムメゾン御殿山ウエスト 東京都品川区北品川 不動産 
信託受益権 3 , 3 8 4 4 , 7 6 0 

R - 1 0 6 エ ス テ ィ メ ゾ ン 豊 洲 レ ジ デ ン ス （ 注 9 ） 東京都江東区豊洲 不動産 
信託受益権 5 , 6 5 9 7 , 6 8 0 

R - 1 0 8 エスティメゾン井尻 福岡県福岡市南区井尻 不動産 
信託受益権 4 3 3 4 3 7 

R - 1 0 9 プライムメゾン三田綱町 東京都港区三田 不動産 
信託受益権 2 , 0 3 2 2 , 5 4 0 

R - 1 1 0 プライムメゾン本郷 東京都文京区本郷 不動産 
信託受益権 2 , 5 7 9 3 , 0 7 0 

R - 1 1 1 プライムメゾン蔵前 東京都台東区蔵前 不動産 
信託受益権 2 , 1 6 7 2 , 6 0 0 

R - 1 1 2 エスティメゾン横浜青葉台 （ 注10 ） 神奈川県横浜市青葉区青葉 台 不動産 
信託受益権 2 , 9 8 8 3 , 6 6 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 1 5 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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用途
物件
番号
（ 注 1 ） 

不動産等の名称 所在地
（ 注 2 ） 所有形態

期末帳簿 
価 額 

（ 百万円 ） 

期末算定
価額

（ 百万円 ） 
（ 注 3 ） 

住 

居 

R - 1 1 3 エスティメゾン静岡鷹匠 静岡県静岡市葵区鷹匠 不動産 
信託受益権 6 5 8 6 6 5 

R - 1 1 4 シャーメゾンステージ広瀬 通 宮城県仙台市青葉区立町 不動産 
信託受益権 8 6 5 9 4 9 

R - 1 1 5 エスティメゾン東別院 愛知県名古屋市中区松原 不動産 
信託受益権 2 , 2 6 2 2 , 2 3 0 

R - 1 1 6 エスティメゾン萱場 愛知県名古屋市千種区萱場 不動産 
信託受益権 9 3 2 9 5 1 

R - 1 1 7 エスティメゾン白壁南 愛知県名古屋市東区橦木町 不動産 
信託受益権 6 7 9 6 9 7 

R - 1 1 8 プライムメゾン下北沢 東京都世田谷区代沢 不動産 
信託受益権 2 , 6 3 2 2 , 7 4 0 

R - 1 1 9 プライムメゾン目黒 東京都目黒区三田 不動産 
信託受益権 2 , 3 5 1 2 , 4 8 0 

R - 1 2 0 プライムメゾン両国 東京都墨田区亀沢 不動産 
信託受益権 1 , 5 6 7 1 , 6 0 0 

R - 1 2 1 プライムメゾン中目黒 東京都目黒区中目黒 不動産 
信託受益権 1 0 , 1 8 3 1 1 , 1 0 0 

R - 1 2 2 プライムメゾン板橋 東京都板橋区板橋 不動産 
信託受益権 4 , 9 4 2 5 , 1 1 0 

R - 1 2 3 プライムメゾン江古田の杜 ( 注11) 東京都中野区江古田 不動産 
信託受益権 1 1 , 0 5 6 1 0 , 9 0 0 

R - 1 2 4 プライムメゾン早稲田通り 東京都新宿区早稲田町 不動産 
信託受益権 2 , 2 5 6 2 , 6 7 0 

小計 － － 2 6 4 , 4 9 0 3 1 7 , 3 8 4 

オ 
フ 
ィ 
ス 
ビ 
ル 

O - 0 0 1 ガーデンシティ品川御殿山 東京都品川区北品川 不動産 
信託受益権 6 9 , 5 7 0 8 8 , 0 0 0 

O - 0 0 2 御殿山 Ｓ Ｈ ビ ル 東京都品川区北品川 不動産 
信託受益権 4 9 , 1 8 7 6 3 , 5 0 0 

O - 0 0 3 本町南ガーデンシティ 大阪府大阪市中央区北久宝寺町 不動産 
信託受益権 4 1 , 9 3 1 5 4 , 6 0 0 

O - 0 0 4 本 町 ガ ー デ ン シ テ ィ （ オ フ ィ ス ビ ル 部 分 ） 大阪府大阪市中央区本町 不動産 
信託受益権 3 5 , 8 8 5 4 4 , 6 0 0 

O - 0 0 5 Ｈ Ｋ 淀 屋 橋 ガ ー デ ン ア ベ ニ ュ ー （ 注 1 2 ） 大阪府大阪市中央区伏見町 不動産 
信託受益権 4 , 1 9 0 6 , 2 4 0 

O - 0 0 6 広小路ガーデンアベニュー 愛知県名古屋市中村区名駅 不動産 
信託受益権 6 , 1 1 2 7 , 3 2 0 

O - 0 0 7 赤坂ガーデンシティ 東京都港区赤坂 不動産 
信託受益権 4 9 , 9 8 5 5 2 , 1 0 0 

小計 － － 2 5 6 , 8 6 1 3 1 6 , 3 6 0 
ホ 
テ 
ル 

H - 0 0 1 本 町 ガ ー デ ン シ テ ィ （ ホ テ ル 部 分 ） 大阪府大阪市中央区本町 不動産 
信託受益権 1 6 , 6 3 6 1 6 , 8 0 0 

小計 － － 1 6 , 6 3 6 1 6 , 8 0 0 
合計 － － 5 3 7 , 9 8 9 6 5 0 , 5 4 4 

（ 注 1 ） 「 物件番号 」 は 、 本投資法人の保有物件を各用途に応じて分類し 、 物件毎に番号を付したものであり 、 R は住居 を 、 O はオフィスビルを 、 H はホテルを
それぞれ表します 。 以下同じです 。 

（ 注 2 ） 「 所在地 」 は 、 登記簿上の表示に基づき記載しています 。 な お 、 「 所在地 」 について登記簿上の表示が複数ある場合にはいずれか一筆を記載していま
す 。 

（ 注 3 ） 「 期末算定価額 」 について各年4月期は当該期末を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された鑑定評価額を 、 各年1 0 月期は当該期末を価格時点 
とする各不動産鑑定評価書に記載された鑑定評価額又は不動産鑑定評価基準に則らない価格調査の結果である各不動産価格調査書に記載された調査価 
額 を 、 それぞれ百万円未満を切り捨てて記載しています 。 

（ 注 4 ） 本投資法人は 、 「 エスティメゾン五反田 」 について 、 建物の専有部分の一部に係る区分所有権とそれに伴う敷地権 （ 敷地権割合 ： 4 2 6 , 9 3 3 分の
3 8 7 , 0 3 6 （ 約90.7 ％ ） ） に係る不動産信託受益権を保有しています 。 

（ 注 5 ） 本投資法人は 、 「 エスティメゾン武蔵小山 」 について 、 建物の専有部分の一部に係 る区分所有権とそれに伴う敷地権 （ 敷地権割合 ： 1 2 7 , 6 0 9 分の
1 1 7 , 6 7 8 （ 約92.2 ％ ） ） に係る不動産信託受益権を保有しています 。 

（ 注 6 ） 本投資法人は 、 「 エスティメゾン千駄木 」 について 、 建物の専有部分の一部に係る区分所有権とそれに伴う敷地権 （ 敷地権割合 ： 1 0 3 , 8 4 2 分の
8 9 , 7 3 0 （ 約86.4 ％ ） ） に係る不動産信託受益権を保有しています 。 

（ 注 7 ） 「 シャーメゾンステージ博多 」 は 、 独立行政法人都市再生機構を土地所有者とし 、 借地期間を2 0 0 2 年 1 2 月1日から5 0 年間とする一般定期借地権が設
定されている借地上の物件です 。 

（ 注 8 ） 「 プライムメゾンセントラルパーク 」 の土地の一部 （ 地 番 ： 2 3 番32 ） は貸地であり 、 貸地上の建物 （ 店 舗 ） は借地人所有となっていま す 。 
（ 注 9 ） 「 エスティメゾン豊洲レジデンス 」 は 、 独立行政法人都市再生機構を土地所有者とし 、 借地期間を2 0 0 6 年3月1 7 日から 6 5 年間とする一般定期借地権 

が設定されている借地上の物件です 。 
（ 注 1 0 ） 「 エスティメゾン横浜青葉台 」 は 、 「 エスティメゾン横浜青葉台ノース 」 及 び 「 エスティメゾン横浜青葉台サウス 」 の合計2棟の建物から構成されて

いますが 、 同一敷地内に立地することから 、 本投資法人は 、 これらを 「 エスティメゾン横浜青葉台 」 と総称し1物件として運用しているため 、 それ
ぞれの棟の数値を合算し記載しています 。 

（ 注11 ） 「 プライムメゾン江古田の杜 」 は 、 独立行政法人都市再生機構を土地所有者とし 、 借地期間を2 0 1 5 年4月2 4 日から7 0 年間とする一般定期借地権が設
定されている借地上の物件です 。 

（ 注 1 2 ） 本投資法人は 、 「 Ｈ Ｋ 淀屋橋ガーデンアベニュー 」 について 、 建物のうち1階から6階までの専有部分の全てに係る区分所有権とそれに伴う敷地権
（ 敷地権割合 ： 1 , 0 0 0 , 0 0 0 分の405,901 （ 約40.6 ％ ） ） に係る不動産信託受益権を保有しています 。 
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本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況の推移は以下のとおりです 。 

用 
途 

物 件 
番号 不動産等の名称

第16期
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

第17期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

テ ナ ン ト 
総 数 

［ 期 末 時 点 ］ 
（ 注 1 ） 

稼 働 率 
［ 期 末 時 点 ］ 

（ ％ ） 
（ 注 2 ） 

不 動 産 賃 貸 
事 業 収 益 
［ 期 間 中 ］ 
（ 百 万 円 ） 

（ 注 3 ） 

対 総 不 動 産 
賃 貸 事 業 
収 益 比 率 
（ ％ ） 
（ 注 4 ） 

テ ナ ン ト 
総 数 

［ 期 末 時 点 ］ 
（ 注 1 ） 

稼 働 率 
［ 期 末 時 点 ］ 

（ ％ ） 
（ 注 2 ） 

不 動 産 賃 貸 
事 業 収 益 
［ 期 間 中 ］ 
（ 百 万 円 ） 

（ 注 3 ） 

対 総 不 動 産 
賃 貸 事 業 
収 益 比 率 
（ ％ ） 
（ 注 4 ） 

住 

居 

R - 0 0 1 エスティメゾン銀座 1 9 7 . 3 1 8 1 1 . 2 1 9 5 . 1 1 7 6 1 . 1 
R - 0 0 2 エスティメゾン麻布永坂 1 9 5 . 6 4 6 0 . 3 1 9 5 . 5 4 9 0 . 3 
R - 0 0 3 エスティメゾン恵比寿Ⅱ 1 9 2 . 8 5 6 0 . 4 1 8 9 . 4 5 5 0 . 4 
R - 0 0 4 エスティメゾン恵比寿 1 1 0 0 . 0 2 3 0 . 2 1 9 6 . 1 2 4 0 . 2 
R - 0 0 5 エスティメゾン神田 1 9 2 . 2 4 4 0 . 3 1 9 4 . 2 4 5 0 . 3 
R - 0 0 6 エスティメゾン北新宿 1 9 5 . 3 4 4 0 . 3 1 9 7 . 6 4 8 0 . 3 
R - 0 0 7 エスティメゾン浅草駒形 1 9 6 . 4 6 3 0 . 4 1 9 8 . 6 6 7 0 . 4 
R - 0 0 8 エスティメゾン川崎 1 9 6 . 8 7 7 0 . 5 1 9 8 . 0 7 6 0 . 5 
R - 0 1 0 エスティメゾン亀戸 1 9 9 . 0 5 2 0 . 3 1 9 8 . 9 5 4 0 . 4 
R - 0 1 1 エスティメゾン目黒 1 9 1 . 8 2 9 0 . 2 1 9 5 . 0 3 0 0 . 2 
R - 0 1 2 エスティメゾン巣鴨 1 9 5 . 0 5 2 0 . 3 1 9 7 . 3 5 2 0 . 3 
R - 0 1 3 エスティメゾン京橋 1 9 8 . 9 8 8 0 . 6 1 9 6 . 3 8 9 0 . 6 
R - 0 1 4 エスティメゾン白楽 1 9 4 . 7 2 9 0 . 2 1 9 8 . 3 3 0 0 . 2 
R - 0 1 5 エスティメゾン南堀江 1 1 0 0 . 0 3 4 0 . 2 1 9 7 . 2 3 4 0 . 2 
R - 0 1 6 エスティメゾン五反田 1 9 6 . 4 9 5 0 . 6 1 9 5 . 8 9 5 0 . 6 
R - 0 1 7 エスティメゾン大井仙台坂 1 9 4 . 7 7 8 0 . 5 1 9 7 . 9 7 9 0 . 5 
R - 0 1 8 エスティメゾン品川シーサイド 1 9 1 . 7 6 3 0 . 4 1 9 7 . 5 6 2 0 . 4 
R - 0 1 9 エスティメゾン南麻布 1 8 6 . 5 3 1 0 . 2 1 9 6 . 2 3 0 0 . 2 
R - 0 2 1 エスティメゾン川崎Ⅱ 1 9 6 . 7 6 4 0 . 4 1 9 9 . 3 6 4 0 . 4 
R - 0 2 2 エスティメゾン麻布十番 1 9 7 . 4 6 5 0 . 4 1 9 7 . 5 6 5 0 . 4 
R - 0 2 3 エスティメゾン板橋本町 1 9 5 . 4 2 8 0 . 2 1 9 8 . 4 3 0 0 . 2 
R - 0 2 7 エスティメゾン武蔵小山 1 9 8 . 3 2 9 0 . 2 1 1 0 0 . 0 3 1 0 . 2 
R - 0 2 8 エスティメゾン千駄木 1 1 0 0 . 0 2 2 0 . 1 1 1 0 0 . 0 2 3 0 . 2 
R - 0 3 0 エスティメゾン博多東 1 9 9 . 0 8 7 0 . 6 1 9 8 . 6 8 7 0 . 6 
R - 0 3 3 プライムメゾン武蔵野の杜 1 9 3 . 5 6 4 0 . 4 1 9 7 . 9 6 5 0 . 4 
R - 0 3 4 プライムメゾン東桜 1 9 7 . 8 5 2 0 . 3 1 9 6 . 3 5 3 0 . 3 
R - 0 3 5 プライムメゾン萱場公園 1 1 0 0 . 0 3 0 0 . 2 1 9 6 . 5 3 0 0 . 2 
R - 0 3 6 エスティメゾン三軒茶屋Ⅱ 1 9 2 . 1 2 3 0 . 2 1 9 7 . 0 2 4 0 . 2 
R - 0 3 7 エスティメゾン板橋 Ｃ ６ 1 9 2 . 4 7 9 0 . 5 1 9 7 . 6 7 7 0 . 5 
R - 0 3 8 シャーメゾンステージ博多 1 1 0 0 . 0 9 6 0 . 6 1 1 0 0 . 0 9 6 0 . 6 
R - 0 3 9 エスティメゾン錦糸町 1 9 7 . 2 3 5 0 . 2 1 9 7 . 2 3 5 0 . 2 
R - 0 4 0 エスティメゾン武蔵小金井 1 9 5 . 1 5 4 0 . 4 1 9 6 . 1 5 6 0 . 4 
R - 0 4 1 プライムメゾン御器所 1 9 8 . 3 6 3 0 . 4 1 9 2 . 5 6 5 0 . 4 
R - 0 4 2 プライムメゾン夕陽ヶ丘 1 9 6 . 4 3 0 0 . 2 1 9 6 . 4 3 0 0 . 2 
R - 0 4 3 プライムメゾン北田辺 1 9 6 . 1 2 2 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 3 0 . 2 
R - 0 4 4 プライムメゾン百道浜 1 1 0 0 . 0 6 9 0 . 5 1 1 0 0 . 0 6 9 0 . 5 
R - 0 4 5 エスティメゾン秋葉原 1 9 6 . 2 5 5 0 . 4 1 9 3 . 7 5 6 0 . 4 
R - 0 4 6 エスティメゾン笹塚 1 9 5 . 4 9 0 0 . 6 1 9 8 . 1 9 1 0 . 6 
R - 0 4 7 プライムメゾン銀座イース ト 1 9 3 . 5 1 7 3 1 . 2 1 1 0 0 . 0 1 7 9 1 . 2 
R - 0 4 8 プライムメゾン高見 1 1 0 0 . 0 3 4 0 . 2 1 9 2 . 7 3 2 0 . 2 
R - 0 4 9 プライムメゾン矢田南 1 1 0 0 . 0 2 9 0 . 2 1 9 6 . 2 2 8 0 . 2 
R - 0 5 0 プライムメゾン照葉 1 1 0 0 . 0 5 2 0 . 3 1 1 0 0 . 0 5 3 0 . 3 
R - 0 5 1 エスティメゾン東白壁 1 1 0 0 . 0 4 6 0 . 3 1 1 0 0 . 0 4 6 0 . 3 
R - 0 5 2 エスティメゾン千石 1 9 5 . 6 3 7 0 . 2 1 9 8 . 4 3 8 0 . 3 
R - 0 5 3 エスティメゾン代沢 1 9 7 . 7 6 3 0 . 4 1 9 8 . 8 6 1 0 . 4 
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用 
途 

物 件 
番号 不動産等の名称

第16期
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

第17期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

テ ナ ン ト 
総 数 

［ 期 末 時 点 ］ 
（ 注 1 ） 

稼 働 率 
［ 期 末 時 点 ］ 

（ ％ ） 
（ 注 2 ） 

不 動 産 賃 貸 
事 業 収 益 
［ 期 間 中 ］ 
（ 百 万 円 ） 

（ 注 3 ） 

対 総 不 動 産 
賃 貸 事 業 
収 益 比 率 
（ ％ ） 
（ 注 4 ） 

テ ナ ン ト 
総 数 

［ 期 末 時 点 ］ 
（ 注 1 ） 

稼 働 率 
［ 期 末 時 点 ］ 

（ ％ ） 
（ 注 2 ） 

不 動 産 賃 貸 
事 業 収 益 
［ 期 間 中 ］ 
（ 百 万 円 ） 

（ 注 3 ） 

対 総 不 動 産 
賃 貸 事 業 
収 益 比 率 
（ ％ ） 
（ 注 4 ） 

住 

居 

R - 0 5 4 エスティメゾン戸越 1 9 8 . 8 4 9 0 . 3 1 1 0 0 . 0 5 1 0 . 3 
R - 0 5 5 エスティメゾン西天満 1 9 6 . 9 5 1 0 . 3 1 9 4 . 5 5 0 0 . 3 
R - 0 5 6 エスティメゾン白金台 1 9 2 . 5 7 3 0 . 5 1 9 1 . 4 7 3 0 . 5 
R - 0 5 7 エスティメゾン東新宿 1 9 6 . 3 4 7 0 . 3 1 9 4 . 2 4 8 0 . 3 
R - 0 5 8 エスティメゾン元麻布 1 1 0 0 . 0 4 1 0 . 3 1 1 0 0 . 0 4 3 0 . 3 
R - 0 5 9 エスティメゾン都立大学 1 1 0 0 . 0 2 3 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 4 0 . 2 
R - 0 6 0 エスティメゾン武蔵小山Ⅱ 1 9 5 . 2 3 0 0 . 2 1 9 7 . 4 3 0 0 . 2 
R - 0 6 1 エスティメゾン中野 1 9 8 . 9 5 3 0 . 4 1 9 3 . 9 5 4 0 . 4 
R - 0 6 2 エスティメゾン新中野 1 9 6 . 1 2 8 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 8 0 . 2 
R - 0 6 3 エスティメゾン中野富士見 町 1 9 3 . 2 2 8 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 8 0 . 2 
R - 0 6 4 エスティメゾン哲学堂 1 9 5 . 2 3 4 0 . 2 1 1 0 0 . 0 3 5 0 . 2 
R - 0 6 5 エスティメゾン高円寺 1 1 0 0 . 0 3 4 0 . 2 1 9 6 . 4 3 5 0 . 2 
R - 0 6 6 エスティメゾン押上 1 9 5 . 0 7 0 0 . 5 1 9 8 . 0 7 3 0 . 5 
R - 0 6 7 エスティメゾン赤羽 1 9 9 . 4 9 4 0 . 6 1 9 8 . 2 9 9 0 . 6 
R - 0 6 8 エスティメゾン王子 1 9 7 . 7 4 8 0 . 3 1 9 7 . 8 4 9 0 . 3 
R - 0 6 9 プライムメゾン早稲田 1 9 7 . 6 4 5 0 . 3 1 9 7 . 0 4 6 0 . 3 
R - 0 7 0 プライムメゾン八丁堀 1 8 8 . 8 3 6 0 . 2 1 9 0 . 6 3 6 0 . 2 
R - 0 7 1 プライムメゾン神保町 1 1 0 0 . 0 5 3 0 . 4 1 9 7 . 3 5 4 0 . 4 
R - 0 7 2 プライムメゾン御殿山イースト 1 1 0 0 . 0 8 3 0 . 6 1 1 0 0 . 0 8 8 0 . 6 
R - 0 7 3 シャーメゾンステージ秋葉 原 1 1 0 0 . 0 1 5 0 . 1 1 1 0 0 . 0 1 5 0 . 1 
R - 0 7 4 エスティメゾン葵 1 9 6 . 3 7 1 0 . 5 1 9 6 . 5 7 0 0 . 5 
R - 0 7 5 エスティメゾン薬院 1 9 5 . 0 7 4 0 . 5 1 9 9 . 3 7 5 0 . 5 
R - 0 7 6 エスティメゾン錦糸町Ⅱ 1 9 9 . 1 2 2 8 1 . 5 1 9 7 . 7 2 3 0 1 . 5 
R - 0 7 7 エスティメゾン大島 1 9 5 . 9 2 4 7 1 . 6 1 9 8 . 7 2 5 7 1 . 7 
R - 0 7 8 プライムメゾン富士見台 1 8 8 . 7 7 2 0 . 5 1 9 2 . 0 6 9 0 . 5 
R - 0 7 9 エスティメゾン鶴舞 1 1 0 0 . 0 1 5 5 1 . 0 1 1 0 0 . 0 1 5 6 1 . 0 
R - 0 8 0 プライムメゾン森下 1 9 7 . 7 5 3 0 . 4 1 9 8 . 9 5 6 0 . 4 
R - 0 8 1 プライムメゾン品川 1 1 0 0 . 0 5 8 0 . 4 1 9 5 . 5 5 9 0 . 4 
R - 0 8 2 プライムメゾン大通公園 1 9 0 . 1 1 0 9 0 . 7 1 9 2 . 4 1 1 5 0 . 8 
R - 0 8 3 プライムメゾン南 ２ 条 1 9 8 . 5 7 5 0 . 5 1 9 7 . 7 7 5 0 . 5 
R - 0 8 4 プライムメゾン鴨 々  川 1 9 8 . 2 4 8 0 . 3 1 9 7 . 3 5 1 0 . 3 
R - 0 8 5 プ ラ イ ム メ ゾ ン セ ン ト ラ ル パ ー ク 1 9 6 . 6 8 7 0 . 6 1 9 9 . 4 9 0 0 . 6 
R - 0 8 6 シャーメゾンステージ八広 1 1 0 0 . 0 5 6 0 . 4 1 1 0 0 . 0 5 6 0 . 4 
R - 0 8 7 プライムメゾン恵比寿 1 9 8 . 6 1 1 2 0 . 7 1 1 0 0 . 0 1 1 4 0 . 7 
R - 0 8 8 シャーメゾンステージ金沢西泉 1 1 0 0 . 0 4 3 0 . 3 1 1 0 0 . 0 4 0 0 . 3 
R - 0 8 9 エスティメゾン鵜の森 1 1 0 0 . 0 2 7 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 7 0 . 2 
R - 0 9 1 シャーメゾンステージ日野 1 9 8 . 1 5 1 0 . 3 1 9 8 . 1 4 9 0 . 3 
R - 0 9 2 プライムメゾン横濱日本大 通 1 9 8 . 2 1 4 1 0 . 9 1 9 5 . 9 1 4 2 0 . 9 
R - 0 9 3 神戸女子学生会館 1 9 8 . 9 2 1 9 1 . 5 1 1 0 0 . 0 2 1 9 1 . 4 
R - 0 9 4 プライムメゾン渋谷 1 9 4 . 8 6 3 0 . 4 1 9 1 . 5 6 4 0 . 4 
R - 0 9 5 プライムメゾン初台 1 9 8 . 2 8 0 0 . 5 1 9 5 . 1 8 2 0 . 5 
R - 0 9 6 エスティメゾン上町台 1 1 0 0 . 0 3 3 0 . 2 1 9 4 . 7 3 3 0 . 2 
R - 0 9 8 プライムメゾン白金高輪 1 9 5 . 6 1 1 5 0 . 8 1 9 0 . 3 1 1 3 0 . 7 
R - 0 9 9 プライムメゾン市谷山伏町 1 9 3 . 0 9 9 0 . 7 1 9 1 . 6 1 0 1 0 . 7 
R - 1 0 0 エスティメゾン森下 1 1 0 0 . 0 1 9 0 . 1 1 9 6 . 6 2 0 0 . 1 
R - 1 0 1 プライムメゾン白金台タワ ー 1 9 5 . 2 2 3 4 1 . 6 1 9 4 . 7 2 3 5 1 . 5 
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用 
途 

物 件 
番号 不動産等の名称

第16期
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

第17期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

テ ナ ン ト 
総 数 

［ 期 末 時 点 ］ 
（ 注 1 ） 

稼 働 率 
［ 期 末 時 点 ］ 

（ ％ ） 
（ 注 2 ） 

不 動 産 賃 貸 
事 業 収 益 
［ 期 間 中 ］ 
（ 百 万 円 ） 

（ 注 3 ） 

対 総 不 動 産 
賃 貸 事 業 
収 益 比 率 
（ ％ ） 
（ 注 4 ） 

テ ナ ン ト 
総 数 

［ 期 末 時 点 ］ 
（ 注 1 ） 

稼 働 率 
［ 期 末 時 点 ］ 

（ ％ ） 
（ 注 2 ） 

不 動 産 賃 貸 
事 業 収 益 
［ 期 間 中 ］ 
（ 百 万 円 ） 

（ 注 3 ） 

対 総 不 動 産 
賃 貸 事 業 
収 益 比 率 
（ ％ ） 
（ 注 4 ） 

住 

居 

R - 1 0 2 プライムメゾン大塚 1 9 2 . 4 1 1 0 0 . 7 1 9 5 . 1 1 1 3 0 . 7 
R - 1 0 3 プライムメゾン浅草橋 1 9 7 . 5 4 9 0 . 3 1 8 8 . 9 5 0 0 . 3 
R - 1 0 4 プライムメゾン代官山 1 9 7 . 4 7 0 0 . 5 1 9 7 . 2 7 3 0 . 5 
R - 1 0 5 プライムメゾン御殿山ウエスト 1 9 5 . 9 1 2 3 0 . 8 1 8 5 . 3 1 1 6 0 . 8 
R - 1 0 6 エスティメゾン豊洲レジデンス 1 9 6 . 8 4 7 2 3 . 1 1 9 7 . 4 4 8 3 3 . 1 
R - 1 0 8 エスティメゾン井尻 1 1 0 0 . 0 1 3 0 . 1 1 1 0 0 . 0 1 3 0 . 1 
R - 1 0 9 プライムメゾン三田綱町 1 9 0 . 6 5 9 0 . 4 1 1 0 0 . 0 5 6 0 . 4 
R - 1 1 0 プライムメゾン本郷 1 1 0 0 . 0 6 7 0 . 4 1 9 0 . 9 6 9 0 . 5 
R - 1 1 1 プライムメゾン蔵前 1 9 7 . 7 6 0 0 . 4 1 8 5 . 5 6 1 0 . 4 
R - 1 1 2 エスティメゾン横浜青葉台 1 1 0 0 . 0 8 6 0 . 6 1 1 0 0 . 0 8 6 0 . 6 
R - 1 1 3 エスティメゾン静岡鷹匠 1 1 0 0 . 0 2 3 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 3 0 . 2 
R - 1 1 4 シャーメゾンステージ広瀬 通 1 1 0 0 . 0 2 9 0 . 2 1 1 0 0 . 0 2 9 0 . 2 
R - 1 1 5 エスティメゾン東別院 1 1 0 0 . 0 6 9 0 . 5 1 1 0 0 . 0 6 9 0 . 5 
R - 1 1 6 エスティメゾン萱場 1 1 0 0 . 0 2 9 0 . 2 1 9 6 . 2 2 9 0 . 2 
R - 1 1 7 エスティメゾン白壁南 1 1 0 0 . 0 2 0 0 . 1 1 1 0 0 . 0 2 0 0 . 1 
R - 1 1 8 プライムメゾン下北沢 1 9 4 . 3 5 5 0 . 4 1 1 0 0 . 0 5 9 0 . 4 
R - 1 1 9 プライムメゾン目黒 1 1 0 0 . 0 4 8 0 . 3 1 1 0 0 . 0 4 8 0 . 3 
R - 1 2 0 プライムメゾン両国 1 8 6 . 6 3 4 0 . 2 1 1 0 0 . 0 3 3 0 . 2 
R - 1 2 1 プライムメゾン中目黒 1 9 6 . 8 2 2 1 1 . 5 1 9 7 . 0 2 2 1 1 . 4 
R - 1 2 2 プライムメゾン板橋 1 9 5 . 8 1 1 3 0 . 8 1 9 5 . 6 1 1 7 0 . 8 
R - 1 2 3 プライムメゾン江古田の杜 1 9 7 . 4 2 9 0 1 . 9 1 9 7 . 3 6 0 9 4 . 0 
R - 1 2 4 プライムメゾン早稲田通り 1 9 7 . 8 2 5 0 . 2 1 9 3 . 7 5 5 0 . 4 

小計 1 2 9 7 . 1 8 , 1 9 7 5 4 . 3 1 2 9 7 . 2 8 , 6 4 2 5 6 . 3 

オ 
フ 
ィ 
ス 
ビ 
ル 

O - 0 0 1 ガーデンシティ品川御殿山 1 8 4 . 5 1 , 6 5 0 1 0 . 9 1 8 4 . 5 1 , 6 3 3 1 0 . 6 
O - 0 0 2 御殿山 Ｓ Ｈ ビ ル 1 1 0 0 . 0 1 , 0 8 8 7 . 2 1 1 0 0 . 0 1 , 0 8 8 7 . 1 
O - 0 0 3 本町南ガーデンシティ 1 1 0 0 . 0 1 , 3 2 2 8 . 8 1 1 0 0 . 0 1 , 3 1 1 8 . 5 
O - 0 0 4 本 町 ガ ー デ ン シ テ ィ （ オ フ ィ ス ビ ル 部 分 ） 1 1 0 0 . 0 9 0 3 6 . 0 1 1 0 0 . 0 9 0 3 5 . 9 
O - 0 0 5 Ｈ Ｋ 淀屋橋ガーデンアベニュー 1 1 0 0 . 0 1 6 8 1 . 1 1 1 0 0 . 0 1 6 7 1 . 1 
O - 0 0 6 広小路ガーデンアベニュー 1 1 0 0 . 0 2 1 1 1 . 4 1 1 0 0 . 0 2 0 8 1 . 4 
O - 0 0 7 赤坂ガーデンシティ 1 8 9 . 4 1 , 0 2 8 6 . 8 1 8 7 . 4 9 9 9 6 . 5 

小計 4 9 3 . 9 6 , 3 7 4 4 2 . 3 4 9 3 . 6 6 , 3 1 3 4 1 . 1 

ホ 
テ 
ル 

H - 0 0 1 本 町 ガ ー デ ン シ テ ィ （ ホ テ ル 部 分 ） 1 1 0 0 . 0 4 0 2 2 . 7 1 1 0 0 . 0 4 0 2 2 . 6 
H - 0 0 2 ザ ・ リッツ・ カールトン京都( 注5) － － 1 0 9 0 . 7 － － － － 

小計 1 1 0 0 . 0 5 1 1 3 . 4 1 1 0 0 . 0 4 0 2 2 . 6 
合計 1 6 9 6 . 4 1 5 , 0 8 2 1 0 0 . 0 1 6 9 6 . 5 1 5 , 3 5 8 1 0 0 . 0 

（ 注 1 ） 「 テナント総数 」 は 、 当 期末現在において有効な各物件に係る各賃貸借契約書に表示された物件毎の賃貸借契約上のテナント 数 （ ただし 、 当該物件につ
きマスターリース契約が締結されている場合には 、 かかるマスターリース契約上の賃借人の数 ） の合計を記載しています 。 ただし 、 「 小 計 」 欄及び

「 合 計 」 欄については 、 複数物件に重複するテナントは1社として記載しています 。 ま た 、 オフィスビルのうち 、 パススルー型マスターリース契約を締
結している 「 ガーデンシティ品川御殿山 」 、 「 本町南ガーデンシティ 」 、 「 Ｈ Ｋ 淀屋橋ガーデンアベニュー 」 、 「 広小路ガーデンアベニュー 」 及 び 「 赤坂ガ
ーデンシティ 」 に係るエンドテナント数の合計は 、 第 1 6 期 （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 ） 末現在においてそれぞれ1 7 、 1 6 、 8 、 7 及 
び20 、 第17期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 末現在においてそれぞれ1 7 、 1 6 、 8 、 7 及び18となっています 。 

（ 注 2 ） 「 稼働率 」 は 、 各期末現在における各物件に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を 、 小 数第2位を四捨五入して記載しています 。 な お 、 
「 小 計 」 欄については各用途に応じた各物件に係る賃貸可能面積の小計に対して各用途に応じた各物件の賃貸面積の小計が占める割合を 、 「 合 計 」 欄に
ついてはポートフォリオ全体の稼働率として 、 各物件に係る賃貸可能面積の合計に対して各物件に係る賃貸面積の合計が占める割合を 、 それぞれ小数
第2位を四捨五入して記載しています 。 

（ 注 3 ） 「 不動産賃貸事業収益 ［ 期間中 ］ 」 は 、 各物件の各期における不動産賃貸事業収益を 、 百万円未満を切り捨てて記載しています 。 
（ 注 4 ） 「 対総不動産賃貸事業収益比率 」 は 、 各物件の各期における不動産賃貸事業収益の合計に対する各物件の各期における不動産賃貸事業収益の割合又は各

用途に応じた各物件の各期における不動産賃貸事業収益の小計の割合を 、 小数第2位を四捨五入して記載しています 。 
（ 注 5 ） 「 ザ ・ リッツ・ カールトン京都 」 は 、 2 0 2 2 年8月2日付で譲渡しています 。 そのため 、 当該物件に係る上記 「 不動産賃貸事業収益 ［ 期間中 ］ 」 及 び 「 対 

総不動産賃貸事業収益比率 」 は 、 第 1 6 期 （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 ） において本投資法人が保有していた期間に対応する数値を記
載しています 。 
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4 . 再生可能エネルギー発電設備等明細表 
該当事項はありません 。 

5 . 公共施設等運営権等明細表 
該当事項はありません 。 

6 . 有価証券組入資産明細 
当期末現在における有価証券組入資産の明細以下のとおりです 。 

銘柄名 資 産 
の種類 数量

帳簿価額 評価額 （ 注 1 ） 

評価損益
（ 千 円 ） 備考単価 金額

（ 千 円 ） 単価 金額
（ 千 円 ） 

合同会社G e m i n i 1 を営業者
とする匿名組合出資持分 

匿名組合 
出資持分 － － 4 6 3 , 4 0 2 － 4 6 3 , 4 0 2 － （ 注 2 ） 

合同会社Gemini2を営業者
とする匿名組合出資持分

匿名組合 
出資持分 － － 2 2 1 , 5 0 7 － 2 2 1 , 5 0 7 － （ 注 3 ） 

合計 － － － 6 8 4 , 9 1 0 － 6 8 4 , 9 1 0 － － 

（ 注 1 ） 「 評価額 」 は 、 帳簿価額を記載しています 。 
（ 注 2 ） 裏付資産は 、 「 赤坂ガーデンシテ ィ 」 の建物のうち 、 地下1階から4階まで及び 1 1 階から1 9 階までの専有部分の全てに係る区分所有権とそれに伴う敷

地 権 （ 敷地権割合 ： 1 , 0 0 0 , 0 0 0 分の662,768 （ 約66.3 ％ ） ） に係る不動産信託受益権の準共有持分34.55 ％ であり 、 本投資法人の未取得部分で す 。 
（ 注 3 ） 裏付資産は 、 「 人形町PREX 」 に係る不動産信託受益権で す 。 

7 . 特定取引の契約額等及び時価の状況表 
当期末現在 、 本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は以下のとおりです 。 

区 分 種 類 契約額等 （ 千 円 ） （ 注 1 ） 

時 価 （ 千 円 ） （ 注 2 ） 

うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引 
変動受取・ 固定支払 6 , 6 5 0 , 0 0 0 － △ 7 , 0 9 9 

市場取引以外の取引 金利スワップ取引 
変動受取・ 固定支払 1 1 5 , 9 6 1 , 0 0 0 9 6 , 9 5 1 , 0 0 0 － （ 注 3 ） 

合 計 1 2 2 , 6 1 1 , 0 0 0 9 6 , 9 5 1 , 0 0 0 △ 7 , 0 9 9 
（ 注 1 ） 金利スワップ取引の契約額等は 、 想定元本に基づいて記載しています 。 
（ 注 2 ） 当該取引契約の相手方が市場実勢金利等を基に算出した価額で評価していま す 。 
（ 注 3 ） 当該取引は 、 金融商品に関する会計基準上の特例処理の要件を満たしているため 、 時価の記載は省略していま す 。 

8 . その他資産の状況 
不動産を主な信託財産とする信託受益権は 、 前 記 「 3 . 不動産等組入資産明細 」 及 び 「 6 . 有価証券組入資産明細 」 に記載し

ており 、 当期末現在 、 不動産等 、 資産対応証券等及びインフラ資産等以外の特定資産の組入れはありません 。 

9 . 国及び地域毎の資産保有状 況 
当期末現在 、 日本以外の国及び地域の海外不動産等の組入れはありません 。 
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保有不動産の資本的支出 
1 . 資本的支出の予定 

本投資法人が保有する物件に関して 、 現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち主要なものは以下の
とおりです 。 な お 、 工事予定金額には 、 会計上の費用に区分される結果となるものが発生する場合があります 。 

不動産等の名称
（ 所在地 ） 目的 予定期間 工事予定金額 （ 百万円 ） （ 注 ） 

総額 当期支払額 既支払額
プライムメゾンセントラルパーク 大規模修繕工事 自 2 0 2 3 年11月 2 4 9 － － （ 福岡県福岡市東区香椎照葉 ） 至 2 0 2 4 年 4 月 
本町ガーデンシティ （ オフィスビル部分 ） 照明器具

L E D 化工事
自 2 0 2 3 年11月 1 5 0 － － （ 大阪府大阪市中央区本町 ） 至 2 0 2 4 年 4 月 

プライムメゾン武蔵野の杜 大規模修繕工事 自 2 0 2 3 年 6 月 1 1 7 － － （ 東京都小平市上水本町 ） 至 2 0 2 3 年10月
シャーメゾンステージ広瀬 通 大規模修繕工事 自 2 0 2 3 年 5 月 9 6 － － （ 宮城県仙台市青葉区立町 ） 至 2 0 2 3 年10月
ガーデンシティ品川御殿山 L E D 照明器具等

更新工事
自 2 0 2 3 年11月 8 9 － － （ 東京都品川区北品川 ） 至 2 0 2 3 年12月

エスティメゾン中野 大規模修繕工事 自 2 0 2 3 年 5 月 6 6 － － （ 東京都中野区中央 ） 至 2 0 2 3 年10月
エスティメゾン静岡鷹匠 大規模修繕工事 自 2 0 2 3 年11月 6 4 － － （ 静岡県静岡市葵区鷹匠 ） 至 2 0 2 4 年 4 月 

（ 注 ） 「 工事予定金額 」 は 、 本投資法人が当該工事の対 象となる物件の区分所有権又は当該物件の不動産信託受益権に係る準共有持分を保有している場合に 
は 、 当該工事に要する費用全額に本投資法人が保有する区分所有権の持分割合又は準共有持分割合を乗じた金額 （ 本投資法人が 、 区分所有権を信託財
産とする不動産信託受益権に係る準共有持分を保有している場合 、 費用全額に区分所有権の持分割合を乗じた上で 、 更 に 、 準共有持分割合を乗じた金 
額 ） を記載しています 。 

2 . 期中の資本的支出 
当期において 、 本投資法人が保有する物件に対して実施した資本的支出の概要は以下のとおりです 。 ま た 、 当期の資本的支

出の総額は896百万円であり 、 当期の費用に区分された修繕費392百万円を合わせて1,289百万円の工事を実施しています 。 
不動産等の名称

（ 所在地 ） 目的 期間 支払金額
（ 百万円 ） 

プライムメゾン夕陽ヶ丘 大規模修繕工事 自 2 0 2 2 年11月 5 2 （ 大阪府大阪市天王寺区上汐 ） 至 2 0 2 3 年 3 月 
シャーメゾンステージ日野 大規模修繕工事 自 2 0 2 2 年11月 8 4 （ 東京都日野市新町 ） 至 2 0 2 3 年 3 月 
エスティメゾン赤羽 大規模修繕工事 自 2 0 2 2 年11月 1 3 6 （ 東京都北区赤羽 ） 至 2 0 2 3 年 4 月 
エスティメゾン井尻 大規模修繕工事 自 2 0 2 2 年11月 4 7 （ 福岡県福岡市南区井尻 ） 至 2 0 2 3 年 3 月 

その他の資本的支出 5 7 6 
合計 8 9 6 

3 . 長期修繕計画のために積立てた金銭 
本投資法人において 、 当期までに長期修繕計画のために積立てた金銭はありません （ 注 ） 。 

（ 注 ） 本投資法人の保有物件に係る管理組合において 、 将来予想される修繕工事に要する費用を確保するために積み立てられた 「 修繕積立金 」 は含まれま
せ ん 。 
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費用・ 負債の状況 
1 . 運用等に係る費用明細 

（ 単 位 ： 千 円 ） 

項 目 
第16期

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

第17期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

資産運用報酬 1 , 0 2 1 , 4 0 3 9 4 3 , 1 8 2 
資産保管手数料 1 0 , 6 7 9 1 0 , 5 7 1 

一般事務委託手数料 4 9 , 9 7 4 4 9 , 3 8 6 
役員報酬 3 , 6 0 0 3 , 6 0 0 

その他費用 3 5 6 , 8 0 0 3 0 7 , 7 2 6 
合 計 1 , 4 4 2 , 4 5 7 1 , 3 1 4 , 4 6 7 

（ 注 ） 「 資産運用報酬 」 に は 、 上記金額の他 、 匿名組合出資に係り帳簿価額に算入した運用報酬が第1 6 期において1 , 4 4 0 千 円 、 第 1 7 期において6 6 0 千円あり
ま す 。 

2 . 借入状況 
当期末現在における借入金の状況は以下のとおりで す 。 

区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

短 
期 
借 
入 
金 

株式会社三菱UFJ銀行
2 0 2 2 年 
2 月1日

2 , 9 8 0 － 
0 . 2 3 0 1 7 2 0 2 3 年 

1 月31日
期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証株式会社みずほ銀行 2 , 4 5 0 － 

株式会社三井住友銀行 2 , 2 7 0 － 
小計 7 , 7 0 0 － － － － － － 

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 4 年 
1 2 月3日

4 , 6 0 0 4 , 6 0 0 

1 . 4 7 4 5 0 2 0 2 4 年 
1 1 月30日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社みずほ銀行 7 0 0 7 0 0 
株式会社三井住友銀行 3 , 7 0 0 3 , 7 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 7 0 0 7 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 2 0 1 5 年 

2 月27日 1 , 0 0 0 － 0 . 8 5 2 5 0 2 0 2 3 年 
2 月28日

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 5 年 
2 月27日

1 , 3 0 0 － 

0 . 8 6 6 5 0 2 0 2 3 年 
2 月28日

株式会社みずほ銀行 1 , 0 0 0 － 
株式会社三井住友銀行 6 0 0 － 
三井住友信託銀行株式会社 3 0 0 － 
みずほ信託銀行株式会社 8 0 0 － 
株式会社りそな銀行 5 0 0 － 
農林中央金庫 5 0 0 － 
株式会社福岡銀行 7 0 0 － 
株式会社あおぞら銀行 2 0 0 － 
信金中央金庫 2 0 0 － 
株式会社池田泉州銀行 2 0 0 － 
株式会社静岡銀行 2 0 0 － 
株式会社七十七銀行 2 0 0 － 
株式会社広島銀行 2 0 0 － 
株式会社山口銀行 2 0 0 － 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 5 年 

7 月31日 7 0 0 － 0 . 8 8 4 7 0 2 0 2 2 年 
1 1 月30日

株式会社日本政策投資銀行 2 0 1 5 年 
7 月31日 6 5 0 － 0 . 8 8 5 0 0 2 0 2 2 年 

1 1 月30日

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 2 2 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社みずほ銀行
2 0 1 5 年 
7 月31日

3 5 0 － 

0 . 8 9 4 7 0 2 0 2 2 年 
1 1 月30日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社三井住友銀行 6 5 0 － 
三井住友信託銀行株式会社 3 5 0 － 
株式会社りそな銀行 3 0 0 － 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 5 年 
7 月31日 7 5 0 7 5 0 1 . 0 0 8 5 0 

2 0 2 3 年 
1 1 月30日
（ 注 3 ） 

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 5 年 
7 月31日

5 0 0 5 0 0 

1 . 0 1 8 5 0 
2 0 2 3 年 

1 1 月30日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行 4 0 0 4 0 0 
株式会社三井住友銀行 7 0 0 7 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 3 5 0 3 5 0 
みずほ信託銀行株式会社 3 0 0 3 0 0 
株式会社りそな銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社みずほ銀行 2 0 1 6 年 

1 月29日
1 0 0 1 0 0 

0 . 6 7 4 0 0 
2 0 2 3 年 
8 月31日
（ 注 3 ） 株式会社日本政策投資銀行 2 , 1 0 0 2 , 1 0 0 

株式会社みずほ銀行
2 0 1 6 年 
1 月29日

4 5 0 4 5 0 
0 . 6 8 0 3 0 

2 0 2 3 年 
8 月31日
（ 注 3 ） 

株式会社三井住友銀行 4 5 0 4 5 0 
みずほ信託銀行株式会社 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 6 年 
4 月1日

7 0 0 7 0 0 

0 . 6 3 8 0 0 
2 0 2 4 年 
2 月29日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行 1 , 1 0 0 1 , 1 0 0 
株式会社三井住友銀行 1 , 1 0 0 1 , 1 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 4 5 0 4 5 0 
みずほ信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
株式会社りそな銀行 3 0 0 3 0 0 
農林中央金庫 3 0 0 3 0 0 
株式会社あおぞら銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社山口銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 6 年 
4 月1日

4 5 0 4 5 0 

0 . 5 0 5 0 0 
2 0 2 4 年 
2 月29日
（ 注 3 ） 

株式会社日本政策投資銀行 6 0 0 6 0 0 
株式会社福岡銀行 2 0 0 2 0 0 
信金中央金庫 1 0 0 1 0 0 
株式会社池田泉州銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社静岡銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社七十七銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社広島銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社みずほ銀行

2 0 1 6 年 
8 月31日

2 0 0 2 0 0 

0 . 4 9 5 0 0 2 0 2 4 年 
8 月30日

株式会社三井住友銀行 2 0 0 2 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 4 0 0 4 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
株式会社りそな銀行 3 0 0 3 0 0 
農林中央金庫 3 0 0 3 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 6 年 

8 月31日 6 0 0 6 0 0 0 . 5 7 0 0 0 2 0 2 5 年 
8 月29日

株式会社三菱UFJ銀行
2 0 1 6 年 
8 月31日

1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 

0 . 5 9 7 5 0 2 0 2 5 年 
8 月29日

株式会社みずほ銀行 8 0 0 8 0 0 
株式会社三井住友銀行 8 0 0 8 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 4 0 0 4 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 6 年 

9 月9日 1 , 8 1 0 1 , 8 1 0 0 . 6 0 5 0 0 2 0 2 6 年 
9 月8日

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 6 年 
9 月9日

4 4 0 4 4 0 0 . 6 7 0 0 0 2 0 2 6 年 
9 月8日株式会社みずほ銀行 9 0 0 9 0 0 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 7 年 
2 月28日 6 0 0 6 0 0 0 . 6 1 0 0 0 2 0 2 5 年 

2 月28日
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区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社みずほ銀行

2 0 1 7 年 
2 月28日

2 0 0 2 0 0 

0 . 6 7 0 0 0 2 0 2 5 年 
2 月28日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

三井住友信託銀行株式会社 3 0 0 3 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 6 0 0 6 0 0 
株式会社りそな銀行 4 0 0 4 0 0 
信金中央金庫 3 0 0 3 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 7 年 

2 月28日 1 , 5 0 0 1 , 5 0 0 0 . 7 2 5 0 0 2 0 2 6 年 
2 月27日

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 7 年 
2 月28日

8 0 0 8 0 0 

0 . 7 7 8 8 0 2 0 2 6 年 
2 月27日

株式会社みずほ銀行 7 0 0 7 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 1 , 2 0 0 1 , 2 0 0 
株式会社福岡銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社あおぞら銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社山口銀行 5 0 0 5 0 0 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 7 年 
8 月31日 9 9 0 9 9 0 0 . 3 7 0 0 0 

2 0 2 3 年 
1 1 月30日 
（ 注 3 ） 

株式会社三菱UFJ銀行
2 0 1 7 年 
8 月31日

2 6 0 2 6 0 

0 . 4 5 2 5 4 
2 0 2 3 年 

1 1 月30日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行 5 5 0 5 5 0 
みずほ信託銀行株式会社 2 2 0 2 2 0 
株式会社日本政策投資銀行 2 2 0 2 2 0 
株式会社みずほ銀行 2 0 1 7 年 

8 月31日
1 7 6 1 7 6 0 . 6 1 3 8 0 2 0 2 5 年 

8 月29日農林中央金庫 2 , 3 5 2 2 , 3 5 2 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 7 年 
1 1 月30日 7 5 0 7 5 0 0 . 3 4 0 0 0 

2 0 2 3 年 
5 月31日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行

2 0 1 7 年 
1 1 月30日

1 , 0 5 0 1 , 0 5 0 

0 . 4 1 8 0 0 
2 0 2 3 年 
5 月31日
（ 注 3 ） 

株式会社三井住友銀行 6 0 0 6 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 1 , 0 5 0 1 , 0 5 0 
みずほ信託銀行株式会社 6 5 0 6 5 0 
株式会社りそな銀行 9 5 0 9 5 0 
農林中央金庫 7 5 0 7 5 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 7 年 

1 1 月30日
6 5 0 6 5 0 

0 . 4 2 6 2 2 
2 0 2 3 年 
5 月31日
（ 注 3 ） 株式会社日本政策投資銀行 5 5 0 5 5 0 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 8 年 
2 月28日 5 0 0 5 0 0 0 . 5 6 5 0 0 2 0 2 6 年 

2 月27日
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 8 年 
2 月28日

5 0 0 5 0 0 

0 . 6 3 5 0 0 2 0 2 6 年 
2 月27日

株式会社みずほ銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社七十七銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社広島銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 8 年 

5 月31日 1 , 9 0 0 1 , 9 0 0 0 . 7 0 0 0 0 2 0 2 7 年 
8 月31日

株式会社みずほ銀行 2 0 1 8 年 
5 月31日

4 , 2 0 0 4 , 2 0 0 0 . 7 8 3 0 0 2 0 2 7 年 
8 月31日株式会社三井住友銀行 1 , 9 0 0 1 , 9 0 0 

株式会社日本政策投資銀行 2 0 1 9 年 
2 月28日 3 7 6 3 7 6 0 . 2 8 5 6 8 2 0 2 4 年 

8 月30日
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 

2 月28日 3 0 0 3 0 0 0 . 3 4 9 0 0 2 0 2 4 年 
8 月30日

株式会社みずほ銀行
2 0 1 9 年 
2 月28日

2 , 4 5 9 2 , 4 5 9 
0 . 3 5 9 0 0 2 0 2 4 年 

8 月30日株式会社三井住友銀行 2 6 0 2 6 0 
みずほ信託銀行株式会社 9 0 0 9 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 2 0 1 9 年 

2 月28日 5 6 5 5 6 5 0 . 4 8 0 0 0 2 0 2 7 年 
2 月26日

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 
2 月28日 4 5 0 4 5 0 0 . 5 6 5 0 0 2 0 2 7 年 

2 月26日
株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
2 月28日

1 , 3 3 2 1 , 3 3 2 
0 . 5 7 5 0 0 2 0 2 7 年 

2 月26日株式会社三井住友銀行 3 9 0 3 9 0 
みずほ信託銀行株式会社 1 , 3 5 0 1 , 3 5 0 
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区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 
3 月29日 5 0 0 5 0 0 0 . 2 9 9 0 0 

2 0 2 3 年 
5 月31日
（ 注 3 ） 

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
3 月29日

5 0 0 5 0 0 

0 . 3 0 9 0 0 
2 0 2 3 年 
5 月31日
（ 注 3 ） 

株式会社三井住友銀行 5 0 0 5 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 7 0 0 7 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 2 0 0 2 0 0 
株式会社りそな銀行 2 0 0 2 0 0 
農林中央金庫 1 0 0 1 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 

3 月29日 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 0 . 3 9 5 8 0 2 0 2 4 年 
8 月30日

株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
3 月29日

8 0 0 8 0 0 

0 . 4 0 5 8 0 2 0 2 4 年 
8 月30日

株式会社三井住友銀行 7 0 0 7 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 4 0 0 4 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 4 0 0 4 0 0 
株式会社りそな銀行 2 0 0 2 0 0 
農林中央金庫 2 0 0 2 0 0 
信金中央金庫 2 0 1 9 年 

3 月29日 2 0 0 2 0 0 0 . 4 1 3 8 8 2 0 2 6 年 
8 月31日

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 
3 月29日 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 0 . 5 5 6 0 0 2 0 2 6 年 

8 月31日
株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
3 月29日

8 0 0 8 0 0 

0 . 5 6 6 0 0 2 0 2 6 年 
8 月31日

株式会社三井住友銀行 7 0 0 7 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 2 0 0 2 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 4 0 0 4 0 0 
株式会社りそな銀行 2 0 0 2 0 0 
農林中央金庫 5 0 0 5 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 

3 月29日 1 , 4 0 0 1 , 4 0 0 0 . 6 8 5 0 0 2 0 2 8 年 
2 月29日

株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
3 月29日

2 , 4 0 0 2 , 4 0 0 

0 . 6 9 5 0 0 2 0 2 8 年 
2 月29日

株式会社三井住友銀行 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 2 0 0 2 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 4 0 0 4 0 0 
株式会社りそな銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社福岡銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社池田泉州銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社七十七銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社山口銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
9 月30日

1 , 4 1 0 1 , 4 1 0 

0 . 2 8 1 0 0 
2 0 2 3 年 
8 月31日
（ 注 3 ） 

株式会社三井住友銀行 1 , 2 0 0 1 , 2 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 1 , 3 0 0 1 , 3 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 6 0 0 6 0 0 
株式会社りそな銀行 7 0 0 7 0 0 
信金中央金庫 2 0 0 2 0 0 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 
9 月30日 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 0 . 2 7 1 0 0 

2 0 2 3 年 
8 月31日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行

2 0 1 9 年 
9 月30日

1 , 5 0 0 1 , 5 0 0 

0 . 4 2 0 0 0 2 0 2 6 年 
2 月27日

株式会社三井住友銀行 1 , 2 3 0 1 , 2 3 0 
三井住友信託銀行株式会社 2 0 0 2 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 6 0 0 6 0 0 
株式会社りそな銀行 8 0 0 8 0 0 
農林中央金庫 9 0 0 9 0 0 
株式会社福岡銀行 4 0 0 4 0 0 
信金中央金庫 3 0 0 3 0 0 
株式会社七十七銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社山口銀行 3 0 0 3 0 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 2 5 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



Ⅰ 資産運用報告

2 4 

区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 
9 月30日 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 0 . 4 1 0 0 0 2 0 2 6 年 

2 月27日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 1 9 年 
9 月30日 1 , 1 7 0 1 , 1 7 0 0 . 4 6 0 0 0 2 0 2 9 年 

2 月28日
株式会社日本政策投資銀行 2 0 1 9 年 

9 月30日
9 0 0 9 0 0 0 . 4 4 0 0 0 2 0 2 9 年 

2 月28日株式会社池田泉州銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 9 年 
1 1 月29日

1 , 2 0 0 1 , 2 0 0 

0 . 2 7 3 0 0 
2 0 2 3 年 

1 1 月30日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社三井住友銀行 8 0 0 8 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 1 , 8 0 0 1 , 8 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 9 年 
1 1 月29日

1 , 4 0 0 1 , 4 0 0 

0 . 4 4 1 0 0 2 0 2 6 年 
5 月29日

株式会社みずほ銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社三井住友銀行 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
農林中央金庫 8 0 0 8 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 1 9 年 
1 1 月29日

1 , 7 0 0 1 , 7 0 0 

0 . 5 9 9 0 0 2 0 2 8 年 
5 月31日

株式会社みずほ銀行 1 , 3 0 0 1 , 3 0 0 
株式会社三井住友銀行 1 , 2 0 0 1 , 2 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 6 0 0 6 0 0 
株式会社りそな銀行 9 0 0 9 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 2 0 1 9 年 

1 1 月29日 8 0 0 8 0 0 0 . 5 0 0 0 0 2 0 2 8 年 
5 月31日

株式会社みずほ銀行 2 0 2 0 年 
2 月28日

6 0 5 6 0 5 0 . 2 9 1 5 0 2 0 2 5 年 
8 月29日株式会社三井住友銀行 8 0 0 8 0 0 

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 0 年 
2 月28日 2 , 5 0 0 2 , 5 0 0 0 . 2 8 0 0 0 2 0 2 5 年 

8 月29日
株式会社みずほ銀行

2 0 2 0 年 
2 月28日

4 0 0 4 0 0 

0 . 4 9 5 0 0 2 0 2 8 年 
8 月31日

株式会社三井住友銀行 5 4 5 5 4 5 
みずほ信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
株式会社りそな銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 0 年 

2 月28日 1 , 5 4 2 1 , 5 4 2 0 . 4 7 5 0 0 2 0 2 8 年 
8 月31日

株式会社みずほ銀行

2 0 2 0 年 
8 月31日

3 0 0 3 0 0 

0 . 2 9 7 0 0 2 0 2 5 年 
2 月28日

株式会社三井住友銀行 5 0 0 5 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 2 , 5 0 0 2 , 5 0 0 
株式会社りそな銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社福岡銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 0 年 

8 月31日 4 0 0 4 0 0 0 . 2 8 7 0 0 2 0 2 5 年 
2 月28日

株式会社みずほ銀行

2 0 2 0 年 
8 月31日

9 9 0 9 9 0 

0 . 4 6 6 0 0 2 0 2 7 年 
8 月31日

株式会社三井住友銀行 1 , 8 4 0 1 , 8 4 0 
三井住友信託銀行株式会社 6 0 0 6 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 7 0 0 7 0 0 
株式会社りそな銀行 5 0 0 5 0 0 
農林中央金庫 4 0 0 4 0 0 
信金中央金庫 2 0 0 2 0 0 
株式会社池田泉州銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社七十七銀行 4 0 0 4 0 0 
株式会社山口銀行 2 0 0 2 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 0 年 

8 月31日 1 , 3 7 0 1 , 3 7 0 0 . 4 5 0 0 0 2 0 2 7 年 
8 月31日

株式会社日本政策投資銀行 2 0 2 0 年 
8 月31日 4 0 0 4 0 0 0 . 3 6 0 0 0 2 0 2 7 年 

8 月31日
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 0 年 
1 1 月30日

3 0 0 3 0 0 

0 . 2 8 6 0 0 2 0 2 5 年 
5 月30日

株式会社みずほ銀行 1 0 0 1 0 0 
株式会社三井住友銀行 8 0 0 8 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 1 , 3 8 0 1 , 3 8 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 2 6 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



2 5 

区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 0 年 
1 1 月30日

8 0 0 8 0 0 

0 . 5 0 7 0 0 2 0 2 8 年 
1 1 月30日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社みずほ銀行 2 1 0 2 1 0 
株式会社三井住友銀行 1 , 8 0 0 1 , 8 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 3 0 0 3 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 8 7 0 8 7 0 
株式会社りそな銀行 1 , 1 0 0 1 , 1 0 0 
農林中央金庫 1 , 0 2 0 1 , 0 2 0 
株式会社日本政策投資銀行 2 0 2 0 年 

1 1 月30日 3 7 0 3 7 0 0 . 4 3 5 0 0 2 0 2 8 年 
1 1 月30日

株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 1 年 
2 月26日 2 0 0 2 0 0 0 . 2 8 4 0 0 2 0 2 5 年 

8 月29日
株式会社みずほ銀行

2 0 2 1 年 
2 月26日

6 0 0 6 0 0 

0 . 2 9 4 0 0 2 0 2 5 年 
8 月29日

株式会社三井住友銀行 5 0 0 5 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
株式会社福岡銀行 5 0 0 5 0 0 
信金中央金庫 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
株式会社七十七銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社静岡銀行 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 1 年 

2 月26日 3 0 0 3 0 0 0 . 5 5 8 5 0 2 0 2 9 年 
2 月28日

株式会社みずほ銀行

2 0 2 1 年 
2 月26日

7 0 0 7 0 0 

0 . 5 6 8 5 0 2 0 2 9 年 
2 月28日

株式会社三井住友銀行 6 0 0 6 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
株式会社りそな銀行 5 0 0 5 0 0 
農林中央金庫 5 0 0 5 0 0 
株式会社池田泉州銀行 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
株式会社山口銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社広島銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社みずほ銀行

2 0 2 1 年 
8 月31日

1 , 2 8 0 1 , 2 8 0 
0 . 2 5 2 3 4 2 0 2 4 年 

8 月30日株式会社三井住友銀行 1 , 0 3 0 1 , 0 3 0 
三井住友信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
株式会社みずほ銀行

2 0 2 1 年 
8 月31日

2 , 6 5 0 2 , 6 5 0 

0 . 4 7 5 0 0 2 0 2 9 年 
8 月31日

株式会社三井住友銀行 2 , 1 1 0 2 , 1 1 0 
三井住友信託銀行株式会社 4 8 0 4 8 0 
みずほ信託銀行株式会社 2 0 0 2 0 0 
株式会社りそな銀行 3 0 0 3 0 0 
農林中央金庫 2 1 0 2 1 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 1 年 
1 1 月30日

1 , 5 5 0 1 , 5 5 0 
0 . 2 4 7 8 6 

2 0 2 3 年 
1 1 月30日
（ 注 3 ） 

株式会社みずほ銀行 1 , 2 7 0 1 , 2 7 0 
株式会社三井住友銀行 1 , 1 8 0 1 , 1 8 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 1 年 
1 1 月30日

1 , 0 6 0 1 , 0 6 0 

0 . 4 6 0 0 0 2 0 2 8 年 
5 月31日

株式会社みずほ銀行 3 4 0 3 4 0 
株式会社三井住友銀行 7 6 0 7 6 0 
三井住友信託銀行株式会社 1 , 5 0 0 1 , 5 0 0 
株式会社りそな銀行 1 , 4 0 0 1 , 4 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 8 0 0 8 0 0 
農林中央金庫 7 0 0 7 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 1 年 
1 1 月30日

2 , 4 9 0 2 , 4 9 0 

0 . 6 0 2 0 0 2 0 3 0 年 
1 1 月29日

株式会社みずほ銀行 7 9 0 7 9 0 
株式会社三井住友銀行 1 , 7 6 0 1 , 7 6 0 
三井住友信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 9 0 0 9 0 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 2 7 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



Ⅰ 資産運用報告

2 6 

区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 2 年 
2 月28日

4 8 0 4 8 0 

0 . 5 2 2 0 0 2 0 2 8 年 
2 月29日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社みずほ銀行 3 6 0 3 6 0 
株式会社三井住友銀行 3 9 0 3 9 0 
三井住友信託銀行株式会社 9 0 0 9 0 0 
株式会社りそな銀行 7 5 0 7 5 0 
株式会社福岡銀行 5 0 0 5 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 2 年 
2 月28日

1 , 1 2 0 1 , 1 2 0 

0 . 6 6 5 0 0 2 0 3 0 年 
2 月28日

株式会社みずほ銀行 8 4 0 8 4 0 
株式会社三井住友銀行 9 1 0 9 1 0 
三井住友信託銀行株式会社 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 9 8 0 9 8 0 
株式会社りそな銀行 8 0 0 8 0 0 
農林中央金庫 8 0 0 8 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 

2 0 2 2 年 
5 月31日

1 , 1 0 0 1 , 1 0 0 

0 . 6 6 5 0 0 2 0 2 9 年 
5 月31日

株式会社みずほ銀行 4 0 0 4 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 3 0 0 3 0 0 
株式会社りそな銀行 3 0 0 3 0 0 
農林中央金庫 4 0 0 4 0 0 
株式会社福岡銀行 3 0 0 3 0 0 
信金中央金庫 3 0 0 3 0 0 
株式会社七十七銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社山口銀行 4 0 0 4 0 0 
株式会社静岡銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社広島銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社あおぞら銀行 3 0 0 3 0 0 
日本生命保険相互会社 1 , 0 0 0 1 , 0 0 0 
株式会社常陽銀行 3 0 0 3 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 2 年 
7 月11日

1 , 1 6 0 1 , 1 6 0 
0 . 2 4 7 8 6 2 0 2 4 年 

7 月11日株式会社みずほ銀行 9 6 0 9 6 0 
株式会社三井住友銀行 8 8 0 8 8 0 
三井住友信託銀行株式会社 

2 0 2 2 年 
7 月13日

5 5 0 5 5 0 

0 . 5 5 0 0 0 2 0 2 7 年 
2 月26日

みずほ信託銀行株式会社 3 5 0 3 5 0 
株式会社りそな銀行 5 0 0 5 0 0 
農林中央金庫 4 0 0 4 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 2 年 
7 月13日

1 , 4 0 0 1 , 4 0 0 

0 . 8 5 5 0 0 2 0 3 0 年 
2 月28日

株式会社みずほ銀行 1 , 0 5 0 1 , 0 5 0 
株式会社三井住友銀行 6 0 0 6 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 5 0 0 5 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 3 0 0 3 0 0 
株式会社りそな銀行 4 5 0 4 5 0 
株式会社日本政策投資銀行 5 5 0 5 5 0 
農林中央金庫 3 5 0 3 5 0 
株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 2 年 
1 1 月30日

－ 7 0 0 

1 . 0 0 5 0 0 2 0 3 0 年 
1 1 月29日

株式会社みずほ銀行 － 3 5 0 
株式会社三井住友銀行 － 6 5 0 
三井住友信託銀行株式会社 － 3 5 0 
株式会社りそな銀行 － 3 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 － 6 5 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 2 8 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



2 7 

区 
分 借入先 借入日

当期首 
残 高 

（ 百万円 ） 

当期末 
残 高 

（ 百万円 ） 

平均利率 
（ ％ ） 

( 注1)
返済期限 返 済 

方法 使途 摘要

長 
期 
借 
入 
金 

株式会社みずほ銀行

2 0 2 3 年 
1 月31日

－ 2 0 0 

0 . 8 5 5 0 0 2 0 2 8 年 
2 月29日

期 限 
一 括 
返済

（ 注 2 ） 無担保 
無保証

株式会社三井住友銀行 － 4 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 － 2 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 － 2 0 0 
株式会社りそな銀行 － 2 0 0 
株式会社静岡銀行 － 2 0 0 
株式会社広島銀行 － 2 0 0 
株式会社あおぞら銀行 － 2 0 0 
株式会社常陽銀行 － 2 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 3 年 

1 月31日 － 5 0 0 0 . 8 5 5 0 0 2 0 2 8 年 
2 月29日

株式会社みずほ銀行

2 0 2 3 年 
1 月31日

－ 5 0 0 

1 . 2 1 0 0 0 2 0 3 1 年 
2 月28日

農林中央金庫 － 5 0 0 
信金中央金庫 － 6 0 0 
株式会社七十七銀行 － 5 0 0 
株式会社山口銀行 － 5 0 0 
日本生命保険相互会社 － 5 0 0 
株式会社西日本シティ銀行 － 5 0 0 
株式会社三井住友銀行

2 0 2 3 年 
1 月31日

－ 3 0 0 
1 . 1 1 0 0 0 2 0 3 1 年 

2 月28日株式会社福岡銀行 － 5 0 0 
株式会社十八親和銀行 － 5 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 3 年 

1 月31日 － 3 0 0 1 . 2 1 0 0 0 2 0 3 1 年 
2 月28日

株式会社三菱UFJ銀行

2 0 2 3 年 
2 月28日

－ 6 0 0 

0 . 2 6 4 5 5 2 0 2 7 年 
2 月26日

株式会社みずほ銀行 － 5 0 0 
株式会社三井住友銀行 － 6 0 0 
三井住友信託銀行株式会社 － 3 0 0 
みずほ信託銀行株式会社 － 4 0 0 
株式会社りそな銀行 － 5 0 0 
株式会社静岡銀行 － 2 0 0 
株式会社みずほ銀行

2 0 2 3 年 
2 月28日

－ 5 0 0 

1 . 1 0 5 0 0 2 0 3 0 年 
2 月28日

みずほ信託銀行株式会社 － 4 0 0 
農林中央金庫 － 5 0 0 
株式会社日本政策投資銀行 － 1 , 0 0 0 
株式会社福岡銀行 － 7 0 0 
信金中央金庫 － 2 0 0 
株式会社七十七銀行 － 2 0 0 
株式会社山口銀行 － 2 0 0 
株式会社池田泉州銀行 － 2 0 0 
株式会社広島銀行 － 2 0 0 
株式会社あおぞら銀行 － 2 0 0 
株式会社三菱UFJ銀行 2 0 2 3 年 

2 月28日 － 7 0 0 1 . 1 0 5 0 0 2 0 3 0 年 
2 月28日

小計 2 1 9 , 0 4 2 2 2 6 , 7 4 2 － － － － － 
合計 2 2 6 , 7 4 2 2 2 6 , 7 4 2 － － － － － 

（ 注 1 ） 「 平均利率 」 は 、 期中加重平均利率を記載しています 。 利率は 、 小数第6位を四捨五入しています 。 な お 、 金利変動リスクを回避する目的で金利スワッ
プ取引を行った借入金については 、 金利スワップの効果を勘案した利率を記載していま す 。 

（ 注 2 ） 資金の使途は 、 いずれも資産の購入及びそれに関連する費用 、 既存借入金の返済資金又は投資法人債の償還資金等です 。 
（ 注 3 ） 当期末において 、 貸借対照表上 、 1 年内返済予定の長期借入金として流動負債に計上しています 。 
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3 . 投資法人債の状況 
当期末現在における投資法人債の状況は以下のとおりです 。 

銘 柄 発行年月日 当期首残高 
（ 百万円 ） 

当期末残高 
（ 百万円 ） 

利 率 
（ ％ ） 償還期限 償 還 

方法 使途 摘要
積水ハウス・ レジデンシャル投資法人

第4回無担保投資法人債 2 0 1 4 年2月28日 3 , 0 0 0 3 , 0 0 0 1 . 0 6 9 0 2 0 2 4 年2月28日 
（ 注 1 ） 

期 限 
一括 ( 注2) ( 注3)

積水ハウス・ レジデンシャル投資法人
第5回無担保投資法人債 2 0 1 4 年8月29日 3 , 0 0 0 3 , 0 0 0 0 . 8 7 1 0 2 0 2 4 年8月30日

積水ハウス・ リート投資法人 
第1回無担保投資法人債 2 0 1 6 年9月8日 2 , 0 0 0 2 , 0 0 0 0 . 3 4 0 0 2 0 2 6 年9月8日

積水ハウス・ リート投資法人 
第3回無担保投資法人債

（ グリーンボンド ） 
2 0 1 9 年7月11日 4 , 0 0 0 4 , 0 0 0 0 . 2 2 0 0 2 0 2 4 年7月11日

積水ハウス・ リート投資法人 
第4回無担保投資法人債

（ グリーンボンド ） 
2 0 1 9 年7月11日 2 , 5 0 0 2 , 5 0 0 0 . 5 7 0 0 2 0 2 9 年7月11日

積水ハウス・ リート投資法人
第5回無担保投資法人債

( グリーンボンド)
2 0 1 9 年11月1日 5 , 0 0 0 5 , 0 0 0 0 . 2 2 0 0 2 0 2 4 年11月1日

積水ハウス・ リート投資法人 
第6回無担保投資法人債

( グリーンボンド)
2 0 2 0 年2月28日 2 , 0 0 0 2 , 0 0 0 0 . 5 0 0 0 2 0 3 0 年2月28日

積水ハウス・ リート投資法人 
第7回無担保投資法人債

( グリーンボンド)
2 0 2 0 年9月9日 4 , 0 0 0 4 , 0 0 0 0 . 2 5 0 0 2 0 2 5 年9月9日

積水ハウス・ リート投資法人 
第8回無担保投資法人債

( グリーンボンド)
2 0 2 0 年9月9日 4 , 0 0 0 4 , 0 0 0 0 . 5 1 0 0 2 0 3 0 年9月9日

積水ハウス・ リート投資法人 
第9回無担保投資法人債

( グリーンボンド)
2 0 2 1 年5月19日 2 , 0 0 0 2 , 0 0 0 0 . 4 6 0 0 2 0 3 1 年5月19日

（ 注 1 ） 当期末において 、 貸借対照表上 、 1 年内償還予定の投資法人 債として流動負債に計上しています 。 
（ 注 2 ） 資 金 の使途は 、 いずれも既存借入 金 の返済資金 又 は投資法人 債の償還資金 等です 。 
（ 注 3 ） 特定投資法人債間限定同順位特約が付されています 。 

4 . 短期投資法人債の状況 
該当事項はありません 。 

5 . 新投資口予約権の状況 
該当事項はありません 。 
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期中の売買状況 
1 . 不動産等及び資産対応証券 等 、 インフラ資産等及びインフラ関連資産の売

買状況等 

不動産等の名称

取 得 譲 渡 

取得年月日
取得価格

（ 百万円 ） 
（ 注 ） 

譲渡年月日
譲渡価格

（ 百万円 ） 
（ 注 ） 

帳簿価額
（ 百万円 ） 

売却損益
（ 百万円 ） 

合同会社Gemini2を営業者
とする匿名組合出資持分 2 0 2 3 年3月29日 2 2 0 － － － － 

合計 － 2 2 0 － － － － 
（ 注 ） 「 取得価格 」 及 び 「 譲渡価格 」 は 、 各保有物件に係る売買契約書等に記載された売買代金額等 （ 消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含

ま ず 、 百万円未満を切り捨てています 。 ） を記載しています 。 以下同じです 。 

2 . その他の資産の売買状況等 
該当事項はありません 。 
な お 、 前記不動産等及び資産対応証券等 、 インフラ資産等及びインフラ関連資産以外の主なその他の資産は 、 概ね銀行預金

又は信託財産内の銀行預金です 。 

3 . 特定資産の価格等の調査 
（ 1 ） 不動産等 （ 鑑定評価 ） 

該当事項はありません 。 

（ 2 ） 匿名組合出資持分 
取得
又は
譲渡

銘柄 取得年月日 取得価格
（ 百万円 ） 

特定資産の調査価格
（ 百万円 ） 

取得 合同会社Gemini2を営業者
とする匿名組合出資持分 2 0 2 3 年3月29日 2 2 0 2 2 0 

（ 注 ） 投信法第2 0 1 条第2項に基づき特定資産の価格等の調査が必要な取引 （ 匿名組合出資持分の取得取引1件 ） については 、 赤坂有限責任監査法人が日本公
認会計士協会公表の専門業務実務指針4 4 6 0 「 投資信託及び投資法人における特定資産の価格等の調査に係る合意された手続業務に関する実務指針 」 に 
基づき調査を実施しており 、 本投資法人は当該調査の結果の通知を受けています 。 

（ 3 ） その他 
該当事項はありません 。 
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4 . 利害関係人等 （ 注 1 ） との取引状況 
（ 1 ） 取引状況 

該当事項はありません 。 

（ 2 ） 支払手数料等の金額 

区 分 
支払手数料等 

総 額 （ A ） 
（ 千 円 ） 

利害関係人等との取引内訳 総額に対する割合 
（ B ／ A ） 
（ ％ ） 支払先 支払金額 （ B ） 

（ 千 円 ） 

管理委託料等
（ 注 2 ） 1 , 0 9 5 , 5 5 1 

積水ハウス不動産東京株式会社 5 1 2 , 4 5 3 4 6 . 8 
積水ハウス不動産中部株式会社 6 9 , 6 3 5 6 . 4 
積水ハウス Ｇ Ｍ パートナーズ 
株式会社 4 9 , 6 2 2 4 . 5 
積水ハウス株式会社 2 6 , 4 0 0 2 . 4 
積水ハウス不動産九州株式会社 1 8 , 6 0 6 1 . 7 
積水ハウス不動産関西株式会社 3 , 4 3 5 0 . 3 
積水ハウス不動産東北株式会社 1 , 0 5 0 0 . 1 

（ 注 1 ） 「 利害関係人等 」 と は 、 投資信託及び投資法人に関する法律施行令 （ 平成1 2 年政令第 4 8 0 号 。 その後の改正を含みます 。 ） 第 1 2 3 条及び一般社団法人
投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規則第2 6 条第2 7 号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資
産運用会社の利害関係人等をいいます 。 

（ 注 2 ） 「 管理委託料等 」 は 、 千円未満を切り捨てて記載しています 。 
（ 注 3 ） 上記記載の支払手数料等以外の利害関係人等に対する修繕工事等の支払金額は以下のとおりです 。 千円未満を切り捨てて記載しています 。 

積水ハウス不動産東京株式会社 3 3 0 , 9 8 4 千円
積水ハウス不動産中部株式会社 9 1 , 5 0 7 千円
積水ハウス不動産九州株式会社 3 9 , 0 6 1 千円
積水ハウス Ｇ Ｍ パートナーズ株式会社 2 9 , 2 9 8 千円
積和トータルサポート株式会社 2 6 , 1 9 1 千円
積水ハウス不動産関西株式会社 2 , 8 1 9 千円
積水ハウス不動産東北株式会社 1 , 3 7 8 千円

5 . 資産運用会社が営む兼業業務に係る 当 該 資 産 運 用 会 社 と の 間 の 取 引 の 状 況 等 
本資産運用会社は 、 当期末現在 、 金融商品取引法 （ 昭和2 3 年法律第2 5 号 。 その後の改正を含みます 。 ） 上の第一種金融商品

取引業及び第二種金融商品取引業 、 宅地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず 、 該当する取引
はありません 。 
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経理の状況 
1 . 資 産 、 負 債 、 元本及び損益の状況等 

後 記 「 Ⅱ 貸借対照表 」 、 「 Ⅲ 損益計算書 」 、 「 Ⅳ 投資主資本等変動計算書 」 、 「 Ⅴ 注記表 」 及 び 「 Ⅵ 金銭の分配に係る
計算書 」 をご参照ください 。 

な お 、 貸借対照表 、 損益計算書 、 投資主資本等変動計算書 、 注記表及び金銭の分配に関する計算書の前期情報はご参考であ
り 、 当期においては投信法第1 3 0 条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではありません 。 

2 . 減価償却額の算定方法の変 更 
該当事項はありません 。 

3 . 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更 
該当事項はありません 。 

自社設定投資信託受益証券等の状況等 
該当事項はありません 。 

海外不動産保有法人の状況 等 
該当事項はありません 。 

海外不動産保有法人が有する不動産の状況等 
該当事項はありません 。 

その他 
1 . お知らせ 

投資法人役員会 
当期において 、 本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結 ・ 変更等のうち主な概要は以下のとおりです 。 

承認日 項目 概要

2 0 2 3 年2月27日 投資法人債の発行に係る一般事務委託の件
投資法人債の発行に係る事務等の一般事務の委託につき 、 候補
会社を承認し 、 その他必要な事項の決定を執行役員に一任しま
し た 。 

2 . 金額及び比率の端数処理 
本書では 、 特に記載のない限り 、 記載未満の数値について 、 金額は切り捨て 、 比率は四捨五入して記載しています 。 
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貸借対照表 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

前 期 （ ご参考 ） 
（ 2 0 2 2 年10月31日 ） 

当期
（ 2 0 2 3 年4月30日 ） 

資産の部 
流動資産 

現金及び預金 1 1 , 4 1 6 , 2 6 6 1 0 , 9 5 0 , 1 2 3 
信託現金及び信託預金 1 6 , 3 4 0 , 8 3 8 1 6 , 4 5 1 , 3 4 3 
営業未収入金 1 9 8 , 0 6 6 1 9 0 , 5 2 0 
未収還付法人税等 － 1 , 2 4 3 
前払費用 3 0 0 , 4 5 2 3 0 8 , 7 2 8 
その他 5 8 , 2 8 6 1 7 0 , 3 5 2 
貸倒引当金 △ 2 , 6 5 3 △ 2 , 7 9 1 
流動資産合計 2 8 , 3 1 1 , 2 5 6 2 8 , 0 6 9 , 5 2 0 

固定資産 
有形固定資産 

信託建物 1 8 4 , 6 4 1 , 5 3 6 1 8 5 , 3 5 0 , 6 1 2 
減価償却累計額 △ 2 3 , 4 4 0 , 7 1 0 △ 2 5 , 8 4 4 , 3 1 7 
信託建物 （ 純 額 ） 1 6 1 , 2 0 0 , 8 2 6 1 5 9 , 5 0 6 , 2 9 5 

信託構築物 1 , 6 2 0 , 0 7 3 1 , 6 2 3 , 1 7 0 
減価償却累計額 △ 3 3 3 , 2 5 4 △ 3 6 5 , 7 9 8 
信託構築物 （ 純 額 ） 1 , 2 8 6 , 8 1 8 1 , 2 5 7 , 3 7 1 

信託機械及び装置 2 , 3 8 7 , 0 4 7 2 , 4 1 9 , 6 5 3 
減価償却累計額 △ 4 3 3 , 3 6 8 △ 4 9 0 , 2 3 5 
信託機械及び装置 （ 純 額 ） 1 , 9 5 3 , 6 7 8 1 , 9 2 9 , 4 1 8 

信託工具 、 器具及び備品 8 7 0 , 0 2 4 1 , 0 1 5 , 4 3 5 
減価償却累計額 △ 2 7 6 , 2 9 9 △ 3 5 5 , 8 5 7 
信託工具 、 器具及び備品 （ 純 額 ） 5 9 3 , 7 2 4 6 5 9 , 5 7 8 

信託土地 3 6 8 , 6 5 6 , 8 1 5 3 6 8 , 6 5 6 , 8 1 5 
信託建設仮勘定 1 7 , 8 5 9 － 
有形固定資産合計 5 3 3 , 7 0 9 , 7 2 3 5 3 2 , 0 0 9 , 4 7 9 

無形固定資産 
信託借地権 6 , 0 3 4 , 7 6 3 5 , 9 7 9 , 6 4 5 
その他 3 , 6 2 2 8 , 0 9 5 
無形固定資産合計 6 , 0 3 8 , 3 8 5 5 , 9 8 7 , 7 4 1 

投資その他の資産 
投資有価証券 4 8 6 , 1 7 9 6 8 4 , 9 1 0 
差入敷金及び保証金 1 , 5 3 0 , 3 4 6 1 , 5 3 0 , 3 4 6 
長期前払費用 6 2 5 , 3 3 2 6 4 3 , 9 6 9 
その他 1 5 7 , 1 7 9 1 5 9 , 8 0 4 
投資その他の資産合計 2 , 7 9 9 , 0 3 8 3 , 0 1 9 , 0 3 0 

固定資産合計 5 4 2 , 5 4 7 , 1 4 7 5 4 1 , 0 1 6 , 2 5 1 
繰延資産 

投資法人債発行費 1 0 7 , 3 9 5 9 4 , 1 9 6 
投資口交付費 3 3 , 6 0 2 2 5 , 2 0 1 
繰延資産合計 1 4 0 , 9 9 7 1 1 9 , 3 9 8 

資産合計 5 7 0 , 9 9 9 , 4 0 1 5 6 9 , 2 0 5 , 1 7 0 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 3 4 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



3 3 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
前 期 （ ご参考 ） 

（ 2 0 2 2 年10月31日 ） 
当期

（ 2 0 2 3 年4月30日 ） 
負債の部 

流動負債 
営業未払金 1 , 1 1 6 , 3 8 3 9 2 3 , 8 3 9 
短期借入金 7 , 7 0 0 , 0 0 0 － 
1 年内償還予定の投資法人債 － 3 , 0 0 0 , 0 0 0 
1 年内返済予定の長期借入金 3 1 , 3 1 0 , 0 0 0 4 0 , 0 5 0 , 0 0 0 
未払金 1 , 1 6 9 , 4 5 2 1 , 0 8 2 , 5 8 5 
未払費用 2 1 7 , 0 5 4 2 4 9 , 7 1 3 
未払法人税等 5 8 4 － 
未払消費税等 6 7 8 , 9 2 4 － 
前受金 7 1 2 , 0 6 4 6 9 2 , 7 8 6 
デリバティブ債務 1 0 , 0 5 2 7 , 0 9 9 
その他 1 2 , 7 5 8 8 , 9 3 2 
流動負債合計 4 2 , 9 2 7 , 2 7 5 4 6 , 0 1 4 , 9 5 5 

固定負債 
投資法人債 3 1 , 5 0 0 , 0 0 0 2 8 , 5 0 0 , 0 0 0 
長期借入金 1 8 7 , 7 3 2 , 0 0 0 1 8 6 , 6 9 2 , 0 0 0 
信託預り敷金及び保証金 1 4 , 3 5 3 , 1 5 2 1 4 , 3 8 0 , 9 0 9 
デリバティブ債務 2 , 1 4 9 － 
固定負債合計 2 3 3 , 5 8 7 , 3 0 2 2 2 9 , 5 7 2 , 9 0 9 

負債合計 2 7 6 , 5 1 4 , 5 7 7 2 7 5 , 5 8 7 , 8 6 4 
純資産の部 

投資主資本 
出資総額 1 6 1 , 2 8 3 , 3 0 4 1 6 1 , 2 8 3 , 3 0 4 
剰余金 

出資剰余金 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 
出資剰余金控除額 ※ 3 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 ※ 3 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 
出資剰余金 （ 純 額 ） 1 2 4 , 5 9 8 , 4 5 0 1 2 4 , 5 9 8 , 4 5 0 

任意積立金 
圧縮積立金 9 9 3 , 7 2 2 9 1 1 , 2 8 1 
一時差異等調整積立金 ※ 4 4 1 7 , 0 3 8 ※ 4 1 9 4 , 1 2 9 
任意積立金合計 1 , 4 1 0 , 7 6 1 1 , 1 0 5 , 4 1 1 

当期未処分利益又は当期未処理損失 （ △ ） 7 , 2 0 4 , 5 1 0 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
剰余金合計 1 3 3 , 2 1 3 , 7 2 2 1 3 2 , 3 4 1 , 1 0 0 

投資主資本合計 2 9 4 , 4 9 7 , 0 2 6 2 9 3 , 6 2 4 , 4 0 5 
評価・ 換算差額等 

繰延ヘッジ損益 △ 1 2 , 2 0 2 △ 7 , 0 9 9 
評価・ 換算差額等合計 △ 1 2 , 2 0 2 △ 7 , 0 9 9 

純資産合計 ※ 1 2 9 4 , 4 8 4 , 8 2 4 ※ 1 2 9 3 , 6 1 7 , 3 0 6 
負債純資産合計 5 7 0 , 9 9 9 , 4 0 1 5 6 9 , 2 0 5 , 1 7 0 
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損益計算書 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

前 期 （ ご参考 ） 
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

営業収益 
賃貸事業収入 ※ 1 1 4 , 6 2 3 , 7 3 8 ※ 1 1 4 , 9 0 8 , 8 7 9 
その他賃貸事業収入 ※ 1 4 5 9 , 0 9 8 ※ 1 4 4 9 , 2 3 9 
不動産等売却益 ※ 2 7 1 0 , 5 8 3 － 
匿名組合投資利益 3 , 6 5 0 7 , 8 1 8 
営業収益合計 1 5 , 7 9 7 , 0 7 0 1 5 , 3 6 5 , 9 3 7 

営業費用 
賃貸事業費用 ※ 1 6 , 2 7 5 , 9 6 0 ※ 1 6 , 5 4 3 , 4 5 3 
資産運用報酬 1 , 0 2 1 , 4 0 3 9 4 3 , 1 8 2 
資産保管手数料 1 0 , 6 7 9 1 0 , 5 7 1 
一般事務委託手数料 4 9 , 9 7 4 4 9 , 3 8 6 
役員報酬 3 , 6 0 0 3 , 6 0 0 
貸倒引当金繰入額 1 , 6 9 3 5 4 0 
その他営業費用 3 5 5 , 1 0 7 3 0 7 , 1 8 5 
営業費用合計 7 , 7 1 8 , 4 1 8 7 , 8 5 7 , 9 2 0 

営業利益 8 , 0 7 8 , 6 5 2 7 , 5 0 8 , 0 1 7 
営業外収益 

受取利息 1 3 1 1 3 5 
未払分配金戻入 5 8 8 7 6 8 
還付加算金 5 3 9 － 
不動産等売却精算金 － 1 , 0 0 5 
営業外収益合計 1 , 2 5 8 1 , 9 0 9 

営業外費用 
支払利息 6 3 9 , 7 4 0 6 4 6 , 2 4 0 
投資法人債利息 7 6 , 2 6 6 7 3 , 8 5 5 
融資関連費用 1 2 2 , 4 2 4 1 2 6 , 9 9 3 
投資口交付費償却 1 5 , 5 0 2 8 , 4 0 0 
投資法人債発行費償却 1 3 , 8 6 0 1 3 , 1 9 8 
その他 7 , 0 0 1 3 , 3 9 4 
営業外費用合計 8 7 4 , 7 9 6 8 7 2 , 0 8 3 

経常利益 7 , 2 0 5 , 1 1 5 6 , 6 3 7 , 8 4 3 
税引前当期純利益 7 , 2 0 5 , 1 1 5 6 , 6 3 7 , 8 4 3 
法人税 、 住民税及び事業税 6 0 5 6 0 5 
法人税等合計 6 0 5 6 0 5 
当期純利益 7 , 2 0 4 , 5 1 0 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
当期未処分利益又は当期未処理損失 （ △ ） 7 , 2 0 4 , 5 1 0 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
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投資主資本等変動計算書 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
投資主資本

出資総額

剰余金
出資剰余金 任意積立金

出 資 剰 余 金 出 資 剰 余 金 
控 除 額 

出 資 剰 余 金 
（ 純 額 ） 

圧 縮 
積立金

圧縮特別 
勘定積立金

一時差異等 
調整積立金

当期首残高 1 6 1 , 2 8 3 , 3 0 4 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 － 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 3 8 8 , 7 9 8 1 , 1 9 5 , 8 4 8 6 0 4 , 5 3 5 
当期変動額 

圧縮特別勘定 
積立金の取崩 △ 1 , 1 9 5 , 8 4 8 

圧縮積立金の積立 1 , 1 9 5 , 8 4 8 
圧縮積立金の取崩 △ 5 9 0 , 9 2 3 
一時差異等調整 
積立金の取崩 △ 1 8 7 , 4 9 7 

剰余金の配当 
当期純利益 
自己投資口の取得 
自己投資口の消却 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 
投資主資本以外の 
項目の当期変動額 

（ 純 額 ） 
当期変動額合計 － － △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 6 0 4 , 9 2 4 △ 1 , 1 9 5 , 8 4 8 △ 1 8 7 , 4 9 7 
当期末残高 ※ 1 1 6 1 , 2 8 3 , 3 0 4 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 1 2 4 , 5 9 8 , 4 5 0 9 9 3 , 7 2 2 － 4 1 7 , 0 3 8 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
投 資 主 資 本 評価・ 換算差額等

剰余金

自己投資口 投資主資本 
合計

繰延ヘッジ 
損 益 

評価・ 換 算 
差 額 等 合 計 

任意積立金 当 期 未 処 分 利 益 
又 は 当 期 未 処 理 

損 失 ( △ ) 
剰 余 金 合 計 任意積立金 

合計
当期首残高 2 , 1 8 9 , 1 8 2 6 , 7 4 5 , 6 4 3 1 3 7 , 5 3 3 , 2 4 0 － 2 9 8 , 8 1 6 , 5 4 5 △ 3 3 , 8 9 7 △ 3 3 , 8 9 7 
当期変動額 

圧縮特別勘定 
積立金の取崩 △ 1 , 1 9 5 , 8 4 8 1 , 1 9 5 , 8 4 8 － － 

圧縮積立金の積立 1 , 1 9 5 , 8 4 8 △ 1 , 1 9 5 , 8 4 8 － － 
圧縮積立金の取崩 △ 5 9 0 , 9 2 3 5 9 0 , 9 2 3 － － 
一時差異等調整 
積立金の取崩 △ 1 8 7 , 4 9 7 1 8 7 , 4 9 7 － － 

剰余金の配当 △ 7 , 5 2 4 , 0 6 3 △ 7 , 5 2 4 , 0 6 3 △ 7 , 5 2 4 , 0 6 3 

当期純利益 7 , 2 0 4 , 5 1 0 7 , 2 0 4 , 5 1 0 7 , 2 0 4 , 5 1 0 
自己投資口の取得 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 
自己投資口の消却 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 3 , 9 9 9 , 9 6 4 － 
投資主資本以外の 
項目の当期変動額 

（ 純 額 ） 
2 1 , 6 9 5 2 1 , 6 9 5 

当期変動額合計 △ 7 7 8 , 4 2 0 4 5 8 , 8 6 7 △ 4 , 3 1 9 , 5 1 8 － △ 4 , 3 1 9 , 5 1 8 2 1 , 6 9 5 2 1 , 6 9 5 
当期末残高 1 , 4 1 0 , 7 6 1 7 , 2 0 4 , 5 1 0 1 3 3 , 2 1 3 , 7 2 2 － 2 9 4 , 4 9 7 , 0 2 6 △ 1 2 , 2 0 2 △ 1 2 , 2 0 2 
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（ 単 位 ： 千 円 ） 

純 資 産 合 計 

当期首残高 2 9 8 , 7 8 2 , 6 4 7 
当期変動額 

圧縮特別勘定 
積立金の取崩 － 

圧縮積立金の積立 － 
圧縮積立金の取崩 － 
一時差異等調整 
積立金の取崩 － 

剰余金の配当 △ 7 , 5 2 4 , 0 6 3 

当期純利益 7 , 2 0 4 , 5 1 0 
自己投資口の取得 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 
自己投資口の消却 － 
投資主資本以外の 
項目の当期変動額 

（ 純 額 ） 
2 1 , 6 9 5 

当期変動額合計 △ 4 , 2 9 7 , 8 2 3 
当期末残高 2 9 4 , 4 8 4 , 8 2 4 
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当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

投資主資本

出資総額

剰余金
出資剰余金 任意積立金

出資剰余金 出資剰余金 
控除額

出資剰余金 
（ 純 額 ） 

圧 縮 
積立金

一時差異等 
調整積立金

任意積立金 
合計

当期首残高 1 6 1 , 2 8 3 , 3 0 4 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 1 2 4 , 5 9 8 , 4 5 0 9 9 3 , 7 2 2 4 1 7 , 0 3 8 1 , 4 1 0 , 7 6 1 
当期変動額 

圧縮積立金の取崩 △ 8 2 , 4 4 1 △ 8 2 , 4 4 1 
一時差異等調整 
積立金の取崩 △ 2 2 2 , 9 0 8 △ 2 2 2 , 9 0 8 

剰余金の配当 
当期純利益 
投資主資本以外の 
項目の当期変動額 
（ 純 額 ） 

当期変動額合計 － － － － △ 8 2 , 4 4 1 △ 2 2 2 , 9 0 8 △ 3 0 5 , 3 4 9 
当期末残高 ※ 1 1 6 1 , 2 8 3 , 3 0 4 1 2 8 , 5 9 8 , 4 1 5 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 1 2 4 , 5 9 8 , 4 5 0 9 1 1 , 2 8 1 1 9 4 , 1 2 9 1 , 1 0 5 , 4 1 1 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
投資主資本 評価・ 換算差額等

純資産合計
剰余金

投資主資本 
合計

繰延ヘッジ 
損益

評価・ 換 算 
差額等合計

当期未処分利益 
又は当期未処理 

損 失 （ △ ） 
剰余金合計

当期首残高 7 , 2 0 4 , 5 1 0 1 3 3 , 2 1 3 , 7 2 2 2 9 4 , 4 9 7 , 0 2 6 △ 1 2 , 2 0 2 △ 1 2 , 2 0 2 2 9 4 , 4 8 4 , 8 2 4 
当期変動額 

圧縮積立金の取崩 8 2 , 4 4 1 － － － 
一時差異等調整 
積立金の取崩 2 2 2 , 9 0 8 － － － 

剰余金の配当 △ 7 , 5 0 9 , 8 6 0 △ 7 , 5 0 9 , 8 6 0 △ 7 , 5 0 9 , 8 6 0 △ 7 , 5 0 9 , 8 6 0 
当期純利益 6 , 6 3 7 , 2 3 8 6 , 6 3 7 , 2 3 8 6 , 6 3 7 , 2 3 8 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
投資主資本以外の 
項目の当期変動額 
（ 純 額 ） 

5 , 1 0 3 5 , 1 0 3 5 , 1 0 3 

当期変動額合計 △ 5 6 7 , 2 7 1 △ 8 7 2 , 6 2 1 △ 8 7 2 , 6 2 1 5 , 1 0 3 5 , 1 0 3 △ 8 6 7 , 5 1 8 
当期末残高 6 , 6 3 7 , 2 3 8 1 3 2 , 3 4 1 , 1 0 0 2 9 3 , 6 2 4 , 4 0 5 △ 7 , 0 9 9 △ 7 , 0 9 9 2 9 3 , 6 1 7 , 3 0 6 
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注記表 
［ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ］ 

項 目 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

1 . 資産の評価基準及び評価方
法 

有価証券 
その他有価証券 

匿名組合出資持分 
匿名組合の損益の純額に対する持分相 

当額を取り込む方法を採用しています 。 

有価証券 
その他有価証券 

匿名組合出資持分 
匿名組合の損益の純額に対する持分相 

当額を取り込む方法を採用しています 。 
2 . 固定資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 

定額法を採用しています 。 
な お 、 主たる有形固定資産の耐用年数は 

以下のとおりです 。 
信託建物 3 ～ 6 9 年 
信託構築物 6 ～ 5 2 年 
信託機械及び装置 8 ～ 6 1 年 
信託工具 、 器具及び備品 2 ～ 1 5 年 

② 無形固定資産 
定額法を採用しています 。 ま た 、 信託借

地権については 、 定期借地契約の残存期間
に基づく定額法を採用しています 。 

③ 長期前払費用 
定額法を採用しています 。 

① 有形固定資産 
定額法を採用しています 。 
な お 、 主たる有形固定資産の耐用年数は 

以下のとおりです 。 
信託建物 3 ～ 6 9 年 
信託構築物 6 ～ 5 2 年 
信託機械及び装置 1 0 ～ 6 1 年 
信託工具 、 器具及び備品 2 ～ 1 5 年 

② 無形固定資産 
定額法を採用しています 。 ま た 、 信託借

地権については 、 定期借地契約の残存期間
に基づく定額法を採用しています 。 

③ 長期前払費用 
定額法を採用しています 。 

3 . 繰延資産の処理方法 ① 投資法人債発行費 
償還期間にわたり定額法により償却して

います 。 
② 投資口交付費 

定額法 （ 3 年 ） により償却しています 。 

① 投資法人債発行費 
償還期間にわたり定額法により償却して

います 。 
② 投資口交付費 

定額法 （ 3 年 ） により償却しています 。 
4 . 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため 、 貸倒懸念
債権等特定の債権について 、 個別に回収可
能性を検討し 、 回収不能見込額を計上して 
います 。 

貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため 、 貸倒懸念

債権等特定の債権について 、 個別に回収可
能性を検討し 、 回収不能見込額を計上して 
います 。 

5 . 収益及び費用の計上基準 ① 収益に関する計上基準 
本投資法人の顧客との契約から生じる収

益に関する主な履行義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常の時点 （ 収益を認識
する通常の時点 ） は以下のとおりです 。 
( 1 ) 不動産等の売却 

不動産等の売却については 、 不動産売
却に係る契約に定められた引渡義務を履 
行することにより 、 顧客である買主が当
該不動産等の支配を獲得した時点で収益 
計上を行っています 。 

( 2 ) 附加使用料収入 
附加使用料収入の内容は主に水道光熱 

費収入であ り 、 水道光熱費収入について
は 、 不動産等の賃貸借契約及び付随する
合意内容に基づき 、 顧客である賃借人に
対する電気 、 水道等の供給に応じて収益 
計上を行っています 。 

水道光熱費収入のうち 、 本投資法人が
代理人に該当すると判断したものについ 
て は 、 他の当事者が供給する電気 、 ガス
等の料金として収受する額から当該他の 
当事者に支払う額を控除した純額を収益 
として認識しています 。 

① 収益に関する計上基準 
本投資法人の顧客との契約から生じる収

益に関する主な履行義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常の時点 （ 収益を認識
する通常の時点 ） は以下のとおりです 。 
( 1 ) 不動産等の売却 

不動産等の売却については 、 不動産売
却に係る契約に定められた引渡義務を履 
行することにより 、 顧客である買主が当
該不動産等の支配を獲得した時点で収益 
計上を行っています 。 

( 2 ) 附加使用料収入 
附加使用料収入の内容は主に水道光熱 

費収入であ り 、 水道光熱費収入について
は 、 不動産等の賃貸借契約及び付随する
合意内容に基づき 、 顧客である賃借人に
対する電気 、 水道等の供給に応じて収益 
計上を行っています 。 

水道光熱費収入のうち 、 本投資法人が
代理人に該当すると判断したものについ 
て は 、 他の当事者が供給する電気 、 ガス
等の料金として収受する額から当該他の 
当事者に支払う額を控除した純額を収益 
として認識しています 。 
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項 目 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

② 固定資産税等の処理方法 
保有する不動産等にかかる固定資産 税 、 

都市計画税及び償却資産税等について は 、 
賦課決定された税額のうち当該計算期間に
対応する額を賃貸事業費用として費用処理
する方法を採用しています 。 

な お 、 不動産又は不動産を信託財産とす 
る信託受益権の取得に伴い 、 譲渡人に支払
った取得日を含む年度の固定資産税等の精
算金は不動産賃貸事業費用として計上せ
ず 、 当該不動産等の取得原価に算入してい 
ま す 。 当期において 、 不動産等の取得原価
に算入した固定資産税等相当額は5 4 , 7 9 0 
千円です 。 

② 固定資産税等の処理方法 
保有する不動産等にかかる固定資産 税 、 

都市計画税及び償却資産税等について は 、 
賦課決定された税額のうち当該計算期間に
対応する額を賃貸事業費用として費用処理
する方法を採用しています 。 

な お 、 不動産又は不動産を信託財産とす 
る信託受益権の取得に伴い 、 譲渡人に支払
った取得日を含む年度の固定資産税等の精
算金は不動産賃貸事業費用として計上せ
ず 、 当該不動産等の取得原価に算入してい 
ま す 。 

6 . ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっています 。 ただ

し 、 特例処理の要件を満たす金利スワップ 
については特例処理を採用しています 。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ： 金利スワップ取引 
ヘッジ対象 ： 借入金金利 

③ ヘッジ方針 
本投資法人はリスク管理基本方針に基づ

き投資法人規約に規定するリスクをヘッジ
する目的でデリバティブ取引を行っていま
す 。 

④ ヘッジの有効性の評価の方 法 
ヘッジ対象のキャッシュ・ フロー変動の

累計とヘッジ手段のキャッシュ・ フロー変
動の累計とを比較し 、 両者の変動額の比率
を検証することにより 、 ヘッジの有効性を
評価しています 。 

ただし 、 金利スワップ取引の特例処理の 
要件を満たしているものについては 、 ヘッ
ジの有効性の評価を省略しています 。 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっています 。 ただ

し 、 特例処理の要件を満たす金利スワップ 
については特例処理を採用しています 。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ： 金利スワップ取引 
ヘッジ対象 ： 借入金金利 

③ ヘッジ方針 
本投資法人はリスク管理基本方針に基づ

き投資法人規約に規定するリスクをヘッジ
する目的でデリバティブ取引を行っていま
す 。 

④ ヘッジの有効性の評価の方 法 
ヘッジ対象のキャッシュ・ フロー変動の

累計とヘッジ手段のキャッシュ・ フロー変
動の累計とを比較し 、 両者の変動額の比率
を検証することにより 、 ヘッジの有効性を
評価しています 。 

ただし 、 金利スワップ取引の特例処理の 
要件を満たしているものについては 、 ヘッ
ジの有効性の評価を省略しています 。 

7 . その他計算書類作成のた
めの基本となる重要な事
項 

不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法 

保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については 、 信託財産内の全ての資産及 
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について 、 貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しています 。 

な お 、 該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については 、 貸 
借対照表において区分掲記することとしてい
ま す 。 

（ 1 ） 信託現金及び信託預金 
（ 2 ） 信託建物 、 信託構築物 、 信託機械及び装

置 、 信託車両運搬具 、 信託工具 、 器 具及
び備品 、 信託土地 、 信託建設仮勘定 、 信 
託借地権 

（ 3 ） 信託預り敷金及び保証金 

不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法 

保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については 、 信託財産内の全ての資産及 
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について 、 貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しています 。 

な お 、 該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については 、 貸 
借対照表において区分掲記することとしてい
ま す 。 

（ 1 ） 信託現金及び信託預金 
（ 2 ） 信託建物 、 信託構築物 、 信託機械及び装

置 、 信託工具 、 器具及び備品 、 信託土
地 、 信託建設仮勘定 、 信託借地権 

（ 3 ） 信託預り敷金及び保証金 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 4 1 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 



Ⅴ 注記表

4 0 

［ 貸借対照表に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） 

（ 2 0 2 2 年10月31日 ） 
当期

（ 2 0 2 3 年4月30日 ） 
※ 1 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定 

める最低純資産額 5 0 , 0 0 0 千円
※ 1 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定 

める最低純資産額 5 0 , 0 0 0 千円
2 コミットメントライン契約 

本投資法人は取引銀行3行とコミットメントライン契
約を締結しています 。 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
コミットメントライン契約の総額 1 5 , 0 0 0 , 0 0 0 
借入実行残高 － 
差引額 1 5 , 0 0 0 , 0 0 0 

2 コミットメントライン契約 
本投資法人は取引銀行3行とコミットメントライン契

約を締結しています 。 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

コミットメントライン契約の総額 1 5 , 0 0 0 , 0 0 0 
借入実行残高 － 
差引額 1 5 , 0 0 0 , 0 0 0 

※ 3 自己投資口の消却の状況 
総消却口数 4 9 , 6 5 1 口 
消却総額 3 , 9 9 9 , 9 6 4 千円

※ 3 自己投資口の消却の状況 
総消却口数 4 9 , 6 5 1 口 
消却総額 3 , 9 9 9 , 9 6 4 千円

（ 注 ） 当期中の自己投資口の消却はありません 。 

※ 4 一時差異等調整積立金の積立て及び取崩しの処理に関
する事項 

( 単 位 ： 千円)
負ののれん発生益 （ 注 ） 
当初発生額 1 , 5 5 6 , 8 2 7 
当期首残高 6 0 4 , 5 3 5 
当期積立額 － 
当期取崩額 1 8 7 , 4 9 7 
当期末残高 4 1 7 , 0 3 8 
積立て 、 取崩しの発生事由 分配金に充当
( 注 ） 過年度に発生した負ののれん発生益の一部を積み立てたも

のであり 、 積み立てた期の翌期以降 、 5 0 年均等額にあた
る 1 % 以上の金額を毎期取り崩し 、 分配金に充当する予定
で す 。 

※ 4 一時差異等調整積立金の積 立て及び取崩しの処理に関 
する事項 

( 単 位 ： 千円)
負ののれん発生益 （ 注 ） 
当初発生額 1 , 5 5 6 , 8 2 7 
当期首残高 4 1 7 , 0 3 8 
当期積立額 － 
当期取崩額 2 2 2 , 9 0 8 
当期末残高 1 9 4 , 1 2 9 
積立て 、 取崩しの発生事由 分配金に充当
( 注 ） 過年度に発生した負ののれん発生益の一部を積み立てたも

のであり 、 積み立てた期の翌期以降 、 5 0 年 均等額にあた
る 1 % 以上の金額を毎期取り崩し 、 分配金に充当する予定
で す 。 

［ 損益計算書に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

※ 1 不動産賃貸事業損益の内訳 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

A . 不動産賃貸事業収益 
賃貸事業収入 

賃料収入等 1 4 , 2 6 3 , 7 0 0 
その他 3 6 0 , 0 3 8 1 4 , 6 2 3 , 7 3 8 

その他賃貸事業収入 
附加使用料 2 4 1 , 5 6 5 
その他 2 1 7 , 5 3 2 4 5 9 , 0 9 8 

不動産賃貸事業収益合計 1 5 , 0 8 2 , 8 3 6 
B . 不動産賃貸事業費用 

賃貸事業費用 
外注委託費 5 9 7 , 6 9 6 
管理委託料 4 7 0 , 6 6 7 
信託報酬 4 3 , 2 2 1 
水道光熱費 3 9 1 , 8 3 8 
公租公課 1 , 0 6 5 , 3 2 2 
損害保険料 1 8 , 8 2 0 
修繕費 3 9 0 , 2 9 5 
減価償却費 2 , 5 7 3 , 6 2 1 
その他賃貸事業費用 7 2 4 , 4 7 5 6 , 2 7 5 , 9 6 0 

不動産賃貸事業費用合計 6 , 2 7 5 , 9 6 0 
C . 不動産賃貸事業損益 （ A － B ） 8 , 8 0 6 , 8 7 6 

※ 1 不動産賃貸事業損益の内訳 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

A . 不動産賃貸事業収益 
賃貸事業収入 

賃料収入等 1 4 , 5 4 0 , 8 4 5 
その他 3 6 8 , 0 3 4 1 4 , 9 0 8 , 8 7 9 

その他賃貸事業収入 
附加使用料 2 1 6 , 3 8 7 
その他 2 3 2 , 8 5 2 4 4 9 , 2 3 9 

不動産賃貸事業収益合計 1 5 , 3 5 8 , 1 1 9 
B . 不動産賃貸事業費用 

賃貸事業費用 
外注委託費 6 2 1 , 2 9 1 
管理委託料 4 7 5 , 4 1 3 
信託報酬 4 9 , 5 0 6 
水道光熱費 4 6 8 , 1 9 2 
公租公課 1 , 0 6 6 , 0 5 2 
損害保険料 1 7 , 5 0 4 
修繕費 3 9 2 , 5 1 3 
減価償却費 2 , 6 2 7 , 7 5 9 
その他賃貸事業費用 8 2 5 , 2 1 8 6 , 5 4 3 , 4 5 3 

不動産賃貸事業費用合計 6 , 5 4 3 , 4 5 3 
C . 不動産賃貸事業損益 （ A － B ） 8 , 8 1 4 , 6 6 6 
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※ 2 不動産等売却損益の内訳 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

ザ ・ リッツ・ カールトン京都 
不動産等売却収入 2 3 , 0 0 0 , 0 0 0 
不動産等売却原価 2 2 , 2 8 8 , 4 1 9 
その他の売却費用 9 9 6 
不動産等売却益 7 1 0 , 5 8 3 

－ 

［ 投資主資本等変動計算書に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

※ 1 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 
発行可能投資口総口数 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 口 
発行済投資口の総口数 4 , 3 8 1 , 4 8 2 口 

※ 1 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 
発行可能投資口総口数 2 0 , 0 0 0 , 0 0 0 口 
発行済投資口の総口数 4 , 3 8 1 , 4 8 2 口 

［ 税効果会計に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） 

（ 2 0 2 2 年10月31日 ） 
当期

（ 2 0 2 3 年4月30日 ） 
1 ． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
（ 繰延税金資産 ） 

合併時受入評価差額 1 , 4 9 8 , 0 3 6 
信託借地権償却額 6 5 , 9 3 7 
繰延ヘッジ損益 3 , 8 3 8 

繰延税金資産小計 1 , 5 6 7 , 8 1 3 
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 

評価性引当額小計 △ 1 , 5 6 7 , 8 1 3 
繰延税金資産合計 － 

（ 繰延税金資産の純額 ） － 

1 ． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

（ 繰延税金資産 ） 
合併時受入評価差額 1 , 4 8 2 , 7 2 3 
信託借地権償却額 8 2 , 0 8 6 
繰延ヘッジ損益 2 , 2 3 3 

繰延税金資産小計 1 , 5 6 7 , 0 4 2 
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 

評価性引当額小計 △ 1 , 5 6 7 , 0 4 2 
繰延税金資産合計 － 

（ 繰延税金資産の純額 ） － 

2 ． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの 、 当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

（ 単 位 ： ％ ） 
法定実効税率 3 1 . 4 6 

（ 調 整 ） 
支払分配金の損金算入額 △ 3 2 . 7 9 
評価性引当額の増減 0 . 9 6 
圧縮積立金取崩額 0 . 3 6 
その他 0 . 0 2 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0 . 0 1 

2 ． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの 、 当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

（ 単 位 ： ％ ） 
法定実効税率 3 1 . 4 6 

（ 調 整 ） 
支払分配金の損金算入額 △ 3 6 . 9 8 
評価性引当額の増減 1 . 2 0 
圧縮積立金取崩額 4 . 3 2 
その他 0 . 0 1 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0 . 0 1 
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［ 金融商品に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 
1 ． 金融商品の状況に関する事 項 
（ 1 ） 金融商品に対する取組方針 

本投資法人は 、 運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため 、 安定的かつ健全な財務運
営を行っていく方針としており 、 資産の取得 、 修繕費若しくは分配金の支払 、 本投資法人の運営に要する資金 、 若しく
は債務の返済等の資金の手当てを目的として 、 資金を借入れ又は投資法人債の発行により資金調達を行います 。 

な お 、 デリバティブ取引について は 、 負債から生じる金利変動リスク及び海外不動産への投資を行う場合における為
替リスクのヘッジを目的とした運用に限るものとし 、 投機的な取引は行わない方針です 。 

（ 2 ） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体 制 
借入金の資金使途は 、 主に運用資産の取得資金及び借入金の返済資金です 。 
借入れ及び投資法人債の発行の可能性及び条件は 、 本投資法人の経済的信用力 、 金利情勢その他の要因による影響を

受けるため 、 本投資法人の希望する時期及び条件で資金調達を行うことができる保証はな く 、 更に変動金利の借入金に
ついては 、 その後の市場動向に左右されます 。 

本投資法人は 、 これらの資金調達に係る流動性リスクや金利変動リスクについては 、 調達先及び調達手段の多様 化 、 
並びに総資産有利子負債比率及び借入額全体に占める変動金利借入金の比率を適正に管理することで当該リスクを管
理 ・ 限定しています 。 更 に 、 一部の変動金利による借入金については 、 デリバティブ取引の取扱及びリスク管理の基本
方針を定めた規程に基づき 、 デリバティブ取引 （ 金利スワップ取引 ） をヘッジ手段として利用することで金利変動リス
クを回避しています 。 

投資有価証券は 、 匿名組合に対する出資であ り 、 発行体の信用リスク及び不動産等の価値の変動リスクに晒されてい
ま す 。 

（ 3 ） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価においては変動要因を織り込んでいるため 、 異なる前提条件を採用することにより 、 当該価額が変動

することがあります 。 ま た 、 「 2 ． 金融商品の時価等に関する事項 」 におけるデリバティブ取引に関する契約額等につい
て は 、 その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ ん 。 

2 ． 金融商品の時価等に関する事項 
2 0 2 2 年10月31日における貸借対照表計上額 、 時価及びこれらの差額については 、 次のとおりです 。 
な お 、 匿名組合出資持分は 、 次表には含めていません （ 注 3 ） 。 「 現金及び預金 」 、 「 信託現金及び信託預金 」 、 「 短期借入

金 」 は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから 、 注記を省略しています 。 ま た 、 
「 信託預り敷金及び保証金 」 は重要性が乏しいため 、 注記を省略しています 。 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
貸借対照表計上額 時 価 差 額 

（ 1 ） 1 年内償還予定の投資法人債 － － － 
（ 2 ） 1 年内返済予定の長期借入金 3 1 , 3 1 0 , 0 0 0 3 1 , 3 1 6 , 9 0 2 6 , 9 0 2 
（ 3 ） 投資法人債 3 1 , 5 0 0 , 0 0 0 3 1 , 3 0 6 , 1 2 7 △ 1 9 3 , 8 7 2 
（ 4 ） 長期借入金 1 8 7 , 7 3 2 , 0 0 0 1 8 7 , 0 4 8 , 0 2 7 △ 6 8 3 , 9 7 2 

負 債 計 2 5 0 , 5 4 2 , 0 0 0 2 4 9 , 6 7 1 , 0 5 7 △ 8 7 0 , 9 4 2 
（ 5 ） デリバティブ取引 ( 1 2 , 2 0 2 ) ( 1 2 , 2 0 2 ) － 

デリバティブ取引 計 ( 1 2 , 2 0 2 ) ( 1 2 , 2 0 2 ) － 
※ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・ 債務は純額で示しており 、 合計で正味の債務となる項目については 、 （ ） で表示しています 。 
（ 注 1 ） 金融商品の時価の算定方法 

（ 1 ） 1 年内償還予定の投資法人債 、 （ 3 ） 投資法人債 
本投資法人の発行する投資 法人債の時価については 、 市場価格に基づき算定しています 。 ただし 、 市場価格での時価表示が困難な投資法人債について 
は 、 元利金の合計額を残存期間に対応した同様の資金調達を行った場合に適用される合理的に想定される金利で割り引いて算定する方法によっていま
す 。 

（ 2 ） 1 年内返済予定の長期借入金 、 （ 4 ） 長期借入金 
変動金利によるものは金利が一定期間毎に更改される条件となっているため 、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから 、 当該帳簿価額によっています

（ ただし 、 金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金 （ 下 記 （ 5 ） ② 参 照 ） は 、 当該金利スワップと一体として処理された元
利金の合計額を 、 同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています 。 ） 。 ま た 、 固定金利によるもの
の時価については 、 元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される金利で割り引いて算定する方法によっ
ています 。 

（ 5 ） デリバティブ取引 
① ヘッジ会計が適用されていないもの ： 該当事項はありません 。 
② ヘッジ会計が適用されているもの ： ヘッジ会計の方法毎の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は 、 以下のとおりで

す 。 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の 
種類等

主 な 
ヘッジ対象

契約額等 時 価 当該時価の 
算定方法うち1年超

原則的処理方法 金利スワップ取引 
変動受取・ 固定支払 長期借入金 1 3 , 7 5 0 , 0 0 0 4 , 7 5 0 , 0 0 0 △ 1 2 , 2 0 2 （ ＊ 1 ） 

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引 
変動受取・ 固定支払 長期借入金 1 1 7 , 6 1 1 , 0 0 0 1 0 3 , 3 0 1 , 0 0 0 （ ＊ 2 ） － 

（ ＊ 1 ） 当該取引契約の相手方が市場実勢金利等を基に算出した価額で評価していま す 。 
（ ＊ 2 ） 金利スワップの特例処理によるものは 、 ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため 、 そ の時価は 、 当該長期借入金

の時価に含めて記載しています （ 上 記 （ 2 ） （ 4 ） 参 照 ） 。 
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（ 注 2 ） 投資法人債 、 借入金の決算日 （ 2 0 2 2 年10月31日 ） 後の返済予定額 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

1 年以内 1 年 超 
2 年以内

2 年 超 
3 年以内

3 年 超 
4 年以内

4 年 超 
5 年以内 5 年超

投資法人債 － 1 0 , 0 0 0 , 0 0 0 9 , 0 0 0 , 0 0 0 2 , 0 0 0 , 0 0 0 － 1 0 , 5 0 0 , 0 0 0 
長期借入金 3 1 , 3 1 0 , 0 0 0 3 5 , 5 4 5 , 0 0 0 3 4 , 2 1 3 , 0 0 0 2 5 , 7 8 0 , 0 0 0 2 1 , 6 8 7 , 0 0 0 7 0 , 5 0 7 , 0 0 0 

（ 注 3 ） 匿名組合出資持分 
匿名組合出資持分について は 、 「 時価の算定に関する会計基準の適用指針 」 （ 企業会計基準適用指針第3 1 号 2 0 2 1 年6月1 7 日 ） 第 2 4 - 1 6 項の取扱いを
適用し 、 「 金融商品の時価等の開示に関する適用指針 」 （ 企業会計基準適用指針第1 9 号 2 0 2 0 年3月3 1 日 ） 第4項 （ １ ） に定める事項を注記していま
せ ん 。 当該出資の貸借対照表計上額は486,179千円です 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 
1 ． 金融商品の状況に関する事 項 
（ 1 ） 金融商品に対する取組方針 

本投資法人は 、 運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため 、 安定的かつ健全な財務運
営を行っていく方針としており 、 資産の取得 、 修繕費若しくは分配金の支払 、 本投資法人の運営に要する資金 、 若しく
は債務の返済等の資金の手当てを目的として 、 資金を借入れ又は投資法人債の発行により資金調達を行います 。 

な お 、 デリバティブ取引について は 、 負債から生じる金利変動リスク及び海外不動産への投資を行う場合における為
替リスクのヘッジを目的とした運用に限るものとし 、 投機的な取引は行わない方針です 。 

（ 2 ） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体 制 
借入金の資金使途は 、 主に運用資産の取得資金及び借入金の返済資金です 。 
借入れ及び投資法人債の発行の可能性及び条件は 、 本投資法人の経済的信用力 、 金利情勢その他の要因による影響を

受けるため 、 本投資法人の希望する時期及び条件で資金調達を行うことができる保証はな く 、 更に変動金利の借入金に
ついては 、 その後の市場動向に左右されます 。 

本投資法人は 、 これらの資金調達に係る流動性リスクや金利変動リスクについては 、 調達先及び調達手段の多様 化 、 
並びに総資産有利子負債比率及び借入額全体に占める変動金利借入金の比率を適正に管理することで当該リスクを管
理 ・ 限定しています 。 更 に 、 一部の変動金利による借入金については 、 デリバティブ取引の取扱及びリスク管理の基本
方針を定めた規程に基づき 、 デリバティブ取引 （ 金利スワップ取引 ） をヘッジ手段として利用することで金利変動リス
クを回避しています 。 

投資有価証券は 、 匿名組合に対する出資であ り 、 発行体の信用リスク及び不動産等の価値の変動リスクに晒されてい
ま す 。 

（ 3 ） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価においては変動要因を織り込んでいるため 、 異なる前提条件を採用することにより 、 当該価額が変動

することがあります 。 ま た 、 「 2 ． 金融商品の時価等に関する事項 」 におけるデリバティブ取引に関する契約額等につい
て は 、 その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ ん 。 

2 ． 金融商品の時価等に関する事項 
2 0 2 3 年4月30日における貸借対照表計上額 、 時価及びこれらの差額については 、 次のとおりです 。 
な お 、 匿名組合出資持分は 、 次表には含めていません （ 注 3 ） 。 「 現金及び預金 」 、 「 信託現金及び信託預金 」 、 「 短期借入

金 」 は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから 、 注記を省略しています 。 ま た 、 
「 信託預り敷金及び保証金 」 は重要性が乏しいため 、 注記を省略しています 。 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
貸借対照表計上額 時 価 差 額 

（ 1 ） 1 年内償還予定の投資法人債 3 , 0 0 0 , 0 0 0 3 , 0 1 8 , 0 7 3 1 8 , 0 7 3 
（ 2 ） 1 年内返済予定の長期借入金 4 0 , 0 5 0 , 0 0 0 4 0 , 0 6 4 , 7 8 5 1 4 , 7 8 5 
（ 3 ） 投資法人債 2 8 , 5 0 0 , 0 0 0 2 8 , 2 9 5 , 1 0 0 △ 2 0 4 , 8 9 9 
（ 4 ） 長期借入金 1 8 6 , 6 9 2 , 0 0 0 1 8 6 , 5 8 4 , 8 4 5 △ 1 0 7 , 1 5 4 

負 債 計 2 5 8 , 2 4 2 , 0 0 0 2 5 7 , 9 6 2 , 8 0 5 △ 2 7 9 , 1 9 4 
（ 5 ） デリバティブ取引 ( 7 , 0 9 9 ) ( 7 , 0 9 9 ) － 

デリバティブ取引 計 ( 7 , 0 9 9 ) ( 7 , 0 9 9 ) － 
※ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・ 債務は純額で示しており 、 合計で正味の債務となる項目については 、 （ ） で表示しています 。 
（ 注 1 ） 金融商品の時価の算定方法 

（ 1 ） 1 年内償還予定の投資法人債 、 （ 3 ） 投資法人債 
本投資法人の発行する投資 法人債の時価については 、 市場価格に基づき算定しています 。 ただし 、 市場価格での時価表示が困難な投資法人債について 
は 、 元利金の合計額を残存期間に対応した同様の資金調達を行った場合に適用される合理的に想定される金利で割り引いて算定する方法によっていま
す 。 

（ 2 ） 1 年内返済予定の長期借入金 、 （ 4 ） 長期借入金 
変動金利によるものは金利が一定期間毎に更改される条件となっているため 、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから 、 当該帳簿価額によっています

（ ただし 、 金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金 （ 下 記 （ 5 ） ② 参 照 ） は 、 当該金利スワップと一体として処理された元
利金の合計額を 、 同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています 。 ） 。 ま た 、 固定金利によるもの
の時価については 、 元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される金利で割り引いて算定する方法によっ
ています 。 
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（ 5 ） デリバティブ取引 
① ヘッジ会計が適用されていないもの ： 該当事項はありません 。 
② ヘッジ会計が適用されているもの ： ヘッジ会計の方法毎の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は 、 以下のとおりで

す 。 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の 
種類等

主 な 
ヘッジ対象

契約額等 時 価 当該時価の 
算定方法うち1年超

原則的処理方法 金利スワップ取引 
変動受取・ 固定支払 長期借入金 6 , 6 5 0 , 0 0 0 － △ 7 , 0 9 9 （ ＊ 1 ） 

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引 
変動受取・ 固定支払 長期借入金 1 1 5 , 9 6 1 , 0 0 0 9 6 , 9 5 1 , 0 0 0 （ ＊ 2 ） － 

（ ＊ 1 ） 当該取引契約の相手方が市場実勢金利等を基に算出した価額で評価していま す 。 
（ ＊ 2 ） 金利スワップの特例処理によるものは 、 ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため 、 そ の時価は 、 当該長期借入金

の時価に含めて記載しています （ 上 記 （ 2 ） （ 4 ） 参 照 ） 。 

（ 注 2 ） 投資法人債 、 借入金の決算日 （ 2 0 2 3 年4月30日 ） 後の返済予定額 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

1 年以内 1 年 超 
2 年以内

2 年 超 
3 年以内

3 年 超 
4 年以内

4 年 超 
5 年以内 5 年超

投資法人債 3 , 0 0 0 , 0 0 0 1 2 , 0 0 0 , 0 0 0 4 , 0 0 0 , 0 0 0 2 , 0 0 0 , 0 0 0 － 1 0 , 5 0 0 , 0 0 0 
長期借入金 4 0 , 0 5 0 , 0 0 0 3 2 , 5 0 5 , 0 0 0 3 2 , 5 4 3 , 0 0 0 1 9 , 6 3 7 , 0 0 0 2 8 , 2 8 0 , 0 0 0 7 3 , 7 2 7 , 0 0 0 

（ 注 3 ） 匿名組合出資持分 
匿名組合出資持分について は 、 「 時価の算定に関する会計基準の適用指針 」 （ 企業会計基準適用指針第3 1 号 2 0 2 1 年6月1 7 日 ） 第 2 4 - 1 6 項の取扱いを
適用し 、 「 金融商品の時価等の開示に関する適用指針 」 （ 企業会計基準適用指針第1 9 号 2 0 2 0 年3月3 1 日 ） 第4項 （ １ ） に定める事項を注記していま
せ ん 。 当該出資の貸借対照表計上額は684,910千円です 。 

［ 賃貸等不動産に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額 、 当期増減額及び時価は 、 次のとおりです 。 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

貸借対照表計上額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高
5 5 0 , 1 3 7 , 1 0 7 △ 1 0 , 4 1 0 , 4 8 0 5 3 9 , 7 2 6 , 6 2 7 6 4 3 , 0 9 3 , 0 0 0 

（ 注 1 ） 「 貸借対照表計上額 」 は 、 減価償却後の帳簿価額を記載しています 。 
（ 注 2 ） 当期増減額のうち 、 主な増加額は 、 新規物件取得1 3 , 4 9 6 , 5 7 5 千 円 、 主な減少額は 、 保有物件譲渡2 2 , 0 8 5 , 2 6 8 千円及び減価償却費2 , 5 7 3 , 6 2 1 千円に

よるものです 。 
（ 注 3 ） 「 当期末の時価 」 は 、 社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています 。 

な お 、 賃貸等不動産に関する当期における損益は 、 前 記 ［ 損益計算書に関する注記 ］ に記載のとおりです 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 
当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額 、 当期増減額及び時価は 、 次のとおりです 。 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
貸借対照表計上額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

5 3 9 , 7 2 6 , 6 2 7 △ 1 , 7 3 7 , 5 0 3 5 3 7 , 9 8 9 , 1 2 4 6 5 0 , 5 4 4 , 0 0 0 

（ 注 1 ） 「 貸借対照表計上額 」 は 、 減価償却後の帳簿価額を記載しています 。 
（ 注 2 ） 当期増減額のうち 、 主な増加額は 、 資本的支出890,711 千 円 、 主な減少額は 、 減価償却費2,627,7 5 9 千円によるものです 。 
（ 注 3 ） 「 当期末の時価 」 は 、 社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています 。 

な お 、 賃貸等不動産に関する当期における損益は 、 前 記 ［ 損益計算書に関する注記 ］ に記載のとおりです 。 
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［ 関連当事者との取引に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 

属 性 会社等の名称又は氏名
事業の 
内 容 

又は職業

投資口の 
所有割合 
（ ％ ） 

取引の内容 取引金額 
（ 千 円 ） 科 目 期末残高 

（ 千 円 ） 

利害関係人等 積水ハウス株式会社 建設業 4 . 5 8 2 

賃貸事業収入 1 , 3 6 3 , 5 4 7 － － 

信託受益権の取得 1 2 , 7 0 0 , 0 0 0 － － 

信託受益権の譲渡 2 3 , 0 0 0 , 0 0 0 
未収入金 3 8 , 6 5 4 

未払金 7 3 
（ 注 1 ） 取引条件の決定については 、 市場の実勢に基づいて 、 決定しています 。 な お 、 利害関係人等との取引の場 合 、 資産運用会社の定める所定のプロセスを

経たうえで信託受益権の取得の場合 、 取得価格は鑑定評価額以下 、 信託受益権の譲渡の場合 、 譲渡価格は鑑定評価額以上の金額としています 。 
（ 注 2 ） 上記金額のうち 、 「 取引金額 」 には消費税等が含まれておらず 、 「 期末残高 」 には消費税等が含まれています 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 

属 性 会社等の名称又は氏名
事業の 
内 容 

又は職業

投資口の 
所有割合 
（ ％ ） 

取引の内容 取引金額 
（ 千 円 ） 科 目 期末残高 

（ 千 円 ） 

利害関係人等 積水ハウス株式会社 建設業 4 . 5 8 2 賃貸事業収入 1 , 3 6 3 , 5 4 7 － － 
（ 注 1 ） 取引条件の決定については 、 市場の実勢に基づいて 、 決定しています 。 な お 、 利害関係人等との取引の場 合 、 資産運用会社の定める所定のプロセスを

経たうえで信託受益権の取得の場合 、 取得価格は鑑定評価額以下 、 信託受益権の譲渡の場合 、 譲渡価格は鑑定評価額以上の金額としています 。 
（ 注 2 ） 上記金額のうち 、 「 取引金額 」 には消費税等が含まれておらず 、 「 期末残高 」 には消費税等が含まれています 。 

［ 1 口当たり情報に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

1 口当たり純資産額 6 7 , 2 1 1 円 
1 口当たり当期純利益 1 , 6 3 6 円 

1 口当たり当期純利益は 、 当期純利益を日数加重平均投資
口数で除することにより算定しています 。 ま た 、 潜在投資
口調整後1口当たり当期純利益について は 、 潜在投資口が
ないため記載しておりませ ん 。 

1 口当たり純資産額 6 7 , 0 1 3 円 
1 口当たり当期純利益 1 , 5 1 4 円 

1 口当たり当期純利益は 、 当期純利益を日数加重平均投資
口数で除することにより算定しています 。 ま た 、 潜在投資
口調整後1口当たり当期純利益について は 、 潜在投資口が
ないため記載しておりませ ん 。 

（ 注 ） 1 口当たり当期純利益の算定上の基礎は 、 以下のとおりです 。 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

当期純利益 （ 千 円 ） 7 , 2 0 4 , 5 1 0 
普通投資主に帰属しない金 額 （ 千 円 ） － 
普通投資口に係る当期純利 益 （ 千 円 ） 7 , 2 0 4 , 5 1 0 
期中平均投資口数 （ 口 ） 4 , 4 0 2 , 2 8 7 

当期純利益 （ 千 円 ） 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
普通投資主に帰属しない金 額 （ 千 円 ） － 
普通投資口に係る当期純利 益 （ 千 円 ） 6 , 6 3 7 , 2 3 8 
期中平均投資口数 （ 口 ） 4 , 3 8 1 , 4 8 2 
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［ 収益認識に関する注記 ］ 
1 ． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 
（ 単位:千円 ） 

顧客との契約から生じる収 益 （ 注 1 ） 外部顧客への売上高
不動産等の売却 2 3 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 注 2 ） 7 1 0 , 5 8 3 
水道光熱費収入 2 4 1 , 5 6 5 2 4 1 , 5 6 5 
その他 － 1 4 , 8 4 4 , 9 2 1 
合計 2 3 , 2 4 1 , 5 6 5 1 5 , 7 9 7 , 0 7 0 

( 注 1 ) 企業会計基準第1 3 号 「 リース取引に関する会計基 準 」 の対象となる賃貸借事業収入等は収益認識基準の適用外となるため 、 「 顧客との契約から生じる収
益 」 には含めていません 。 なお主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です 。 

( 注 2 ) 不動産等の売却については 、 投資法人の計算に関する規 則 （ 平成1 8 年内閣府令第4 7 号 ） 第 4 8 条第2項に基づき 、 損益計算書において不動産等売却損益
として計上するため 、 不動産等売却収入より不動産売上原価及び直接販売経費を控除した額を記載しています 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 
（ 単位:千円 ） 

顧客との契約から生じる収 益 （ 注 1 ） 外部顧客への売上高
不動産等の売却 － （ 注 2 ） － 
水道光熱費収入 2 1 6 , 3 8 7 2 1 6 , 3 8 7 
その他 － 1 5 , 1 4 9 , 5 5 0 
合計 2 1 6 , 3 8 7 1 5 , 3 6 5 , 9 3 7 

( 注 1 ) 企業会計基準第1 3 号 「 リース取引に関する会計基 準 」 の対象となる賃貸借事業収入等は収益認識基準の適用外となるため 、 「 顧客との契約から生じる収
益 」 には含めていません 。 なお主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です 。 

( 注 2 ) 不動産等の売却については 、 投資法人の計算に関する規 則 （ 平成1 8 年内閣府令第4 7 号 ） 第 4 8 条第2項に基づき 、 損益計算書において不動産等売却損益
として計上するため 、 不動産等売却収入より不動産売上原価及び直接販売経費を控除した額を記載しています 。 

2 ． 顧客との契約から生じる収益を理解するための情報 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 

重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 
重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです 。 

3 . 当該営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するための情報 
( 1 ) 契約資産及び契約負債の残高等 

（ 単位:千円 ） 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

顧客との契約から生じた債 権 （ 期首残高 ） 4 3 , 8 4 3 5 5 , 3 1 2 
顧客との契約から生じた債 権 （ 期末残高 ） 5 5 , 3 1 2 5 2 , 4 0 4 
契約資産 （ 期首残高 ） － － 
契約資産 （ 期末残高 ） － － 
契約負債 （ 期首残高 ） － － 
契約負債 （ 期末残高 ） － － 
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( 2 ) 残存履行義務に配分した取引価格 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 

水道光熱費収入については 、 期末までに履行が完了した部分に対する 、 顧客である賃借人にとっての価値に直接対応す
る対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから 、 収益認識に関する会計基準の適用指針第1 9 項に従って 、 請 
求する権利を有している金額で収益を認識していま す 。 従って 、 収 益認識に関する会計基準第 8 0 － 2 2 項 （ 2 ） の定めを
適用し 、 残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 

2 0 2 3 年4月30日現在 、 不動産等の売却に係る残存履行義務に配分した取引価格は 、 2 0 2 3 年3月2 9 日に売買契約を締結
した不動産等に係る70, 0 0 0 , 0 0 0 千円です 。 

本投資法人は 、 当該残存履行義務について 、 当該不動産等の引渡しに伴 い 、 以下のとおり収益を認識することを見込ん
でいます 。 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
譲渡予定日 譲渡予定価格 収益を認識する計算期間

第 1 回 2 0 2 3 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 3 年 1 0 月 期 （ 第 1 8 期 ） 
第 2 回 2 0 2 4 年 4 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 4 年 4 月 期 （ 第 1 9 期 ） 
第 3 回 2 0 2 4 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 4 年 1 0 月 期 （ 第 2 0 期 ） 
第 4 回 2 0 2 5 年 4 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 5 年 4 月 期 （ 第 2 1 期 ） 
第 5 回 2 0 2 5 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 5 年 1 0 月 期 （ 第 2 2 期 ） 
第 6 回 2 0 2 6 年 4 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 6 年 4 月 期 （ 第 2 3 期 ） 
第 7 回 2 0 2 6 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 6 年 1 0 月 期 （ 第 2 4 期 ） 
第 8 回 2 0 2 7 年 4 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 7 年 4 月 期 （ 第 2 5 期 ） 
第 9 回 2 0 2 7 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 7 年 1 0 月 期 （ 第 2 6 期 ） 
第 1 0 回 2 0 2 8 年 4 月 末 7 , 0 0 0 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 0 2 8 年 4 月 期 （ 第 2 7 期 ） 

水道光熱費収入については 、 期末までに履行が完了した部分に対する 、 顧客である賃借人にとっての価値に直接対応す
る対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから 、 収益認識に関する会計基準の適用指針第1 9 項に従って 、 請 
求する権利を有している金額で収益を認識していま す 。 従って 、 収 益認識に関する会計基準第 8 0 － 2 2 項 （ 2 ） の定めを
適用し 、 残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません 。 

［ 追加情報 ］ 
資産の譲渡 

本投資法人は 、 以下のとおり 、 不動産信託受益権を譲渡することを決定し 、 売買契約を締結しました 。 以下の資産譲
渡に係る信託受益権の準共有持分の譲渡は 、 1 0 回に均等分割して実施される予定であり 、 各譲渡予定日において持分 
割合100分の10ずつを譲渡する予定です 。 

当該譲渡により 、 以下のとおり各計算期間において 、 不動産等売却益を計上する見込みです 。 

物件名称 ： 御殿山 Ｓ Ｈ ビ ル 
用 途 ： オフィスビル 
所在地 ： 東京都品川区 
譲渡予定価格 ： 7 0 , 0 0 0 百万円 （ 注 1 ） 
契約締結日 ： 2 0 2 3 年3月29日 
譲渡先 ： T I S 株式会社 

（ 単 位 ： 百万円 ） 
譲渡予定日 （ 注 2 ） 譲渡予定価格( 注1) 譲渡益 （ 見 込 ） （ 注 3 ） 計算期間

第 1 回 2 0 2 3 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 1 , 0 1 7 2 0 2 3 年 1 0 月 期 （ 第 1 8 期 ） 
第 2 回 2 0 2 4 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 0 8 0 2 0 2 4 年 4 月 期 （ 第 1 9 期 ） 
第 3 回 2 0 2 4 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 0 9 3 2 0 2 4 年 1 0 月 期 （ 第 2 0 期 ） 
第 4 回 2 0 2 5 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 0 7 2 0 2 5 年 4 月 期 （ 第 2 1 期 ） 
第 5 回 2 0 2 5 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 2 1 2 0 2 5 年 1 0 月 期 （ 第 2 2 期 ） 
第 6 回 2 0 2 6 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 3 5 2 0 2 6 年 4 月 期 （ 第 2 3 期 ） 
第 7 回 2 0 2 6 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 4 9 2 0 2 6 年 1 0 月 期 （ 第 2 4 期 ） 
第 8 回 2 0 2 7 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 6 3 2 0 2 7 年 4 月 期 （ 第 2 5 期 ） 
第 9 回 2 0 2 7 年 1 0 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 7 7 2 0 2 7 年 1 0 月 期 （ 第 2 6 期 ） 
第 1 0 回 2 0 2 8 年 4 月 末 7 , 0 0 0 （ 1 0 ％ ） 2 , 1 9 1 2 0 2 8 年 4 月 期 （ 第 2 7 期 ） 

（ 注 1 ） 「 譲渡予定価格 」 は 、 売買契約書に記載された売買代金額 （ 消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まず 、 百万円未満を切り
捨てています 。 ） を記載しています 。 

（ 注 2 ） 「 譲渡予定日 」 は 、 当該日が営業日でない場合 は 、 直前の営業日とします 。 
（ 注 3 ） 「 譲渡益 （ 見 込 ） 」 は 、 本書の日付現在における各譲渡予定日に計上される概算額を示したものであ り 、 変更となる可能性がありま す 。 
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金銭の分配に係る計算書 

区 分 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

Ⅰ ． 当期未処分利益 7 , 2 0 4 , 5 1 0 , 2 3 4 円 6 , 6 3 7 , 2 3 8 , 4 5 1 円 
Ⅱ ． 任意積立金取崩額 

圧縮積立金取崩額 8 2 , 4 4 1 , 0 0 9 円 9 1 1 , 2 8 1 , 8 2 0 円 
一時差異等調整積立金取崩 額 ※ 1 2 2 2 , 9 0 8 , 9 0 5 円 ※ 1 1 9 4 , 1 2 9 , 5 5 3 円 

Ⅲ ． 利益超過分配金加算額 
一時差異等調整引当額 － 円 ※ 2 7 0 , 1 0 3 , 7 1 2 円 

Ⅳ ． 分配金の額 7 , 5 0 9 , 8 6 0 , 1 4 8 円 7 , 8 0 3 , 4 1 9 , 4 4 2 円 
（ 投資口1口当たり分配金の 額 ） （ 1 , 7 1 4 円 ） （ 1 , 7 8 1 円 ） 
うち利益分配金 － 円 7 , 7 3 3 , 3 1 5 , 7 3 0 円 

（ うち1口当たり利益分配金 ） － 円 （ 1 , 7 6 5 円 ） 
うち一時差異等調整引当額 － 円 ※ 2 7 0 , 1 0 3 , 7 1 2 円 

（ うち1口当たり利益超過分配金 
（ 一 時 差 異 等 調 整 引 当 額 に 係 る も の ） ） 

－ 円 （ 1 6 円 ） 

Ⅴ ． 次期繰越利益 － 円 9 , 3 3 4 , 0 9 4 円 
分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第 4 6 条第1項第2号

に定める租税特別措置法第 6 7 条の1 5 第 
1 項に規定される本投資法人の配当可能
利益の額の1 0 0 分の9 0 に相当する金額
を超えて分配する旨を基本方針として
い ま す 。 かかる方針により 、 当期未処
分利益に一時差異等調整積立金取崩額
2 2 2 , 9 0 8 , 9 0 5 円及び圧縮積立金取崩額
8 2 , 4 4 1 , 0 0 9 円 を 加 算 し た
7 , 5 0 9 , 8 6 0 , 1 4 8 円を利益分配金として
分配することとしました 。 

な お 、 本投資法人の規約第4 6 条第2
項に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません 。 

本投資法人の規約第4 6 条第1項第2 号 
に定める租税特別措置法第6 7 条の1 5 第 
1 項に規定される本投資法人の配当可能
利益の額の1 0 0 分の9 0 に相当する金額
を超えて分配する旨を基本方針として
います 。 かかる方針により 、 当 期未処
分利益に一時差異等調整積立金取崩額
1 9 4 , 1 2 9 , 5 5 3 円及び圧縮積立金取崩額
9 1 1 , 2 8 1 , 8 2 0 円を加算した金額のうち
7 , 7 3 3 , 3 1 5 , 7 3 0 円を利益分配金として
分配することとしました 。 

ま た 、 本投資法人の規約第4 6 条第2
項に定める利益を超えた金銭の分配の
方針に基づき 、 所得超過税会不一致が
分配金に与える影響を考慮して 、 一時
差異等調整引当額7 0 , 1 0 3 , 7 1 2 円を分配
することとしました 。 
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［ 金銭の分配に係る計算書に関する注記 ］ 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

※ 1 一時差異等調整積立金 
一時差異等調整積立金は 、 積立てを行った期の翌期以 降 、 

5 0 年均等額にあたる1 ％ 以上の金額を毎期取り崩し 、 分配金
に充当する予定です 。 当期は2 2 2 , 9 0 8 , 9 0 5 円の取り崩しを行
うこととしました 。 

※ 1 一時差異等調整積立金 
一時差異等調整積立金は 、 積立てを行った期の翌期以 降 、 

5 0 年均等額にあたる1 ％ 以上の金額を毎期取り崩し 、 分配金
に充当する予定です 。 当期は1 9 4 , 1 2 9 , 5 5 3 円の取り崩しを行
うこととしました 。 

※ 2 一時差異等調整引当額 
前 期 （ ご参考 ） （ 自 2 0 2 2 年5月1日 至 2 0 2 2 年10月31日 ） 

該当事項はありません 。 

当 期 （ 自 2 0 2 2 年11月1日 至 2 0 2 3 年4月30日 ） 
１ ． 引当ての発生事由 、 発生した資産等及び引当額 

（ 単 位 ： 千 円 ） 
発生した資産等 引当ての発生事由 一時差異等調整引当額

信託建物等 合併の影響による減価償却にかかる償却超過の発生 6 3 , 0 0 4 
繰延ヘッジ損益 金利スワップ評価損の発生 7 , 0 9 9 

合計 7 0 , 1 0 3 

2 . 戻入れの具体的な方法 
項目 戻入れの方法

信託建物等 合併関連の一時差異等調整引当額は 、 原 則 、 戻入れしません 。 
繰延ヘッジ損益 ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻入れる予定です 。 

2 0 2 3 年 0 7 月 0 5 日 1 3 時 0 4 分 $ F O L D E R ; 5 1 ページ （ T e s s 1 . 5 0 ( 6 4 ) 2 0 2 2 1 2 2 3 _ 0 1 ） 
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キャッシュ・ フロー計算書 （ 参考情報 ） 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

前 期 （ ご参考 ） 
自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

営業活動によるキャッシュ ・ フロー 
税引前当期純利益 7 , 2 0 5 , 1 1 5 6 , 6 3 7 , 8 4 3 
減価償却費 2 , 5 7 4 , 6 2 2 2 , 6 2 9 , 2 8 1 
投資法人債発行費償却 1 3 , 8 6 0 1 3 , 1 9 8 
投資口交付費償却 1 5 , 5 0 2 8 , 4 0 0 
受取利息 △ 1 3 1 △ 1 3 5 
支払利息 7 1 6 , 0 0 7 7 2 0 , 0 9 5 
営業未収入金の増減額 （ △ は増加 ） △ 9 , 6 4 6 7 , 5 4 6 
未収消費税等の増減額 （ △ は増加 ） 1 5 6 , 1 6 1 △ 1 2 5 , 2 6 2 
前払費用の増減額 （ △ は増加 ） △ 4 0 , 6 7 4 △ 8 , 2 7 5 
長期前払費用の増減額 （ △ は増加 ） 1 5 , 9 9 0 △ 1 8 , 6 3 7 
営業未払金の増減額 （ △ は減少 ） 1 8 1 , 9 5 1 △ 1 1 7 , 5 4 6 
未払金の増減額 （ △ は減少 ） 1 2 4 , 4 5 0 △ 8 7 , 0 2 3 
未払消費税等の増減額 （ △ は減少 ） 6 7 8 , 9 2 4 △ 6 7 8 , 9 2 4 
前受金の増減額 （ △ は減少 ） 1 4 , 7 3 3 △ 1 9 , 2 7 7 
信託有形固定資産の売却による減少額 2 2 , 3 0 9 , 0 4 7 － 
その他 △ 6 1 , 1 3 6 1 6 , 9 7 6 
小 計 3 3 , 8 9 4 , 7 7 9 8 , 9 7 8 , 2 5 9 
利息の受取額 1 3 1 1 3 5 
利息の支払額 △ 7 0 7 , 2 9 6 △ 6 9 5 , 1 6 5 
法人税等の支払額 △ 6 0 0 △ 5 8 4 
営業活動によるキャッシュ ・ フロー 3 3 , 1 8 7 , 0 1 3 8 , 2 8 2 , 6 4 4 

投資活動によるキャッシュ ・ フロー 
信託有形固定資産の取得による支出 △ 1 0 , 4 2 1 , 3 0 9 △ 9 4 7 , 8 4 9 
信託無形固定資産の取得による支出 △ 3 , 7 2 6 , 4 1 6 － 
無形固定資産の取得による支出 △ 4 2 0 △ 5 , 9 9 5 
投資有価証券の払戻による収入 － 2 1 , 6 4 2 
投資有価証券の取得による支出 △ 4 8 2 , 5 2 9 △ 2 2 1 , 5 0 7 
差入敷金及び保証金の差入による支出 △ 7 2 8 , 8 3 0 － 
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 3 4 4 , 9 8 1 1 , 5 2 1 , 1 0 3 
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 6 6 1 , 6 9 9 △ 1 , 4 9 3 , 3 4 7 
投資その他の資産の増減額 （ △ は増加 ） △ 1 8 , 5 8 5 △ 2 , 6 2 5 
投資活動によるキャッシュ ・ フロー △ 1 5 , 6 9 4 , 8 0 8 △ 1 , 1 2 8 , 5 7 8 

財務活動によるキャッシュ ・ フロー 
短期借入金の返済による支 出 △ 6 , 0 0 0 , 0 0 0 △ 7 , 7 0 0 , 0 0 0 
長期借入れによる収入 1 6 , 0 0 0 , 0 0 0 1 8 , 8 0 0 , 0 0 0 
長期借入金の返済による支 出 △ 1 2 , 4 0 0 , 0 0 0 △ 1 1 , 1 0 0 , 0 0 0 
投資法人債の償還による支 出 △ 3 , 0 0 0 , 0 0 0 － 
自己投資口の取得による支 出 △ 3 , 9 9 9 , 9 6 4 － 
分配金の支払額 △ 7 , 5 2 2 , 8 7 6 △ 7 , 5 0 9 , 7 0 3 
財務活動によるキャッシュ ・ フロー △ 1 6 , 9 2 2 , 8 4 0 △ 7 , 5 0 9 , 7 0 3 

現金及び現金同等物の増減 額 （ △ は減少 ） 5 6 9 , 3 6 4 △ 3 5 5 , 6 3 7 
現金及び現金同等物の期首残高 2 7 , 1 8 7 , 7 4 0 2 7 , 7 5 7 , 1 0 4 
現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1 2 7 , 7 5 7 , 1 0 4 ※ 1 2 7 , 4 0 1 , 4 6 7 

（ 注 ） キャッシュ・ フロー計算書は 、 「 財務諸表等の用語 、 様式及び作成方法に関する規則 」 （ 昭和3 8 年大蔵省令第5 9 号 ） に基づき作成し 、 参考情報として
添 付しています 。 このキャッシュ・ フロー計算書は 、 「 投資信託及び投資法人に関する法律 」 第 1 3 0 条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではない
た め 、 会計監査人の監査は受けていません 。 
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［ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ］ （ 参考情報 ） 

項 目 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

キャッシュ・ フロー計算書に
おける資金の範囲 

キャッシュ・ フロー計算書における資金
（ 現金及び現金同等物 ） は 、 手許現金及び信
託現金 、 随時引き出し可能な預金及び信託預
金並びに容易に換金が可能であり 、 か つ 、 価 
値の変動について僅少のリスクしか負わない
取得日から3か月以内に償還期限の到来する
短期投資からなります 。 

キャッシュ・ フロー計算書における資金
（ 現金及び現金同等物 ） は 、 手許現金及び信
託現金 、 随時引き出し可能な預金及び信託預
金並びに容易に換金が可能であり 、 か つ 、 価 
値の変動について僅少のリスクしか負わない
取得日から3か月以内に償還期限の到来する
短期投資からなります 。 

［ キャッシュ・ フロー計算書に関する注記 ］ （ 参考情報 ） 
前 期 （ ご参考 ） 

自 2 0 2 2 年 5 月 1 日 
至 2 0 2 2 年 1 0 月 3 1 日 

当期
自 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日 
至 2 0 2 3 年 4 月 3 0 日 

※ 1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関 係 

（ 2 0 2 2 年10月31日現在 ） 
現金及び預金 1 1 , 4 1 6 , 2 6 6 千円
信託現金及び信託預金 1 6 , 3 4 0 , 8 3 8 千円
現金及び現金同等物 2 7 , 7 5 7 , 1 0 4 千円

※ 1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関 係 

（ 2 0 2 3 年4月30日現在 ） 
現金及び預金 1 0 , 9 5 0 , 1 2 3 千円
信託現金及び信託預金 1 6 , 4 5 1 , 3 4 3 千円
現金及び現金同等物 2 7 , 4 0 1 , 4 6 7 千円
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